


「Synthesiology − 構成学」発刊の趣旨

研究者による科学的な発見や発明が実際の社会に役立つまでに長い時間がかかったり、忘れ去られ葬られたり
してしまうことを、悪夢の時代、死の谷、と呼び、研究活動とその社会寄与との間に大きなギャップがあることが
認識されている（注 1）。これまで研究者は、優れた研究成果であれば誰かが拾い上げてくれて、いつか社会の中で
花開くことを期待して研究を行ってきたが、300 年あまりの近代科学の歴史を振り返れば分かるように、基礎研究
の成果が社会に活かされるまでに時間を要したり、埋没してしまうことが少なくない。また科学技術の領域がます
ます細分化された今日の状況では、基礎研究の成果を社会につなげることは一層容易ではなくなっている。

大きな社会投資によって得られた基礎研究の成果であっても、いわば自然淘汰にまかせたままでは（注 1）、その
成果の社会還元を実現することは難しい。そのため、社会の側から研究成果を汲み上げてもらうという受動的な
態度ではなく、研究成果の可能性や限界を良く理解した研究者自身が研究側から積極的にこのギャップを埋める
研究活動（すなわち本格研究（注 2））を行うべきであると考える。

もちろん、これまでも研究者によって基礎研究の成果を社会に活かすための活動が行なわれてきた。しかし、
そのプロセスはノウハウとして個々の研究者の中に残るだけで、系統立てて記録して論じられることがなかった。
そのために、このような活動は社会における知として蓄積されずにきた。これまでの学術雑誌は、科学的発見といっ
た基礎研究（すなわち第 1 種基礎研究（注 3））の成果としての事実的知識を集積してきた。これに対して、研究成
果を社会に活かすために行うべきことを知として蓄積する、すなわち当為的知識を集積することを目的として、こ
こに新しい学術ジャーナルを発刊する。自然についての知の獲得というこれまでの科学に加えて、科学的知見や
技術を統合して社会に有益なものを構成するための学問を確立することが、持続的発展可能な社会に科学技術が
積極的に寄与するための車の両輪となろう。

この「Synthesiology」と名付けたジャーナルにおいては、成果を社会に活かそうとする研究活動を基礎研究（す
なわち第 2 種基礎研究（注 4））として捉え直し、その目標の設定と社会的価値を含めて、具体的なシナリオや研究
手順、また要素技術の構成・統合のプロセスが記述された論文を掲載する。どのようなアプローチをとれば社会
に活かす研究が実践できるのかを読者に伝え、共に議論するためのジャーナルである。そして、ジャーナルという
媒体の上で研究活動事例を集積して、研究者が社会に役立つ研究を効果的にかつ効率よく実施するための方法論
を確立することを目的とする。この論文をどのような観点で執筆するかについては、巻末の「編集の方針」に記載
したので参照されたい。

ジャーナル名は、統合や構成を意味する Synthesis と学を意味する -logy をつなげた造語である。研究成果の
社会還元を実現するためには、要素的技術をいかに統合して構成するかが重要であるという考えから Synthesis
という語を基とした。そして、構成的・統合的な研究活動の成果を蓄積することによってその論理や共通原理を見
いだす、という新しい学問の構築を目指していることを一語で表現するために、さらに今後の国際誌への展開も考
慮して、あえて英語で造語を行ない、「Synthesiology - 構成学」とした。

このジャーナルが社会に広まることで、研究開発の成果を迅速に社会に還元する原動力が強まり、社会の持続
的発展のための技術力の強化に資するとともに、社会における研究という営為の意義がより高まることを期待する。
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1　はじめに
近年、視覚システム（コンピュータービジョン）への期待

が大きい。防犯分野での監視カメラ、生産分野での製品
の外観検査、医療分野での CT 画像解析や組織検査、ス
ポーツ分野での動作解析や評価、さらにはインターネット
での画像検索、ロボットの視覚等、多岐の分野にわたって
いる。その背景には、CCD カメラや各種センサー技術の
発達、さらにはコンピューターや可視化技術の発達により、
さまざまな画像の収集と処理が容易になっていることが挙
げられる。

これらのニーズに呼応して、画像認識の研究が国際的
にも盛んに行われているが、いまだ自動化や実用化は難し
く、個別のアドホックな手法や専用の高価なシステムとなっ
ていて、実際の場面ではいまだ人の能力に頼っているのが
現状である。できれば PC ベースでの簡便で安価な、しか
も高速で汎用性の高い柔軟な視覚システムの実現と普及が

強く望まれている。
この論文では、この目標に向けて筆者がこれまで行って

きたパターン認識の理論 [1]、特に特徴抽出理論 [2] と、そ
れに基づく実践的なシステム構成方式として提案した適応
学習型汎用認識システム [3][4]、およびそのさまざまな応用展
開について論ずるとともに [5][6]、認識（一般に情報）システ
ムの構成法においては特に理論的アプローチが有効かつ
重要であることを示す。

2　従来方式とパターン認識
まず、パターン認識としての画像計測や画像認識の問題

を考えてみよう。図 1−a）は、大小 2 種類の粒子（円）が
あって、それぞれの個数を数え上げる画像計測（計数）の
課題である。通常考える方式は、次のような逐次方式であ
ろう。まず画面をスキャンして個々の粒子を切り出し、個別
に円で近似してその半径を測り、半径の大小によって粒子

大津 展之

近年、映像の監視や目視検査等、さまざまな分野で視覚システムのニーズが高まっている。特に、簡便で高速な実用的な視覚システムの
実現が望まれている。この論文では、その目標に向けて筆者がこれまで行ってきた理論研究とその応用について概説する。まずこれまで
のアプローチの問題点を指摘し、基礎としてのパターン認識の基本的な枠組、特に特徴抽出理論について言及する。次にその実践とし
て提案した高次局所自己相関と多変量解析手法の2段階の特徴抽出からなる適応学習型汎用認識方式と、その応用事例を示す。実験
結果は本方式の柔軟で効果的な性能を示している。

適応学習型汎用認識システム : ARGUS
−　その理論的構成と応用　−

Nobuyuki Otsu

ARGUS: Adaptive Recognition for General Use System
- Its theoretical construction and applications -

In recent years, the need for computer vision systems is increasing in various fields, such as security monitoring and visual inspection. 
It is crucial to realize simple and high-speed vision systems especially for practical usage. This paper addresses the author’s theoretical 
research and its applications developed thus far in working toward this goal. First, the problems of the conventional approach are pointed 
out, and the general framework of pattern recognition, in particular the feature extraction theory, is explained as the theoretical foundation 
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の大小を判定して数え上げる。しかし、これでは、明らか
に計算時間は対象の個数に比例して増大してしまう。

一方、図 1−b）は、それぞれの対象（動物）が何である
かを答える画像認識の問題である。通常、これら四つの対
象を識別する（部分的な）特徴は何かと考えるであろう。
それぞれのモデルに照らして、耳や尾、体型等を、部分画
像として（あるいは数量化して）照合し、最終判断を行う。
しかし、全体の認識が部分の認識に帰着されていて、部
分の認識を誤れば全体の認識を誤る。

従来方式のほとんどは、このように、まず画像から個々
の対象を切り出し、あらかじめ用意したモデルに照らして
認識を行う「逐次手順型」の方式である。しかし、一般に
パターンはさまざまな変形を伴うので、モデルもそれに応じ
てさまざまで複雑なものを用意しなければならなくなる。ま
た、逐次手順では各段での処理の誤差が累積するため全
体として脆弱となり、計算量も多く、実用に足る認識性能
を得ることは難しい。画像レベルでアドホックに論理的な
手順として考えがちな所に問題がある。ある意味で、ノイ
マン型計算機のプログラミングのパラダイムに支配されたア
プローチである。

これに対するアンチテーゼとして、1980 年後半からニュー
ラルネットによる「並列学習型」の方式が提唱され [7]、その
理論的性質の研究と共に、特にパターン認識や制御へのさ
まざまな応用が試みられてきた。しかし、素子の非線形や
値域限定 [0,1] の制約から、一般には情報表現や特徴抽出
の問題が曖昧となる嫌いがあり、さらにはモデルの恣意性
や学習の速度と収束の問題等もあるため、近年はカーネル
法 [8] 等の非線形多変量解析へと流れが変わってきている。

視覚システム、一般に認識システムの新たな方式を考察
するためには、その基礎となるパターン認識の一般的な枠
組、特に情報表現と特徴抽出について、理論的枠組から
再考する必要がある。
2.1　パターン認識の一般的な枠組

パターン認識では、一般に時空局在的な関数 f で表され
る信号としてのパターンから、認識に有効な何らかの特徴

値（一般に関数の関数としての汎関数 xi = φi[ f ]）を複数抽
出して（したがってベクトル x で表現して）認識を行う。通
常、これは図 2 に示すように、「特徴抽出」と「認識」の
2 段階処理の枠組として考えられている。認識には識別と
類別とがある。識別は、入力パターンが既知の概念のい
ずれかを判定することであり、学習段階で答えが与えられ
る意味で教師有り学習と呼ばれる。類別は、教師無し学
習と呼ばれ、入力パターンを幾つかの類（概念）に別けて
区別することである。識別に関してはすでに多くの手法が
提案されていて、誤識別率最小の識別方式は、事後確率
P (Cj￨x) が最大となる概念 Cj に決定するベイズ決定方式で
あることがすでに理論的に知られている。したがって、そ
の意味では、前段の特徴抽出が認識システムの性能を左
右する要件として重要であるが、これまで認識課題に応じ
たさまざまなアドホック、あるいは heuristic な手法が提案
されてきた。
2.2　特徴抽出理論

筆者は、これら特徴抽出の理論的な研究を行ってきた[2]。
特徴抽出の一般的な枠組としては、幾何学的な側面として
の「不変特徴抽出」と統計的な側面としての「判別特徴抽
出」があり、この順序でこれら 2 段階からなる特徴抽出が
原理的に重要である。したがって、この理論から帰結され
るパターン認識の一般的な枠組は、図 3 のようになる。
2.2.1　不変特徴抽出（幾何学的側面）

パターンとしての観測像 f は、対象と認識主体との相対
的な位置関係や運動により、平行移動、大小伸縮、回転

図 1　視覚認識課題の例 [6]

パターン空間P
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概念集合C
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図 2　パターン認識の一般的な枠組（通常）
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図 3　パターン認識の一般的な枠組（詳細）
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等さまざまな連続な幾何学的変換（一般には射影変換）を
受けているが、認識結果はそれらによらず不変である。不
変特徴抽出理論では、パターン関数 f に作用するそれらの
概念対応を変えない幾何学的な変換（不変変換と呼ぶ）
を作用素 T (λ ) で表し、その下で不変な特徴値、したがっ
て不変汎関数 x = Φ [ f ] を追求する。

Φ [T (λ ) f ] −Φ [ f ] = 0 　　　　　　　　　　　（1）

Lie 群論に基づく作用素解析から、必要十分条件として
導かれる偏微分方程式の基本解として、与えられた不変変
換に対する不変特徴が求まる[1][2]。これにより、パターンは、
無関係な情報を捨象して認識に本質的な特徴として、理想
的には、不変特徴ベクトル空間の 1 点 x として統一的に捉
えられる。
2.2.2　判別特徴抽出（統計的側面）

しかし、実際のパターンはさまざまな変形やノイズを含
み、概念のクラス Cj 毎に確率的な分布 p(x￨Cj) に従い分布
する。次段の判別特徴抽出理論では、不変特徴ベクトル x

から次元を縮小した新特徴ベクトル y への写像 y = Ψ (x)
を考え、概念クラスの判別等、y に関する評価基準を最適
化する最適写像を求める。線形写像の場合は、いわゆる
多変量解析（例えば判別分析）となり、ある種の非線形写
像の場合がニューラルネットやカーネル法である。

究極の最適非線形判別写像は、実は、変分法を用いて
次式で陽に求められる [1][2]。

y = Ψ N(x) =Σ
K

j =1
P (Cj￨x)cj　　　　　　　  　　（2）

この結果は、パターン判別がベイズ事後確率 P (Cj￨x) と
密接に関係し、パターン認識の背後のベイズ推定の本質的
な枠組を示唆している。ここに cj は写像先 Y での各概念
を代表表現するベクトルであり、判別分析の場合、元の空
間 X での概念クラス間の推移確率行列の固有ベクトルとし
て求まる。得られる最適判別空間の次元は本質的にクラス
数から決まり、K−1 次元となることが分る。

実際の応用においては、これらの理論的な枠組を踏まえ

て、実用ニーズに照らした適切な簡略化が必要である。

3　アプローチと構成法への条件
柔軟な視覚システムへのアプローチと構成法を考えるに

あたり、まず、視覚システムに要請される基本的な条件と
して、次の 3 点を挙げた（図 4）。

R1：位置不変性、R2：画面加法性、R3：適応学習性。

認識 / 計測対象が画像枠のどこにあっても、その認識
/計測の結果は変わらない。したがって、最初の条件R1は、
パターンから抽出される特徴 xは対象の位置によらない（平
行移動不変である）ことを要請している。不変変換として
は、ほかにも大小スケールや回転等も考えられるが、平行
移動が最も基本的であるので、これを要請条件とした。

次の条件 R2 は、画面全体に対する特徴が個々の対象
の局所特徴の和になることを要請している。これは、R1 か
らの帰結でもあるが、特徴表現が認識（特に計数）にとっ
て都合の良い表現（線形）となり、後の処理が簡単で高速
になるための要請条件である。

最後の条件 R3 は、従来法のように特徴抽出がヒューリ
スティックな手順として与えられ、認識課題が変わると再度
構成法も変わるというのではなく、例からの学習によって
課題に適した新特徴 y が初期特徴 x から最適に自動構成
（合成）され、課題の変化にも構造を変えることなく適応
的に最適化される汎用的な方式であることを要請している。

さらに、これらの要請条件を満たすべく構成される特徴
抽出法としては、もちろん計算量が少なく実時間処理が可
能であることが望ましい。

4　適応学習型汎用認識システム
これらの基本要請条件を満たし、前記のパターン認識、

特に特徴抽出理論の枠組を最も簡単な形で実践する「適
応学習型汎用画像認識システム」注 1 を考案した [3][4]。本シ
ステムは、特徴抽出の理論的な枠組にしたがって 2 段階の
特徴抽出からなっている（図 5）。
4.1　不変特徴抽出（HLAC/CHLAC）

初段の初期特徴すなわち幾何学的側面としての不変特
徴抽出としては、最も基本的な平行移動（位置）不変な特
徴を考えた。認識は基本的に時空間でのパターン f (r) の
位置 r によらないからである。

位置不変な特徴として、音声等時系列解析分野では古く
から自己相関関数 r ( )= f (t ) f (t+ ) dt が知られている。
これは波形パターンの位置によらない相対的な関係を抽出
している。これを高次へ拡張したN 次自己相関関数

x = x
x1 x2

x = x1+x2

図 4　位置不変性と画面加法性 [6]

位置不変性（R1）　　　　　　 　画面加法性（R2）
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x (a1 , , ,aN)= f (r) f (r + a1) ・・・ f (r + aN) dr 　　　　（3）

が数学的に知られていて、その2次（一般に偶数次）の高次
自己相関は位置不変の完全系となる等、パターン認識応用
への幾つかの興味ある性質が論じられている[9]。画像の場
合は、f (r)は参照点（画素：pixel）rでの濃淡値、aiは参照点
r周りの相対的な変位である。しかし、N個の変位の組み合
わせによって得られる特徴値の数は指数関数的に膨大とな
り、それらの計算はほとんど不可能となる。したがって実際
の応用には、ある限られた次数、また変位の組み合わせを
用いることになる。

実際、一般に実世界のパターンは時空局在化していて、
局所的な相対的関係が本質的である。また、この局所限
定は、画面加法性（R2）を満たすことにもなる。したがって、
（3）式の高次自己相関関数を局所変位に限定した高次（N
次 ） 局 所自己 相 関（HLAC: Higher-order Local Auto-
Collelation）特徴を、R1と R2 を満たす非線形特徴として
考案して採用した [3][4]。

HLAC: 実際の 2D 画像（静止画像）f（x, y）に対しては、
次数を 2 次まで、局所近傍を 3 × 3 とすると、位置不変性
を考慮して同値でない独立な積和の取り方に関する局所マ
スクのパターンは 25 通り（図 6）となる。全画面（もしくは
部分領域）XY に関して、図 6 で表される各局所マスクでス

キャンして黒点に対応した画素値の積和を求め、HLAC 特
徴ベクトル x が得られる。その次元は、濃淡画像の場合に
は 35 次元（例えば、No.1のマスクに対しては、 f, f 2, f 3 が
区別される）、2 値（0/1, 白 / 黒）画像の場合には、縮退し
て 25 次元となる（例えば、No.1のマスクに対しては、f = f 
2 = f 3 と冪等となる）注 2。

CHLAC: 動画像（3D）f（x, y, t）の場合は、2 次元の静
止画が時間軸に沿って並んだ 3 次元（立体）XYT の数値デー
タであることから、HLAC を時間軸を含めて自然に拡張し
た CHLAC（Cubic HLAC）特徴を抽出する [11]。CHLAC
の局所 3 × 3 × 3 マスクの一例を図 7 に示す。独立な局所
マスクのパターンは 251 通りとなる。HLAC と同様に、立
体枠 XYT にわたりそれらのマスクで積和を求め、CHLAC
特徴ベクトル x（t）が得られる。その次元は濃淡動画の場合
は 279 次元、2 値動画の場合は 251 次元となる。

積分特徴としての HLAC（CHLAC）による特徴抽出方
式は、要請条件の R1（位置不変性）と R2（画面加法性）
を満たす基本的で汎用的な「対象の形（と動き）」の特徴
抽出方式となっている。これらによって、認識対象は常に
統一的に不変特徴空間における1 点（ベクトル）x として捉
えられ表現される。
4.2　判別特徴抽出（MDA）

次段の適応学習的な（R3 を満たす）統計的判別特徴抽
出としては、線形写像としての多種多様な多変量データ解析
（MDA）手法を適用する（図 8）。これは、HLACもしくは
CHLAC 特徴ベクトル x の要素の重み付き線形和として、与
えられた認識課題に最適な新特徴 y を適応的に求めること
であるが（R3：適応学習性）（図 5）、線形写像であることか
ら要請条件の R2（画面加法性）を確保している。

同様な方式としてニューラルネットがあるが、非線形ゆえ
に R2 を保存しない。また、最適化に逐次解法を要し、計
算時間も掛かる。これに対して MDA は、例からの学習に
よってタスクに最適な重みが解析的に陽な形で容易に求ま
る利点がある注 3。
4.3　認識システムARGUSの特長

これら 2 段の特徴抽出からなる本方式は、対象の切り
出しや位置合わせが不要であり、対象に関する知識やモデ
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図 8　多変量データ解析手法（目的別）
外的基準の有 / 無は教師有 / 無に対応する。数量化手法は質的データ（Yes/No, 
1/0）の場合の手法である。

ルを一切必要としない点で新しくユニークであり、静止画
像や動画像のさまざまな認識や計測・計数に応用できる汎
用性をもっている。また、基本的に積和演算のみのため、
CHLAC でも通常の PC で非常に高速な処理（2 msec/
frame）が可能である。

5　応用事例
5.1　複数対象の同時認識（計数）

静止画像の認識として、複数対象を同時認識して計数す
る課題への応用例を示す（図 9）。HLAC 特徴の持つ位置
不変性と加法性から、因子分析（FA）を用いることで容
易に実現することができる。図 9 の左図の各パターンを一
度システムに提示すると、システムはテスト画像（右図）に
対して瞬時にそれぞれの個数 yi を y = (F ’F)−1F ’x として回
答する。加法性により、右図全体の特徴ベクトル x は、各
パターンの特徴（因子）ベクトル fi の個数を係数とする線
形和 x =Σ 6

i =1 yi fi = [ f1, . . . , f6] y = Fy に分解できるから
である。
5.2　位相的特徴の認識（計数）

次に、形によらない認識の例として位相的特徴の計数結
果を図 10 に示す。重回帰分析（MRA）を用いた例からの

学習により、システムは正しく対象の個数（a）あるいは穴
の数（b）を答えている [4]。興味深いことに、システムは例
から位相幾何学の基礎となるオイラー数（点数−線数 + 面
数）を学習し注 4、認識に用いていた。
5.3　顔認識と表情認識

2 値画像に限らず、HLAC は濃淡画像に対してもそのま
ま適用可能である。この応用として顔認識を行った [12][13]。
多解像度を表す画像ピラミッドの各層からの HLAC 特徴
を判別分析（DA）で統合することにより、簡単な識別法
MDD 注 5 でも、119 人に対して 99 % 強の高認識率を達成
した [13]。さらに、困難とされる表情認識を行い、9 名の 7
表情（JAFFE Dataset[14]、図 11）に対して、HLAC 特徴
の場所重みも考慮した判別分析と MDD を用いて、80 %
強の高い認識率が得られた [15]。
5.4　動作と人の認識

HLAC 特徴を動画像の場合に自然に拡張した CHLAC
特徴を用いて、動画像からの対象と動きの認識が可能とな
る。5 人の 4 動作（左 / 右方向への歩き/ 走り）の動画を
フレーム差分後 2 値化し、CHLAC 特徴を抽出し、動作と
人それぞれに判別分析を適用した結果を図 12 に示す [11]。
それぞれの類（概念）が良く塊り分離されていて、CHLAC
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S1 =19.00
S4 =  4.00
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H2 =  6.00
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図 9　複数対象の同時認識（計数）[5][6]

図 10　位相的特徴の認識（計数）[5][6]

a）対象の個数　　　　　b）穴の数

図 11　JAFFE 表情データの一例（3 名）[14]
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特徴の有効性を示している。簡単な識別法 MDD でも、
ほぼ 100 % の認識が得られた。
5.5　Gait認識

近年、遠方からの監視カメラによる個人同定（テロリ
スト等）のキーとして、gait（歩様）が注目されている。
CHLAC+ 判 別 分 析 + k −NN 識 別 を、 米 国 NIST が
取り纏めている 71 人の gait から個人を認識する Gait 
Challenge Dataset（図 13）に適用した結果、これまで
の上位 5 位までの手法を大幅に上回る世界最高性能を達
成した [16]（図 14）。
5.6　異常検出

CHLAC は、画像中に複数の対象がある場合、それぞ
れの対象の特徴の和が全体の特徴となる加法性をもつの
で、通常（正常）動作の特徴ベクトルは、特徴空間（251 次元）
のある線形部分空間（通常動作部分空間）SN に分布するこ
とになる。したがって、常時学習（教師無し）で主成分分
析（PCA）により SN を求めておけば、異常行動は、あらか
じめ定義する必要なく、SN からの逸脱（距離 / 角度）とし
て直ちに高速かつ高精度に検出・認識される [17]（図 15）。

加法性から複数人の場合でも異常検出力は同じである
（図 16）。

この異常検出方式は、すでにエレベーター内の監視カメ
ラ注 6 に実用化されている。

通常例を CHLAC 特徴空間での統計的分布として学習
し、そこからの逸脱（通常ではない）として異常を検知す
る本方式は、対象のモデルや知識を一切必要としない。
したがって、監視カメラや車載カメラ等、映像からの異常
検出のみならず、他のさまざまな異常検出に広く応用でき
る。例えば、静止画像の場合には HLAC 特徴空間を用い
て、製造分野での半導体基板等の各種外観検査に応用で
きる（図 17）。

また、HLAC を用いた異常検出は医療分野での各種組
織検査、特に癌の病理診断に同様に応用できる。癌は細
胞の異常である。癌の病理診断は病理医が臓器組織の構
造や細胞の変化の程度を顕微鏡で見て行うが、豊富な経
験と知識が必要となる。しかし、経験豊かな病理医は不足
しており、病理医の負担は増大している。したがって、そ
うしたスクリーニング検査の自動化による負担の軽減や、

転んだ人を
検出した異常値

通常値

time

su
bs
pa
ce
 d
is
ta
nc
e

0
0

20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

0.001

0.002

0.003

0.004

0.005

0.006

0.007
normal

abnormal

直交補空間

異常値

通常動作部分空間

検査枠

プリント基板
（元画像）

従来手法の例

×

ＨＬＡＣ特徴を利用した提案手法

（画像全体から求めた平均画像からの距離）

左の棒から： 産総研
CHLAC

メリーランド
大学

南フロリダ
大学

カーネギー
メロン大学

マサチューセッツ
工科大学

中国
科学院

易しい問題 難しい問題
A B C D E F G

100
90
80
70
60
50
40
30
20
10
0

認
識
率 

（
％
）

図 13　gait 動画像とそのフレーム差分

図 14　gait 認識の比較実験 [5][6][16]

図 15　異常検出の例（ここでは「転ぶ」が異常）

図 16　通常動作部分空間からの逸脱

図 17　基板検査への応用例
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図 18　癌検出への応用例（上図は各標本の異常値）

ダブルチェックによる見落とし防止等、病理医を支援するシ
ステム開発のニーズは大きい。実際の胃癌のリンパ節転移
に対してこの方法を適用したところ、病理医の所見に近い
解析結果を得ることができた [18]（図 18）。現在、癌病理診
断支援システムの構築を目指し、大学病院や癌センターと
共同研究を行っている。
5.7　時系列データ解析

画像に限らず、一般にセンシングデータは N 次元（Ch.）
の時系列データ{ si（t）}N

i=1, t = 1, . . . , M で表される。これ
らを N × M の 2 次元配列（画像）とみなして HLAC 特
徴を抽出することもできるが、一般に次元（Ch.）の添え
字 i の順序は随意である。そこで、例えば任意の 3 個の組
み合わせをとると、 K = NC3 個の 2 次元配列（3 × M）が
得られ、それぞれから 3 × 3 で HLAC 特徴をとると K ×
HLAC の次元の特徴ベクトルが得られる。これを多変量
解析（PCA、DA）することで、時系列データの解析（異
常検出や判別）ができる。この方法は心電図の異常検出 [19]

や多自由度のロボット多指ハンドの動きの解析 [20] に応用さ
れている。

また、時系列データ間の非対称な相互関係（相関）
として捉えられる因果関係は多くの分野で重要であり、
線形自己回帰モデルを用いた解析指標として Granger 
Causality[21] が提案されているが、これを多項式回帰モデ
ル（したがって高次局所自己相関特徴が関係する）へ拡
張した [22]。さらに因果関係の有無を示す重み関数w（t）
（Causality Marker）を導入し、因果関係の存在箇所を
自動的に抽出する方式を提案した [23]。
5.8　対応関係の学習

対応関係の学習は、一般的な幅広い応用に繋がる。パ
ターン（静止画あるいは動画等）に対する人の判断や評価
（外的規準）の表現、例えばキーワードや印象（感性）語
の質的表現 y 注 7 や評点 y と、パターンの特徴ベクトル表現
（HLAC/CHLAC）x との対応関係を学習的に近似（正準
相関分析 CCA や重回帰分析 MRA）することにより、印

象検索や双方向検索、さらに自動評価（予測）が可能とな
る。図 19 に家紋の印象検索（CCA）[24] と運動の自動評価
（MRA）[25] への応用を示す。

前者はさらに一般画像の検索（annotation）に応用され[26]、
後者はスポーツ映像の自動インデキシング [27] や、さらには
超音波画像からの牛肉の肉質等級（BMS）判定にも応用さ
れている [28]。

6　理論的アプローチの有効性
以上、パターン認識における特徴抽出理論に基づき、

基本要請条件を満たすべく構成された適応学習型汎用認
識システム（ARGUS）とその応用、特に視覚システムとし
ての種々の実応用について概説した。

物理や化学の科学的アプローチ（現象解明）と異なり、
工学応用、とりわけ情報技術においては、機能実現に向け
ての構成法は自由度が高く、とかくアドホックで恣意的な
ものとなりがちであるが、応用ニーズの基本要請条件を押
さえて理論的な視点から新規性のある本格的な解決を図る
ことが重要である。

本方式は、理論的な視点からパターン認識の基本的枠
組を踏まえて、幾何学的不変特徴抽出としての高次局所自
己相関（HLAC/CHLAC）と統計的判別特徴抽出としての
多変量解析手法の 2 段階からなり、後者によって課題に応
じた例からの学習が可能となっている。対象に関するモデ
ルや事前知識を一切必要とせず、対象パターンの形状とそ
の動きを判別特徴空間の点として区別する。対象の切り出
しも不要であり、計算量も一定の積和主体と少ないため、
動画像に対しても通常の PC で実時間処理を遙かに超える
高速処理が可能である。本方式の特長は次のとおりである。
• 非モデルベースな方式 → 高い汎用性
• 基本的な初期特徴（HLAC/CHLAC）→ 広範囲のデータ
　形式に適用可能
• 統計的な学習（MDA）→ 課題適応性と精度向上
• 並列積和演算 → 高速で大量データ処理が可能

図 19　対応関係の学習 [24][25]
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ほぼ想定どおり、種々の応用をとおしてこれまでの方式
を上回る性能が得られている。これは、理論に裏付けされ
た方式、特に高次局所自己相関特徴の優位性とその本質
性によるところが大と思われる。通常の自己相関が 2 点関
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動画像では速度から加速度へと、得られる特徴が詳細と
なっている。そして、これらの基本的で本質的な初期特徴
が、個別の恣意的な逐次手順や論理判断（例えば閾値処
理や条件分岐等）を用いず、多変量解析手法を用いて並列・
総合的にタスクに有効な新特徴へと統合されていて、情報
のロスが少なく頑健な方式となっている。

HLAC/CHLAC は、時空間に局在する「パターン」の局
所的形状パターンの統計量（相関や頻度）という基本的で
汎用的な特徴である。その意味で、近年の HOG や SIFT
特徴に代表される「モデル照合ベースから局所特徴の統計
量へ」といった潮流の先鞭をなすものである。また、画像
に限らず、音声や各種センサー情報等の多チャンネル時系
列データ、さらには一般の 3-way データへも広く応用可能
である。今後の展開としては量的データから質的（カテゴリ
カル）データへの拡張が挙げられ、すでに手法 [29] の開発
を行っている。

今後、ニーズの高い知的防犯カメラ等、セキュリティ分
野における自動（無人）映像監視を始め、各種外観検査、
画像の annotationと検索、ロボットの視覚、スポーツやリ
ハビリ分野での動作解析や評価等、広くコンピュータービ
ジョンへの応用が期待される。現在、医療応用として大学
病院や癌センターとの共同研究で、顕微鏡画像からの癌の
自動検査システムへの応用を進めている。さらに、産総研
認定ベンチャー（融合技術研究所）を中心に、半導体基
板検査や各種外観検査への実用化や、地域コンソーシア
ムプロジェクトでの米の品質検査や乳牛の発情・分娩予知
等、農業畜産分野への応用を展開している。

本方式の実用化においては、その他の細やかな事柄、
例えば前処理やパラメータ（相関幅）の調整が必要であり、
それらのノウハウの蓄積や自動化が今後の課題である。
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注1）当初、ギリシャ神話の百の目をもつ巨人にあやかって、
ARGUS（Adaptive Recognition for General Use System）と
呼ぶ予定であった。近年、本方式の略称にHLAC/CHLACが用
いられる向きもあるが、それは初段の特徴抽出法を指すので適
切ではない。したがって、今後はシステム/方式全体をARGUSと
呼ぶことにする。
注2）2値画像のHLACは、パーセプトロン[10]におけるN+1位ベ
クトル、それによる図形のスペクトルと密接に関係している。そこ
では、黒点（1）と白点（0）の組み合わせが考えられていて、我々
の黒点のみを考える立場は一見不十分に見えるが、実は十分で
ある。例えば■□は、f 0 = f (r) = 1 かつ f 1 = f (r+a1) = 1 とし
て、論理的に f 0 · f 1 = f 0 · (1 − f 1) = f 0 − f 0 · f 1 となり、マ
スク（No.1とNo.3）による特徴値の線形和の範囲で表される。
注3）この方式は、ニューラルネットの逆伝搬学習法[7]より以前に
提案されている[2][3]。
注4）HLAC特徴は丁度それら位相幾何的要素の個数を数えあ
げていて、次段の重回帰でそれらの係数が学習的に決定されて
いる。
注5）Minimum Distance Decision：未知入力の特徴ベクトル
からの各クラスの重心への距離を測り、最短のクラスへ識別する
方式。
注6）ヘリオスウォッチャー（KK 日立ビルシステム）
http://www.hbs.co.jp/lineup/elevator/hw_outline.html
注7）各該当語の有/無を1/0で表したベクトル。
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査読者との議論
議論1　理論と応用と産業界への展開
質問（赤松 幹之：産業技術総合研究所ヒューマンライフテクノロ
ジー研究部門）

ARGUS はしっかりとした理論に裏打ちされた手法であること
から幅広く応用できた技術であると理解しています。こういった
理論をベースにした研究のシンセシオロジーの論文として、理
論ベースの研究のポイントや難しさ等を書いていただけませんで
しょうか。また、種々の応用をしてみて、およそ理論どおりだっ
たのか、理論どおりいかなくて苦労したことはなかったのか等も
記載していただけませんでしょうか。もし、前者のとおりだった
のでしたら、なぜこの理論はうまくいったのか等を書いていただ
くと読者の大いなる参考になると思います。

回答（大津 展之）
可能な範囲で対応いたしました。

議論2　要素技術の選択
質問（上田 完次：産業技術総合研究所）

この論文は、理論をベースとした技術の実問題への適用という
第 2 種基礎研究であり、これまでにシンセシオロジーには掲載さ
れていなかったタイプの研究の論文です。理論をベースとした構
成的研究における要素技術の選択についてお伺いします。

実用化目標を達成するための構成要素をどのようにして選択し
たのでしょうか。既状態から演繹的に導かれる構成要素だけなの
か、仮説的な構成要素があるのか等の説明をお願いします。

質問（赤松 幹之）
3.1 節において、R1 から R3 の要請条件を満たすシステムとして

適応学習型汎用画像認識システムを開発したとあり、位置不変性
を満たす特徴量を抽出する技術として、HLAC と CHLAC を採用
したと述べられています。これを採用したプロセスにおいて、他
にも候補となった技術があると思いますので、それらの技術と比
較して HLAC が優れていると判断した論拠を書いていただけませ
んでしょうか。

また、ここにおいて HLAC を採用した理由として書かれている
のは、パターンは局在していて局所的な相対関係が本質的である
という点です。局所の特徴だけを見ることと位置不変との関係等、
専門外の読者にすぐに理解してもらえるかは分からないので、少
し追記していただければと思います。

回答（大津 展之）
認識システムでは対象パターンからの特徴抽出が性能を決める

重要な構成要素となり、これまでアドホック （いわば仮説的、試
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行錯誤的）に種々選択されていたのに対して、理論的な基礎から
幾何学的不変特徴抽出と統計的判別特徴抽出の 2 段階構成の枠組
みを与え、実用化目標を達成するための基本要請 3 条件を満たす
それらの具体的な構成要素として、高次局所自己相関と多変量解
析を採択しました。その意味では、理論から演繹的に導かれた構
成要素ともいえますし、理論と条件を満たす仮説的しかし本質的
な構成要素ともいえます。

基本要請条件（特に R1 と R2）を同時に満たす特徴、しかもモ
デルベースではない汎用的な特徴としては、実は他にはあまり考
えられません。

ご指摘のように、局所の特徴だけを見ているので位置不変とな
るわけではありません。むしろ、「相対的」な関係を自己相関とし
て抽出するので位置不変となるわけです。

紙面の都合とも合わせて可能な範囲で説明を補足致しました。

議論3　視覚システムの要件
質問（赤松 幹之）

視覚システムに要請される基本的な条件として、「R1：位置不
変性、R2：画面加法性、R3：適応学習性を掲げた」とありますが、
これらを掲げた論拠が明記されていませんので、これらの技術開
発を選択したシナリオを書いていただけませんでしょうか。幾何
学的不変性についても、例えば大きさに対する不変性、傾きに対
する不変性、特徴間の位置関係の不変性等、他にも考えられると
思います。また、不変特徴抽出において、幾何学的な変換に不変
な特徴値が得られる汎関数を追求するとありますが、これは視覚
システムを対象としていることから幾何学的な不変性が本質的に
重要な性質になると理解してよろしいでしょうか。

また、画面加法性については、重なりがある場合には加法性が
満たされないことになると思いますが、主に処理時間の観点から
の選択でしょうか。

回答（大津 展之）
ここでの位置不変性とは、平行移動不変性のことです。「カメラ

と対象物の距離があまり変化しない」という意味ではなく、むし
ろカメラの向きの変化により対象物が画面枠内での平行移動とし
て幾何学的な変換を受けて位置が変わりますが、そのような基本
的な平行移動変換に不変な特徴が認識に本質的ということです。
もちろんご指摘のように、他にもそのような不変変換としては大
小（スケール）変換や回転等も考えられますが、平行移動（位置）
不変性が最も基本的ということです。少し加筆して誤解のないよ
うにいたしました。幾何学的変換に不変な特徴（汎関数）を追求
する不変特徴抽出理論は、視覚に限定されるものではなく音声信
号等も含めて、パターン一般にいえる普遍な理論です。

画面加法性は、重なりがある場合には、ご指摘のように厳密に
は成り立ちませんが、その場合も含めて、あえて要請しておくこ
とが重要との主張です。これは、ご指摘のように、処理時間の観
点からでもありますが、特徴表現が認識（特に計数）にとって都
合の良い表現（線形）となり、後の処理が簡単になるための要請
条件です。少し説明を補足いたしました。

議論4　適応学習の意味
質問（上田 完次）
“適応学習”という言葉の用法はいくつかありえますが、この論

文での意味を明確にしていただけないでしょうか。

回答（大津 展之）
そもそも、パターン認識では事前に必要な情報は完備されてい

ません。有限個の例が学習サンプルとして与えられるのみで、そ

れに基づき未知サンプル（出来れば無限個）の認識を行います。
ご指摘のように、確かに“適応学習”は用語的に多義性があります。
まずパターン認識として、認識対象を限定しても、パターンの変
動に対する適応ということがあります。これは特徴抽出と学習プ
ロセスに関わるものです。また、この論文でいう適応学習は、さ
らにメタに、認識課題に対する適応学習という意味でも使ってい
ます。モデルベースの学習ですと課題（タスク）が代わるとモデ
ルの入れ替えが必要なのに対して、この方式ではモデルを一切必
要とせず構成要素もそのままで、後段の統計的な特徴抽出である
多変量解析手法において、例からの学習によって最適に（重みが）
構成され課題に適応します。このあたりは、少し分かり易く加筆
いたしました。

議論5　パターン認識の正答率
質問（上田 完次）

正答率が 100 パーセントにならないのはなぜでしょうか。ある
いは、どのような場合に 100 パーセントとなりうるのでしょうか。
これまでの研究、他の研究者に比べて優れた結果が得られたとい
うことは十分に評価した上で、シンセシオロジー論文としての議
論を深めるための質問です。

回答（大津 展之）
実世界のパターン、例えば音声の「a/i」や画像の「犬 / 猫」

は、多様な変形やノイズを持ち、そこからの特徴（観測）値、例
えば周波数や色は一般には確率統計的に分布して、概念は判別的
としても裾野は限りなく接近して重複もします。したがって、学
習サンプルに対しても正答率 100 パーセントにならないのが普通
です。もちろん、有効な特徴を数多く抽出して統合すればするほ
ど漸近的に 100 パーセントに近づきますが、コストの点で有限個
の特徴抽出に押さえるのが現実的です。費用対効果の問題です。

もちろん、簡単な識別問題では 100 パーセントの正当率になり
うる場合はあります。例えば 100 円玉と 10 円玉の識別では、それ
らの特徴値（例えば直径や重さ）は、およそ確定的で異なるので、
自動販売機が実用化されているわけです（たまに誤認識もあるよ
うですが）。この論文では、より困難で高度な認識問題への汎用的
なアプローチの方式を示しています。

議論6　応用事例
質問（赤松 幹之）

第 4 章に応用事例が 9 例述べられていますが、これによって汎
用システムであることを主張していると理解します。しかし、こ
れらの例において、共通に使われているのは HLAC と CHLAC で
あり、多変量データ解析による判別特徴抽出には、因子分析、重
回帰分析、判別分析、kNN 識別、主成分分析、AR モデル、正準
相関分析等、異なる手法が使われています。それぞれの課題に対
してどの手法を使うのが最適なのか等、一部には説明があります
が、タスクに応じた手法の使い分けの基本的な考え方または理論
について整理された記述があることを期待します。これによって、
読者が持っている課題を解決するためには、どの手法を適用すれ
ば良いかといった読者の理解が進むと思います。

回答（大津 展之）
ご指摘のように、HLAC/CHLAC 特徴を基本初期特徴（不変特

徴）として、タスクに応じたそれらの最適統合化法（線形重み和）
として種々の多変量解析を用いています。多変量解析に不案内な
読者の理解のためには、ご指摘のような配慮も必要と思われます
ので、紙面の都合から割愛しておりました対応表をつけることに
しました。
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1　コンテンツ技術としてのヒューマノイドロボット
ヒューマノイドロボット（人間型ロボット）は、人間を模し

て作られた人工物が人間のように動くことのおもしろさや、
様 な々ことを人間と同様に行ってくれることへの期待、フィ
クションの中で活躍してきたイメージ等から、ロボットの中
でも特に多くの人々の興味を惹きつける魅力をもっている。
この魅力を原動力として、実際に多くのヒューマノイドが開
発されてきた。特に 1996 年にホンダが等身大で安定な二
足歩行が可能なヒューマノイドであるP2[1]を発表して以来、
ヒューマノイドの開発が活発になり、それらの一般向けのメ
ディア・イベント等における露出も増えてきた。その結果、
ヒューマノイドの実用化に対する期待も高まりつつある。

人々が実用化を期待するロボットの応用として、ロボット

に人間の生活を支援する様々な作業を行ってもらうことが
あり、ヒューマノイドについてもこの期待に応えるための研
究が進められている [2][3]。人間の生活環境の中で自由に移
動し、人間も使う様 な々道具や機器をそのまま使うことを目
標とすると、人間と同様の身体を持つことが合理的である
と考えられるのである。ただし、人々がロボットに期待す
る移動や作業の能力と現在のロボットの技術水準との乖

か い り

離
は非常に大きく、この方向での実用化のめどはついていな
いのが現状である。

一方で、人々に見せたり聞かせたりすることを目的として
ロボットに何らかの振る舞いを行わせることも、ヒューマノ
イドの実用化に向けた応用として大きな可能性を秘めてい
る。具体的にどのような振る舞いをどのように利用するかと

中岡 慎一郎＊、三浦 郁奈子、森澤 光晴、金広 文男、金子 健二、梶田 秀司、横井 一仁

ヒューマノイドロボットは人間と同様に多様な振る舞いを表現する能力を秘めていることが大きな特徴であり、これをコンテンツ技術と
して利用することが期待できる。この利用法を実用的にするための技術的課題をロボットハードウエア、動作表現支援、音声表現支援、
統合インタフェースの観点から考察し、それらの課題を解決する技術の開発と統合を行った。その結果人間にとても近い外観を有する
二足歩行ヒューマノイドロボットHRP-4Cと、その動作をCGキャラクタと同様に振り付け可能な統合ソフトウエアChoreonoidを実現し
た。また、これらを用いたコンテンツ制作実験により、ヒューマノイドロボットのコンテンツ技術としての可能性を検証した。
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いうことについては様々なことが考えられるが、技術的な
観点で見ると、それらの多くは「コンテンツ技術」という
枠組みでとらえることが可能である。ここで「コンテンツ」
とは、それに向き合う観衆・視聴者・消費者に何らかの価
値をもたらすひとまとまりの情報や体験を意味している。そ
して、ヒューマノイドをコンテンツのキャストとして活用でき
るとすれば、それはコンテンツの表現や運用を支援する「コ
ンテンツ技術」であると言えるのである。

ヒューマノイドはこのようなコンテンツ技術としての魅力を
潜在的に備えている。そもそも、冒頭で述べた「人々の興
味を惹く魅力」は、コンテンツとしての価値に直結するもの
である。また、ロボットというものはコンピュータで制御さ
れる機械であり、様 な々情報技術と融合させたり、特殊な
身体機能を実装することも含めて、コンテンツの作成・表現・
運用において生身の人間ではできないことも可能となる。そ
して、人々が求めるコンテンツの多くは人間を対象とするも
のであるため、ヒューマノイドは他の形態のロボットと比べ
て、より一般的なジャンルのコンテンツに対応可能であると
考えられる。

以上の特徴は、コンピュータグラフィックス（CG）のキャ
ラクタアニメーションと重なる部分もある。実際、CG キャ
ラクタは様々なかたちで活用され、コンテンツ技術として欠
かせない存在となりつつある。その上で、ロボットは実世
界における実体をもつという点が CG キャラクタとは大きく
異なる。これにより、CG キャラクタでは実現不可能なリア
リティや臨場感、物理的インタラクション等の表現が可能
となってくる。

私達は、そのようなコンテンツ技術としての利用こそが、
ヒューマノイドの特性を最大限に活かすことが可能な価値
ある応用として、まず実用化を目指すべきであると考えてい
る。これにより、CG やコンピュータミュージック、ゲーム
機等のデジタルコンテンツ技術が成してきたように、新たな
価値をもつコンテンツを創出し、それらコンテンツと関連技
術にかかわる産業を活性化していくことが期待できるので
ある。また、この応用によってヒューマノイドが広く利用さ
れるようになれば、ヒューマノイドへの継続的な投資も期待
でき、先に述べた生活支援等の他の応用の発展にもつな
がっていくと思われる。

2　研究の目的と課題
ヒューマノイドを用いたコンテンツと言えるものは、これ

まで全く存在していなかったというわけではない。すなわ
ち、最先端のヒューマノイドの技術デモンストレーションは、
ヒューマノイドの特定の振る舞いを観衆が見て驚いたり喜ん
だりするという点で、これに相当すると言えるのである。た

だし、それらは基本的に、ロボットの開発者が手掛けてき
たものであり、内容的にもロボットの技術に焦点をおくもの
であった。また、これによって十分な収益を得るだけの価
値や広がりを実現できているわけではなかった。

これに対して、本来コンテンツの作り手となるべきなの
は、コンテンツ創作の専門家である「クリエイター」と総称
される人々である。そして、様 な々分野のクリエイターが自
ら手掛けるコンテンツにヒューマノイドを取り込み、そこで
ロボット技術という範疇にとどまらない内容を表現するよう
になることが、私達の目指す「ヒューマノイドのコンテンツ
技術化」である。これが達成されなければヒューマノイド
が広く利用されることは無いであろうことは、既存のコンテ
ンツ技術の状況からも明らかである。しかし、十分な表現
能力とそれを利用可能とする手段があるかという点で、従
来のヒューマノイドとその周辺技術はクリエイターにとって
現実的ではなかったのである。

本研究の目的は、この状況を改善するにあたって基盤と
なる要素技術の開発と統合を行い、その検証を行いながら
ヒューマノイドをコンテンツ技術として産業化する道筋をつ
けることにある。この取り組みの概要を図 1 に示す。

私達はこの取り組みにおいて、まず以下の技術的な課題
を解決することを目標とした。
ロボットハードウエア

従来にない表現能力をもつハードウエアとして、全身に
渡って人間に近い外観を有する等身大の二足歩行ヒューマ
ノイドを開発する。
動作表現支援技術

多様な動作の表現を作成する手段として、CG キャラクタ
のキーフレームアニメーションと同様の操作による二足歩行
ヒューマノイドの全身動作の振り付けを可能とする。

図 1　研究の概要

人型ロボットを活用した
多様なコンテンツの開拓

クリエイター
（コンテンツ創作の専門家）

リップシンク
生成システム

音声 /歌声
合成システム

音声表現支援技術統合インタフェース

統合インタフェース
開発フレームワーク

ロボットへの適用

CGキャラクタ
キーフレーム
アニメーション

動力学
シュミレータ

全身動作振り付け
システム

動作表現支援技術

歩行安定化
制御

等身大
二足歩行

人に近い
外観

表現能力の高い人間型ロボット
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音声表現支援技術
音声合成技術と連携し、口元の動きも伴う発話や歌唱の

多様な表現を容易に作成可能とする。
統合インタフェース

以上の技術と既存の情報技術・コンテンツ技術を統合的
に扱うことが可能なソフトウエアインタフェースを開発する。

これらを解決するためには、図 1 に示すような様々な要
素技術の開発、選択、および統合を総合的に行うことが必
要となる。

また、これらの技術的課題を乗り越えた上で、それらを
用いて一般のクリエイターが創作した表現が、これまでにな
い新しいコンテンツとして認識されるかどうかを検証するこ
とも、本研究の重要な課題である。私達が構築する技術
基盤とクリエイターのアイディアやスキルが組み合わさること
により、ヒューマノイドを活用した多様なコンテンツが開拓
されていくというのが、私達の期待するシナリオである。

以下では、各技術的課題について、その設定に至った
背景と解決に向けて実際に開発や統合を行った技術の内
容を解説し、その後技術の検証に向けた取り組みと今後の
展望について述べる。

3　ロボットハードウエア
3.1　ロボットの形態・外観における課題

従来のヒューマノイドの多くは、「人間型」を名乗りなが
らも、その形態や外観は一目見てロボットと分かるものが
ほとんどであった。それらは「ロボットらしい形態や外観」
を意図的に表現するコンテンツにおいては有用なものであ
るが、そのようなコンテンツは人々が接するコンテンツ全体
の一部のジャンルであると言える。これに対して、人間に
十分近い形態と外観をもち、人間と同様の表現能力をもつ
ロボットが加われば、多くのジャンルのコンテンツにおいて
ロボット利用の可能性が高まると考えられる。

以上を考慮して、ロボットハードウエアについては、以下
の要件を満たすことを課題として設定した。
（1）等身大で自立二足歩行を安定に行えること
（2）全身にわたって人間に近い外観を有すること
要件（1）を満たすためには高度な技術が必要であり、

ヒューマノイド全体の中ではこれを満たさないものも多い。
その例として、スタンドや車輪で支持されるものや、体外
の装置とケーブル等で繋がれているもの、小型のもの等が
挙げられる。しかし、それらのロボットは全身動作やスケー
ル感において人間と同様の表現能力をもつとは言えないも
のであるが、近年の研究の成果により、要件（1）を満た
すロボットも多くのロボット開発機関によって開発されてき
た [1][4]-[9]。しかし、それらのロボットの外観はいずれも「ロ

ボットらしい」ものであり、要件（2）を満たすものではな
かった。その例として、私達の研究グループが開発にかか
わってきた従来の二足歩行ヒューマノイドの外観を図 2 に
示す。リアルな頭部を搭載した二足歩行ヒューマノイドであ
る“Albert HUBO”[12] も開発されているが、これも頭部以
外は従来と同様の外観であった。逆に、要件（2）のみに
着目すれば、一見して人間と見間違うほど人間に近い外観
をもつロボットも開発されている [13][14] ものの、それらのロ
ボットは基本的に上半身のみが動くものであり、要件（1）
を満たしていない。したがって、両技術を一つのロボット
へ統合することができれば、この課題が達成されたことに
なる。

要件（1）を満たすロボットがロボットらしい外観をもつ
理由は、意図的にそのようにデザインしたというだけでな
く、胴体や四肢、関節の大きさや形状に関する機構上の制
約によるところも大きい。また、要件（2）を満たす従来の
ロボットでは、人間に近い外観に見合う多数の関節を高速
に動作させるため、その駆動装置はロボット体外に置かれ
ていた。両要件を同時に満たすために、人間と同様のスリ
ムな身体に自立二足歩行が可能な機構を組み込み、その
上に人間に近い外観を統合していくことは、技術的にも難
しい課題なのである。

なお、ディズニーランドの“Audio-Animatoronics”と呼
ばれるものをはじめとする機械仕掛けの人形は、ある意味
コンテンツ技術として実用化されたヒューマノイドと言えるか
もしれない。しかしそれらは要件（1）を満たさないばかり
でなく、特定の場所に設置され特定の動作を行うよう限定
されたものであり、そこから切り離して利用できるだけの汎
用性や魅力を備えたものではない。したがって、これは私
達が目指す「コンテンツ技術」とは異なるものである。
3.2　サイバネティックヒューマンHRP-4Cの開発

私達はこの課題の解決に取り組み、その結果として、
図 3 に示す「サイバネティックヒューマン注 1HRP-4C」[15][16]

図 2　従来の二足歩行人間型ロボット
左から、HRP-2[6]、HRP-3P[10]、HRP-3[11]。

HRP-2　　　　　　　　　　　　HRP-3P　　　　　　　　　　　HRP-3
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の開発に成功した。図 3 からも分かるように、HRP-4C
は全身に渡って人間に近い外観を実現した等身大（身長
158cm）のヒューマノイドである。さらに、HRP-4C は動
作に必要な機構をすべて体内に備えており、二足歩行を行
うための機構も備えた自立型のロボットである。その身体
のサイズや形状は日本人青年女性の平均体型に近いものと
しており、従来の二足歩行ヒューマノイドと比較して格段に
スリムな体型を実現している。総重量は 47 kg 注 2 となって
いる。

関節は頭部に 8、首に 3、各腕に 6、各手に 2、腰に 3、
各脚に 7 の自由度を備えており、総自由度は 44 となってい
る。頭部の 8 自由度により、表情の変化、視線の移動、
発声に伴う口元の動き等も表現可能である。また、腰部位
の 3 自由度により、しなやかな胴体の動きも可能になる。
これらにより、動きの面でも従来以上に人間に近い表現能
力を秘めていると言える。

先に述べたように、このようなハードウエアを実現するこ
とは技術的にも難しい課題であった。HRP-4C の開発にあ
たっては、HRP-2[6] や HRP-3[11] の開発で培ってきた設計
技術の上に、小型分散モータードライバを組み合わせた分
散制御システムや、新規開発の足首関節駆動機構等を導入
し、可搬重量を軽減した設計によってアクチュエータやバッ
テリーの小型軽量化も図った。これらを結集した総合的な
取り組みの結果として機構や電装システムの小型軽量化を
達成し、課題を解決することができた。
3.3　歩行安定化制御システムの改良

HRP-4C は足に関しても人間に近い形体を実現するた
め、図 4 に示すように、従来の二足歩行ロボットと比べて
その足裏は小さく、足首中心もより踵方向に近づけた設計
となっている。二足歩行ロボットでは、足裏の圧力中心の
位置（ZMP）が足裏のエッジにくると、そのエッジ回りに
転倒してしまう [17]。このため、足裏と床との間の圧力中心
点（ZMP）を精度よく足裏の内部に制御することが、転倒

を避けるために必要となるが、足裏の面積が小さいほどこ
の制御は難しくなる。これについては、二足歩行の不整地
対応能力を高める基礎研究として私達が取り組んできた、
線形倒立振子トラッキング制御に基づく新しい歩行安定化
制御システム [18] を導入することによって、十分な安定性を
確保することに成功した。

4　動作表現支援技術
4.1　動きの振り付けにおける課題

ロボットの形態や外観に加えて、その身体の動きも当然
のことながらコンテンツにおいて重要な表現要素となる。
これに関してコンテンツ技術としてまず基本となる機能は、
コンテンツ制作者が定めた一連の動きをロボットが行うこと
であろう。

問題は、その動きをいかなる手段でロボットに振り付け
るかにある。本研究が対象とする等身大の二足歩行ロボッ
トにおいては、動作の振り付けの手段として、特定の動作
を生成するプログラムを個別に開発したり、あらかじめ用意
された基本動作に対応するコマンドを記述するといった手
段がこれまで一般的であった。しかし、それらは専門技術
を要する非直感的な作業である上、結果も単調な動きに陥
りがちである。これに代わるものとして、多様な動きを思い
どおりに振り付けるための分かりやすくて効率的な手段の
提供が望まれるのである。

ここで再度着目したいのが、CG キャラクタアニメーショ
ンの技術である。人間を模した身体モデルに望みの動きを
振り付けるという点では、ヒューマノイドも CG キャラクタも
やるべきことは同じである。そして、CG キャラクタアニメー
ションは、長年にわたって多くの映像コンテンツにおいて利
用されてきた実用的な技術である。したがって、CG キャラ
クタと同様の感覚でヒューマノイドの振り付けをできるよう
にすることは、ヒューマノイドのコンテンツ技術としての実
用性を現実的なものにするための課題として妥当である。

図 3　サイバネティックヒューマンHRP-4C
愛称は「未夢（ミーム）」

図 4　HRP-4CとHRP-2 の左足裏の大きさと足首中心位置
比較のため、右図の HRP-2 の足裏においては HRP-4C の足裏も点
線で重ねてある。

単位：mm
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CG アニメーションにおいて最も基本となる手法は、「キー
フレームアニメーション」と呼ばれる手法である。ここで「フ
レーム」とはアニメーションにおいて秒間数十コマで切り
替わっていく時系列の各画像を意味している。この手法で
は、キーフレームとして選んだいくつかのフレームにおける
キャラクタの姿勢（キーポーズ）を与えると、残りのフレー
ムに対してキーポーズ間を補間した姿勢が自動で生成さ
れ、その結果がキャラクタの動きとなる。これにより、無
駄な作業は省きつつも、キャラクタに対して直接詳細な動
きを振り付けていくことが可能であり、動きの素になる姿
勢を与えていくという操作も直感的で分かり易い。

この手法のロボットへの適用を目指したソフトウエアシス
テムは以前より開発されてきたものの、それらはいずれも「二
足歩行型」のロボットに対しては不完全なものであった。

そもそも多くのシステムでは、キーポーズから動きを生成
する処理において、実世界におけるロボットと床との間の
物理的な挙動を考慮していない。その場合、自脚でバラン
スをとって支持することに関して物理的に無理のある動きと
なってしまい、それをロボットで実行しようとすると容易に
転倒に至ってしまうのである。ここがロボットと CG キャラ
クタで大きく異なる点である。そのようなシステムでも、ロ
ボットが小型軽量で相対的な足裏サイズも大きい場合は、
転倒せずにバランスを維持できる領域も広くなるため、キー
ポーズの調整次第では転倒しない動きになることもある。
このことにより、それらのシステムは主にホビーロボットの
分野で限定的に用いられてきたが、私達の目的に対しては
全く現実的ではない。

ロボットと床との間の物理的な挙動を考慮した唯一のシ
ステムとして、“SDR Motion Creating System”[19] があり、
このシステムを用いて身長 58 cm の小型二足歩行ヒューマ
ノイド QRIO[20] の全身を使った様々な動作が実現されてい
た。ただし、このシステムにおいてキーポーズから動きを作
れるのは上半身のみであり、下半身についてはシステムの
提供する特定のコマンドとそのパラメータによって動きを設
定するようになっている。この場合、下半身の動きはコマン
ドで表現できるものに限定されてしまうし、全身の動きを
作成する作業はより複雑になってしまう。逆に、そのように
しなければ安定な動作を作れなかったところに、この問題
の難しさがある。

以上のように、等身大二足歩行ヒューマノイドの全身動
作をキーフレームアニメーションと同様に作成可能なシステ
ムはこれまで存在しなかった。私達はそのようなシステムこ
そがヒューマノイドの動作表現のための基盤となる技術で
あると考え、キーフレームアニメーション技術と二足歩行ロ
ボット技術の統合によりこれを実現することを課題として設

定した。
4.2　全身動作振り付けシステムの開発

私達は、上で述べた課題を解決する技術として、二足歩
行ヒューマノイドのための全身動作振り付けシステムの開発
に成功した [21]。このシステムのインタフェースとそれを用い
て作成した動作の例を図 5 に示す。

本システムのインタフェースは、上半身と下半身を分ける
ことなく全身に対して統一されたものとなっている。ユー
ザーは図 5 の中段に示すようなキーポーズをロボットの CG
モデルに設定していけばよく、その結果は自脚でバランスを
とって支持することに関して安定な動作となる。後は自己干
渉や関節角速度のリミット超過が無ければ（それらが発生
した際の修正はユーザーに委ねる仕様としている）、ロボッ
ト実機で転倒せずに実行することが可能である。

これを実現するため、私達はこれまでにないインタフェー
ス設計を考案した。その大きな特徴は、各キーポーズにお
ける腰の水平位置を、ロボットがバランスをとれるようにシ
ステムが決定するところにある。この決定はユーザーがキー
ポーズの入力や修正を行う度に瞬時に行われ、その結果は
キーポーズにおける腰位置の補正というかたちでその場で
ユーザーに提示される。そして、キーポーズ間の補間もバ
ランスのとれた動きとなるよう行われる。これは逆に言え
ば、初めからバランスのとれた動きしか振り付けできない
ということである。これを実現しながらも、ユーザーの行
う操作自体は通常のキーフレームアニメーションと同様なた
め、まさに CG キャラクタと同様の感覚で、ロボットに振り
付けを行っていくことが可能となるのである。なお、床に
対するロボットの体重のかけ方を、足裏と床との間の圧力

0.0［s］ 2.3［s］ 3.1［s］1.7［s］ 4.1［s］ 6.0［s］ 6.7［s］4.8［s］

図 5　全身動作振り付けシステムの動作編集画面と作成した動
作（キーポーズ）の例
この例では 8 パターンのキーポーズを与えることにより、ポーズをとり
ながら一歩踏み出してキックする約 7 秒の動作を作成することができ
ている。
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中心点（ZMP）としてキーポーズに対して明示的に指定す
ることで、バランスのとれる範囲内で腰の水平動作を望み
に近づけることも可能である。

このような設計は自明ではなく、この考案に至ったことは
課題の克服にあたって重要な成果である。さらに、この設
計を実装することも難しい課題であった。ユーザーにシン
プルなインタフェースを提供するその裏で、システムは足裏
接地状態の検出、目標 ZMP 遷移、補間空間遷移、補助キー
ポーズの追加、目標ZMPに適合する重心軌道の計算といっ
た多くの複雑な処理を統合的に行う必要があり、さらにそ
れが高速に動作する必要があるからである。

このような実装上の課題を克服するにあたっては、私達
が中心となって開発してきたロボット用動力学シミュレータ
“OpenHRP3”[22] の技術も大いに活用することができた。
シミュレータにおいて実装されているロボティクスに関する
各種計算処理は、実行速度や精度の面で実用的なシミュ
レーションに耐えるよう開発が進められてきたものであり、
本システムの実装においても有用なものであった。また、
OpenHRP3のために私達が開発した動力学シミュレーショ
ン手法 [23] は、二足歩行ロボットの床上での挙動を精度よく
検証できるものである。これを本システムにも組み込むこと
により、実装の妥当性をシステム上で直接検証できるよう
になり、開発の効率を高めることができた。

本システムは HRP-4C に対しても有効であることを確認
できている。作成された全身動作は、3.3 節で述べた歩行
安定化制御システム [18] と組み合わせることにより、図 5 の
例のように実際に HRP-4C の実機でも安定に実行可能で
ある。HRP-4C のように足裏の小さい等身大ヒューマノイド
でこのような複雑な動作を思いどおりに構築できることは、
画期的な成果である。また、図 6 に示すような顔の表情変
化も作成可能である [24]。本システムでは、頭部に対する操
作結果をリアルタイムで実機に反映させることも可能として
おり、これを用いることで、CG による完全な再現が難しい
実機の微妙な表情の変化も、効率的に作り込むことが可能
となっている。このように、本システムによって HRP-4C の
動きの表現能力を引き出すことが可能となるのである。

4.3　モーションキャプチャを用いる手法
CGキャラクタアニメーションにおいては、実際に人が行っ

た動作をモーションキャプチャを用いて取り込む方式も広く
用いられている。そして、キャプチャした人の全身動作を
二足歩行ヒューマノイドの全身動作に適用する手法が中岡
ら [25] によって開発されており、これを用いて HRP-2[6] によ
る会津磐梯山踊りも実現されている。

この手法と本研究で開発した手法とを比較すると、人の
動作を再現することに関しては、当然ながら前者が適して
いる。ただし、中岡らの手法の制約やロボットの動作能
力の限界により、現状では人の動作を再現仕切れないこと
も多いことには注意が必要である。一方で、ロボットなら
ではの動きを表現したり、ロボットの動作能力の限界内で
質の高い動きを作りこむことに関しては、初めからロボット
に対して直接振り付けを行っていく後者の手法が適してい
る。さらに、前者は専用の機材やスタジオに加えて望みの
動作を行うスキルをもつ演者も必要とするが、後者はそれ
らを必要とせず一般的な PC 上で利用可能なため、より手
軽に利用可能となっている。

以上の特徴を考慮すると、ヒューマノイドを用いた新たな
コンテンツの創造とその利用の拡大という目的に対しては
本研究の手法がより基本となるものであり、今回の成果に
よりこれを初めて実現したことには大きな意味がある。一
方で、モーションキャプチャを用いる手法も有用なものであ
り、両者を統合的に使えるようにすることが今後の課題で
ある。

5　音声表現支援技術
ロボットの発する音声もコンテンツにおいて重要な表現

要素となる。発声の形態については、人間の声帯を模した
発声機構の研究もされているが [26]、これは肺に相当する部
分も有する大きな機構となっており、現状では HRP-4C の
ようなヒューマノイドに搭載できるものではない。したがっ
て、発声の形態としては適当な音声ソースをスピーカーから
出力するのが妥当である。この場合、ロボットが発声して
いるように見せるためには、音声ソースに合わせてロボット
の口元が動くこと（リップシンク）が必要である。また、音
声ソースを得る手法としては、人間の声を取り込む手法と音
声合成技術を用いる手法が考えられる。両者の特徴の差
異は、4.3 節で述べた動きの作成に関する二つの手法の差
異と同様であり、その意味では、音声合成を用いる方が私
達の目的に対してより基本となる手法だと言える。

以上の考察から、音声表現に関しては、音声合成技術と
連携し口元の動きも伴う多様な話し方や歌唱の表現を容易
に作成可能とすることが課題となる。

(a) 微笑み (b) 驚き (c) 怒り

図 6　表情の作成例
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この課題に対して、私達はヤマハ株式会社と共同で、同
社の歌声合成技術“VOCALOID”[27] を HRP-4C の音声
表現に用いるシステムを開発した [28]。VOCALOID は歌声
の合成用に開発され、人間の歌唱に近い音声が実現可能
な音声合成技術である。さらに、この技術をイントネーショ
ンの豊かな自然な話し方の生成に応用した“VOCALOID-
flex”技術も利用可能となっており、多様な音声表現が可
能である。このシステムは VOCALOID の音声データから
ロボットのリップシンクを自動で生成する機能を実現してお
り、これを用いることでロボットの自然な発話や歌唱の振
る舞いを容易に作成可能となっている。

6　統合インタフェース
4.2 節で述べた全身動作振り付けシステムの実装にあ

たっては、キーポーズ処理の本質的な部分に加えて、各種
データの管理、3D モデルの表示や操作、キーポーズの時
系列表示、動力学シミュレーションをはじめとする多様な
機能を連携可能なかたちで実装することが必要である。ま
た、ロボットの総合的な表現を作成しそれをロボット実機
で提示するためには、振り付けシステムと音声表現支援技
術、およびロボットハードウエアも連携させ、それをユーザー
にとって分かりやすく使いやすいかたちで提供しなければ
ならない。さらに、既存のものや今後開発されるものも含
めて、ロボットの表現において有用な情報技術・メディア
技術も連携して利用可能とできれば、コンテンツ技術として
の有用性をさらに高めていけると思われる。4.3 節で述べ
たモーションキャプチャ利用技術もそのような技術の例とし
て挙げられる。

私達は以上を実現するため、統合インタフェース開発の
ためのソフトウエアフレームワークである“Choreonoidフレー
ムワーク”を開発した。そしてこの上に本研究で開発・選
定した技術のインタフェースを実装し、これを統合ソフトウ
エア“Choreonoid”注 3 とした。

Choreonoid フレームワークは C++ 言語を基盤としてお
り、C や C++ で記述されたプログラムとの相性がよく、高
速な処理が必要なアルゴリズムやインタフェースも実現しや
すい。また、Model-View-Controllerと呼ばれるアーキテ
クチャとシグナル機構に基づいて設計されており、オブジェ
クト同士の独立性を高めることで保守性や拡張性を確保し
つつも、オブジェクト間の複雑な連携を行うことが可能な
設計としている [29]。これにより、プラグインとして新たな機
能の追加ができるようになっており、プラグインが既存の機
能や他のプラグインの機能と連携することも容易である。こ
のような特徴により、Choreonoid は今後コンテンツ技術と
いう枠組みも超えて、ロボット用ソフトウエアの上位層を開

発する環境として広く活用されていくことも期待できる。

7　コンテンツ制作実験
本研究においては、実際に Choreonoidと HRP-4C を用

いてコンテンツを制作し、技術の検証と改良、およびプロ
モーションを進めることが必要である。この際、本研究の
目的を考えると、私達ではなく外部のクリエイターに主体と
なってコンテンツを制作してもらうことが重要である。これ
により、実用性の検証や新たなコンテンツの開拓において
大きな効果を期待できる。

これを実現するため、東京大学 IRT 研究機構特任研
究員の石川勝氏と共同で、ダンスクリエイター／ダンサー
として著名な SAM 氏に HRP-4C を用いたエンタテインメ
ントコンテンツを制作してもらう取り組みを行った。これ
はデジタルコンテンツ EXPO（DC-EXPO）注 4 2009、DC-
EXPO2010 の支援を受けて行い、結果を同イベントにて
発表してきた。以下では Choreonoid の開発後に行われた
DC-EXPO2010 の取り組みについて紹介する。

DC-EXPO2010 では、本論文で述べた技術を総合的か
つ本格的に検証するため、図7に示すようなHRP-4Cが歌っ
て踊るコンテンツの開発に挑戦した。このコンテンツは、
HRP-4Cが SAM 氏の振り付けによるダンスを踊りながら、
日本の音楽グループ“Every Little Thing”の曲である「出
逢った頃のように」を歌う約 3 分のデモとなっている。

ダンスの動作は SAM 氏の振り付けをもとにすべて
Choreonoid を用いて制作した。振り付けにおいては事前
にロボットの動作能力を SAM 氏に伝え、その能力の範囲
内で魅力あるコンテンツとなるよう振り付けを行ってもらっ
た。実現したダンスの動作は図 8 に示すように全身を活用
した様々なポーズ・動作を盛り込んだものとなっており、ロ
ボットのダンスとしては表現の豊かさの点でこれまでに無い
ものである。演出面でも、ダンスのイメージにあったウィッ
グと衣装を HRP-4C に装着し、ステージのライティングも
趣向を凝らしたものとした。さらに、SAM 氏の振り付けは
バックダンサーとのコンビネーションを含めてデザインされ
ており、人間のバックダンサー 4 人との共演による迫力あ

図 7　HRP-4C が歌って踊るデモ
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るパフォーマンスを実現した。
歌唱についてはヤマハ株 式会社に協力を要請し、

VOCALOID による音声データとリップシンクデータの提供
を受けた。使用した VOCALOID 音源はクリプトン・フュー
チャー・メディア株式会社による CV-4Cβである。音声デー
タの作成にあたっては、中野・後藤によるVocaListener[30]

の技術を用いて注 5、原曲の歌い手である持田香織氏の歌
い方（エイベックス・トラックスより提供された持田香織氏
によるボーカルパートの音声トラック）をお手本としたチュー
ニングが行われ、人間に近い表情豊かな歌声を実現した。
リップシンクデータについては、5 章で述べた VOCALOID
連携機能を用いることで、音声データからの自動生成を行
い、効率的に作成することができた。

このダンスデモは 2010 年 10 月16 日の発表後ネットを中
心として非常に大きな反響を呼んだ。反響の大きさを示す
例として、ステージの観衆によって動画投稿サイトYouTube
に投稿されたデモの動画が、デモ発表後 10 日間で、延べ
200 万回以上の再生数と1500 件以上のコメントを獲得した
ことが挙げられる。動画のひとつはその後 YouTube 日本
語版の年間再生回数トップ 6 を獲得した。また、そのよう
なネット上の反響の直後に、海外も含む各方面から、この
デモの公演依頼や HRP-4C への共演依頼が多数寄せられ
た。これは、本研究で構築した技術を用いてクリエイター
が創作した表現が、これまでにない新しいコンテンツとし
て認識されたことを示しており、私達のシナリオの有効性
を実証するものである。

なお、今回 Choreonoid 上でのキーポーズ入力作業は筆
者のひとりが行ったが、入力に要した時間は実質 80 時間

程度であった。3 分の動作に対しては少なくない時間がか
かってしまったが、これは担当者が CG キャラクタアニメー
ション作成の経験を持っていなかったことも大きい。本来
キーポーズ入力作業も含めてプロのクリエイターによる検証
が必要なのは言うまでもなく、今後はプロの CG クリエイ
ターに直接 Choreonoid を操作してコンテンツを作成しても
らう取り組みも進めていきたいと考えている。

8　今後の展望
HRP-4C は 2009 年 3 月の発表以来、その利用に関する

依頼や提案を各方面から受け、2009 年 3 月に開催された
ファッションショー「第 8 回東京発日本ファッションウィー
ク」の「SHINMAI Creator’s Project」においてオープニン
グスピーチを務めたり、同年 7月に開催された「ユミカツラ
パリグランドコレクションイン大阪」においてウェディングド
レスのモデルを務めたり、同年 9 月に開催された「CEATEC 
JAPAN 2009」の「ヤマハ株式会社ブース」において「初音
ミク」をはじめとするVOCALOID のキャラクターに扮して
歌唱を披露するといった活動も行ってきた [31][29]。

ここで注目したいのは、このような HRP-4C に関する一
般からの依頼は、実際に何をやらせるかについて私達ロ
ボットの開発者に委ねるものに止まらず、ロボットにさせた
いことを依頼者が自ら積極的に提案するものが多くを占め
ていたということである。これは従来私達が使用してきた
HRP-2 をはじめとするロボットでは無かったことであり、こ
の意味でも 3.1 節で述べたロボットの形態と外観に関する
戦略が成功したと言えよう。

そして、本研究で開発した動作表現支援技術や音声表
現支援技術により、DC-EXPO2010 のダンスのようにヒュー
マノイドの表現能力を総合的に活用したコンテンツも作成可
能となり、HRP-4C の利用に関する様々な提案に応えてい
くことが可能となった。これをさらに実証していくため、7
章で述べたような取り組みを今後もさまざまなクリエイター
と共同で進めていくべきだと考えている。

そのような取り組みを進めながら、技術的な面でもまだ
やるべきことは多く残っている。まず二足歩行にかかわる
部分としては、現状の振り付けシステムでは滑りやジャンプ
を含むような動作や膝を伸ばしたより人らしい歩行等を作
成することができないが、これらはコンテンツの幅と質を向
上させる上で必要なものである。それぞれの動作を単体で
実現した例 [32]-[34] はあるものの、これらを組み合わせた動
作を自由に作成することは依然として難しい課題として残さ
れている。

より自然な動作を表出するための自律性の向上も課題で
ある。例えば目線の動きが自然となるよう自動化したり、あ図 8　ダンス中で実現した多様な動作・ポーズの例
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る姿勢を維持する際にも完全に静止するのではなく、微妙
なゆらぎを自動生成すること等が考えられる。

そして、ロボット技術全体にかかわる部分でも、まだ改
善が必要である。コンテンツによってはロボットが周囲の環
境に適応的に動作しなければならないので、環境認識や
それに基づく動作計画、あるいは人間とのインタラクション
にかかわる研究成果を活かすことができる。また、小道具
を扱うコンテンツにおいては、マニピュレーション能力も必
要になってくる。

以上のようなロボットの各種技術は段階的にコンテンツ
へ取り入れながら発展させていけばよい。したがって、
ヒューマノイドを用いたコンテンツを開拓していく取り組み
は、ロボットの技術を総合的に発展させそれを産業に展開
していく場としても有効である。その結果ロボットの能力が
高まっていけば、生活支援も含めて、コンテンツ技術という
枠を超えたヒューマノイドの実用化も視野に入ってくると期
待できる。

以上を踏まえながら、今後もコンテンツ技術としての
ヒューマノイドの発展に向けた研究開発を進めていく予定
である。
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査読者との議論
議論1　構成学としての全体構成
コメント（持丸 正明：産業技術総合研究所デジタルヒューマン工学研
究センター）

【構成学としての論文構成】
構成学としては、等身大のリアルなヒューマノイド（ハードウエアと

してのプラットフォーム）、運動表現支援技術（全身動作生成＋動力
学シミュレータ）、歌唱表現支援技術（音声合成技術＋リップシンク
技術）の三つの要素技術を統合し、それによって産み出された表現
が、これまでにない新しいメディアコンテンツとして認識されるかどう
かを検証した、という枠組みになると理解しました。構成学の論文と
して、この位置付けを明瞭化して、それに沿って章立てを考える方が
良いと思います。

コメント（小林 直人：早稲田大学研究戦略センター）
【構成学としての全体像が掴める図】

要素技術として、「サイバネティックヒューマン“HRP-4C”の完成」、
「全身動作作成ソフトウエア“Choreonoid”の生成」、「顔動作生成
機能の実現」「動力学シミュレータの開発と活用」等が極めて重要な
ものであり、これらを統合することにより、最終目標を達成できたと
認識しました。ここで各要素技術を一つのブロックとして表現し、要
素技術ブロック同士の関係やそれらをどう組み合わせ構成して最終目
標に近づけたかを一つの図で表現すると読者の理解が高まると思わ
れます。「構成学」としての学の観点からも非常に重要です。

【統合における技術的困難性の記述】
またその際、統合に向けて乗り越えるべき大きな困難があったとし

たらそれが何であったかを記述されるとよいと思います。
【統合から要素技術へのフィードバック】

さらに統合に向けて、個々の要素技術の修正や改善までフィード
バックをする必要があったかと思いますが、もしそのような分かり易
いフィードバックの例があると、読者の参考になりますので例示をし
ていただけるとよいと思います。

回答（中岡 慎一郎）
【構成学としての論文構成】

コメントを参考にして、記述を改めました。章の構成については、
まず 2 章で本研究の目的と課題となる四つの技術領域について簡潔
にまとめた上で、課題の詳細とそれに対する取り組みは四つの技術
領域ごとに章をまとめて記述する構成としました。その上で、【構成学
としての全体像が掴める図】として、本研究の概要を表す図 1を追
加しました。

【統合における技術的困難性の記述】
「ロボットハードウエア」「動作表現支援技術」「音声表現支援技術」

「統合インタフェース」を構成要素とする大きな枠組みでは、それら
の必要な要素を検討して総合的に作り上げるところに困難性がありま
した。一方で、ロボットハードウエアと動作表現支援技術のそれぞれ
の枠組みでは、「人に近い外観」と「二足歩行」を「統合」すること
の困難や、「CG のキーフレームアニメーション」と「二足歩行ロボット
の安定な動作の作成」を統合することの困難がありました。これら
の困難性の記述をそれぞれの章に含めました。

【統合から要素技術へのフィードバック】
確かにそのような事例がありました。特に、歩行安定化制御システ

ムに改良が必要になったので、3.3 節にて詳しく述べました。

議論2　ヒューマノイドのコンテンツ産業
質問（小林 直人）

コンテンツ・メディアとしてのヒューマノイドの産業化を目指している
との記述があります。現時点では、この論文の例で示された「歌唱や
ダンス」、「ファッションショーの司会」、「モデル」等以外に、今後具
体的にどのようなニーズが考えられ、全体としてどれくらいの市場規
模の産業（ヒューマノイド・コンテンツ産業やヒューマノイド・アミュー
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ズメント産業）が想定されるでしょうか。またその場合に、他にどの
ような技術、機会や工夫があるとその産業がさらに育っていくと考え
られますか。

回答（中岡 慎一郎）
HRP-4C を用いた具体的なコンテンツとしては、論文で示した例以

外にも、演劇や、成人式でのメッセージビデオ、見本市における製
品紹介等を実際に行ってきました。また、2010 年に開催されたアジ
ア太平洋経済協力（APEC）首脳会議においては、日本の先端技術
の展示会にて HRP-4C が歓迎のあいさつを各国首脳に行いました。
論文で示した例も含めて、このように HRP-4C のようなヒューマノイド
が何かを「伝える」「提示する」「表現する」「演じる」といったことの
応用範囲は広く、具体的なニーズをコンテンツの内容で考えていくこ
とにはきりがありません。この部分はクリエイターの仕事となってくる
ので、今後、多様な分野のクリエイターの方 と々広く議論していきた
いと考えています。

産業に関しては、まずは既存のコンテンツ産業やアミューズメント
産業の枠組みの中でロボットが使われるようになるというイメージで
考えています。そのような期待は、経産省の技術戦略マップ 2010 に
おいても「アイドルロボット」として記述されており、影響を与える範
囲として、音楽、映画、ドラマ、遊園地、観光の各産業が取り上げ
られています。これらのライブ・エンターテインメントの市場は 1 兆円
（2007 年）です。この中でロボット自体（ロボットのハードウエア・
ソフトウエア・運用サービス等）の市場規模として、まずは国内で数
十億円程度を達成することが目標となるかと思います。その後、「8. 今
後の展望」に述べた技術発展によってロボットの応用範囲を広げるこ
とで、この産業をさらに育てていければと思います。また、産業を育
てる機会や工夫という点では、やはりクリエイターとの連携が重要に
なると思います。

議論3　日本文化としての特有性
質問（小林 直人）

このようなヒューマノイドに対して感じるある種の親近感は、日本
特有の文化に根ざしていると考えられないでしょうか。もし文化が異
なった場合は、人間が感じる印象も異なると考えられますが、国際
学会での評判や反応はいかがでしょうか。

回答（中岡 慎一郎）
国際学会での研究者から直接得られる評判や反応は、国籍を問わ

ず好意的なものが中心でした。これは、技術を中心に評価している
ことや、もともとロボット研究者はロボットが好きなことからくるもの
だと思います。したがって、国によってどのように印象が変わっている
かについて、学会の反応からはよく分かりません。一方、動画投稿サ
イト等のネット上で寄せられたコメントは、好意的な意見ばかりではあ
りませんでした。その中で気づいたこととして、海外の人が書いたと
思われる英語のコメントの中には「いずれ人を襲う」「戦争に使われ
る」といった趣旨のコメントも多かったのですが、日本語で書かれた
コメントの中にはそのようなものはほとんどなく、この点では文化の違
いのようなものを感じました。いずれにせよ、非常に多数のコメント

が寄せられているので、それらの統計をとれば印象の違いに関する
正確な傾向が分かるかもしれません。

議論4　ヒューマノイドの技術的進化とコンテンツの魅力限界
質問（小林 直人）

現在はヒューマノイドが人間のように動いてコンテンツを作っている
ことが大きな興味を惹いていると思います。今後、技術がより高度に
なると、人間ができないこともできるようになると思います。コンピュー
タがチェスで初めて人間に勝ったときには興味を惹きましたが、その
先は興味がなくなってしまったように、ヒューマノイドによるコンテン
ツにも人間の興味を失わせる限界があるような気がします。もしそう
だとすると、その限界はどのようなもので、いつごろ到来すると考え
られるでしょうか。あるいはそうならないためにはどのような工夫がい
るでしょうか。

回答（中岡 慎一郎）
ヒューマノイドロボットを用いたコンテンツが人の興味を惹く要素と

して、「ロボット自体への興味」と、「コンテンツの内容への興味」が
あるかと思います。前者については、人間と変わらないところまで進
化し、さらにロボットが人間を超えて進化していくことに関して、人々
の興味はつきないかと思います。また、後者については、興味深い
内容を実現するためにロボットの特徴や機能が表現や運用の面で役
に立てばよいのだと思います。これについても、ロボットが進化して
いくことで人間にできないようなことができるようになれば、それだけ
コンテンツの表現や運用の幅が拡がり、より一層興味を惹くコンテン
ツ内容に繋がると考えています。

議論5　ヒューマノイド研究開発の戦略
質問（小林 直人）

ヒューマノイド研究開発の戦略や方針の一つとして、本研究のよう
なコンテンツ・メディアとしてのヒューマノイド利用を先行させ、その
利用に駆動されるかたちでヒューマノイドの運動能力や堅牢性・安全
性等の基本性能を向上させ、これらの基本性能の向上をヒューマノイ
ドによる生活支援を含む他の応用に繋げる方策であると理解しまし
た。その戦略は妥当だと思います。一方で、人間の機能を支援する
場合は必ずしもヒューマノイドである必要はないと考える意見は、依
然根強いと思われます。人間自身の心理的側面も考慮して、ヒューマ
ノイドが必要だという意見があればお聞かせ下さい。

回答（中岡 慎一郎）
人間の生活を支援するためにロボットにできる作業を増やしていけ

ば、「1. コンテンツ技術としての人間型ロボット」の第 2 段落で述べた
理由により、ロボットの物理的な形態は必然的に人間に近づくのでは
ないかと考えています。また、人間に近い形態は人間を心理的側面
から支援することに対しても有効であると考えられます。結局、ロボッ
トにどこまで求めるかという問題であり、生活支援における高い要求
に応えていくためには、多くの要素技術の発展に加えて、「ヒューマノ
イドという形態」も必要となってくると考えています。
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1　はじめに
私達がガスセンサーの研究開発を始めたのはわずか 10

年ほど前であり、その頃からこの論文で紹介する新しい原
理の水素センサーの開発がスタートした。旧工業技術院
から産業技術総合研究所への変革を迎える中で、私達は
材料研究者として将来どのような研究を推進していくべき
かを探っていた。すでに民間企業の研究レベルがとても高
く、ハードウエアである分析設備やプロセス装置も大手メー
カーが一歩先を進んでいるうえ、大学との差別化をどのよ
うに図るかに対する一つの答えとして、機能性材料の物性
およびプロセスの研究から、それらを利用したセンサー素
子の製造へと進化を試みた。

水素燃料電池を筆頭にブームが起きた水素関連技術に
着目し、水素の安全利用に最も重要となる漏れ検知用セン
サー技術を確立することを目標として、今までにない原理
のセンサー開発を始めた。可燃性ガスセンサーの動作原理

である触媒を用いたガスの接触燃焼と、当時研究を行って
いた熱電変換材料からなる“知識の融合”である。ガスの
燃焼による発熱で生じる素子内部の局部的な温度変化を
熱電材料で電圧に変換する新しい原理をもって、それまで
に数多くの開発が行われてきた水素センサーの分野に飛び
込んだ。

水素センサーに限らず、ガスセンサーにはさまざまな性
能が要求される。まず挙げられるものとして、検出濃度範
囲、検出限界濃度、ガス選択性等の検知性能がある。学
会や学術論文における報告のほとんどが、これらの検知
性能に基づいた議論を展開する材料研究やデバイス研究に
関するものである。しかし、実際の社会で用いるためのセ
ンサーには、検知性能の他に信頼性や経済性が求められ
る。特に、信頼性は実際のシステムにセンサーを適用する
際に最も厳しく問われる課題である。

私達が開発したセンサーは、これらの課題に対して解決

申 ウソク＊、西堀 麻衣子、松原 一郎

水素ステーションでの水素漏れ検知に向けて開発した熱電式水素センサーは、優れた水素選択性と、0.5 ppmから5 ％までの広範囲の
水素濃度検知性能という特徴を示した。1年間のフィールドテストにおいてこれまでの技術を超える高感度と信頼性を実証し、その技術
を実用化することで社会へ還元した。触媒燃焼と熱電変換技術を組み合わせた新しい原理、それを最大限活用するための微細加工技
術、ガス燃焼に欠かせない高性能のセラミックス触媒部材、これら三つの構成要素を社会的なニーズという境界条件に合わせて、各要
素の特長を最大に引き出すことができた。さらに、開発中に検討したセンサー性能評価技術を国際標準の提案へ発展させた。

水素センサーの研究開発
−　水素安全技術から国際規格まで　−

Woosuck Shin*, Maiko niShibori and Ichirou MatSubara

Thermoelectric hydrogen gas sensor
- Technology to secure safety in hydrogen usage and international standardization of hydrogen gas sensor -

A thermoelectric hydrogen gas sensor developed for leak detection in hydrogen stations has shown good hydrogen selectivity and wide 
hydrogen detection concentration ranging from 0.5 ppm to 5 %. We have demonstrated high sensitivity and reliability of the sensor 
exceeding conventional technology through a field test of one year. We could optimize the following three constituent technology elements 
to meet the social needs, i.e. new principle integrating catalytic combustion and thermoelectric conversion technology, micro-fabrication 
technology to realize the principle and high performance ceramic catalyst for gas combustion. In addition, the sensor performance 
evaluation technology established during the development has been proposed for ISO standardization.

キーワード：水素センサー、ガス検知、水素ステーション、フィールドテスト、熱電変換、燃焼触媒
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策を出し続けることにより、水素漏れ検知応用において最
も優れた性能を示す結果となった。これを実応用するにあ
たっての社会受容性の観点から、私達は水素検知器に関
する国際規格の提案を同時に進めた。

2　水素センサーに求められる社会的なニーズ（性能）
クリーンな反面、爆発の危険を併せ持つ水素を安全に

利用するためには、安全担保技術が不可欠である。水素ス
テーションを代表とする高水準の安全管理が求められる水
素関連施設では、水素漏れ濃度の変化を随時モニタリング
する水素センサーが要求される。水素を大量に貯蔵し、さ
らには別の機器等に移し替える水素ステーションの安全管
理は、今までの社会にはない新しい技術への挑戦であり、
以下に述べるこれまでの技術の弱点を見直す契機となっ
た。

市販されている水素センサーの多くは、接触燃焼式ある
いは半導体式の動作原理のものである。これらの原理のセ
ンサーでは、狭い濃度範囲のガスしか検知できないだけで
なく、いずれの技術も水素を選択的に検知するには至って
いない。

半導体式センサーは超高感度の検知性能が達成できる
動作原理であるため学術的な研究が多く行われており、ガ
スセンサーに関する論文の大部分を占めている。半導体セ
ンサーの感度を向上させるための材料開発を行うと、高感
度が達成される一方でさまざまな環境ノイズにも応答し易
くなる問題が生じる。さらに、センサー信号がドリフトする
問題のために精度（表示値のばらつき）[1] が悪くなり、信頼
性に欠けるものとなる。

接触燃焼式センサーは寿命および安定性に優れているた
め広く利用されている。このセンサーの場合、触媒燃焼に
よるわずかな素子温度の上昇（= 白金コイルヒーターの抵
抗変化）を検知信号とする。触媒燃焼はシンプルな化学反
応であるため、多少の環境ノイズが存在しても誤った信号
出力は少ないが、信頼性と感度を両立させるのは難しい。
接触燃焼式センサーではセンサーの抵抗変化分を検出信号
としており低濃度での感度が著しく低下するため、実用的
には 1000 ppm から数％の検知濃度範囲で利用される [2]。

図 1 に水素ステーションで必要とされるマルチレベルの
安全システムのコンセプトを示す。広い濃度範囲を安定性
よく検知できるシステムが構築できれば、設備全体のシャッ
トダウンを回避し、水素濃度に合わせた高効率の運用がで
きる。さらに、ステーション等では、通常でも他の可燃性
ガスや被毒性ガスが空気中に存在していることから、水素
選択性や対被毒性も要求される。

実際の水素ステーションでは、高濃度では接触燃焼式

を、低濃度では半導体式を、それぞれ得意とする濃度領
域に合わせて運用するところも多数存在する。小さな“水
素漏れ”でも短時間で検知することを考慮すると、半導体
式センサーを使えば良いと考えがちであるが、実際の現場
では、低濃度での安定性の問題から半導体式センサーは
参考用としてのみ利用し、接触燃焼式センサーを警報機と
して利用しているところもある。

3　ガスセンサー開発での構成学的要素
3.1　三つの性能に対する三つの技術要素：センサー素
子作製

私達は触媒燃焼と熱電変換技術を組み合わせた全く新し
い原理の水素ガスセンサーを提案した。このセンサーはこれ
までの接触燃焼式センサーと同様に触媒上で生じるガスの
燃焼発熱を用いるが、素子全体の温度変化を抵抗変化とし
てとらえるのではなく、素子内部の局部的な温度差の変化
を熱電変換原理で電圧信号に直接変換するものである。私
達はこれを熱電式センサーと名付けた。図2に、ガスセンサー
に求められる基本的な三つの検知性能である 3S、ガス選
択性（selectivity）高感度（sensitivity）安定性（stability）
と、この研究での技術要素との相関を示す。

①新しい原理、“知識の融合”：熱電変換原理は、これまで
の技術で実現できなかったガス選択性および検知範囲を
可能にした最も重要な技術要素であり、開発当初からセ
ンサー素子開発の土台となった[3]。

②微細加工技術：低濃度ガスによる微小な熱量でさえ信号
として利用するために、シリコンの異方性エッチングを代
表とする微細加工技術を用いて、マイクロカロリーメーター
となるセンサー素子を作製した。

③触媒技術：マイクロデバイス上の熱電パターンの特定位
置にガス燃焼に欠かせない高性能のセラミックス触媒部

これまでの技術で
は安定的に計測で
きない濃度範囲

漏れ検知センサー技術

半導体式
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20 ppm、 人間の呼気中の水素濃度

0.5 ppm、 大気中の水素濃度

マルチレベル安全システムのため、広範囲濃度検知のセンサーが必要
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1000 ppm、 低濃度のアラームレベル

電源
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図1　水素濃度に対応するマルチレベルの安全システムの概要
水素は拡散が早く低濃度レベルから警報すべきであるが、これまで
の技術は低濃度レベルでの安定性が悪く、水素選択性がない。
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材を載せる技術を開発し、上記①の原理のセンサーをマ
イクロセンサーとして完成させた。

これらの技術要素①、②、③の統合により試作したセ
ンサーは、優れた水素選択性と、0.5 ppm から 5 ％までの
広範囲の水素濃度検知性能を示し、1 年間のフィールドテス
トにおいてこれまでの技術と同じ安定性を実現することが
できた [4]。センサーの高感度の特性は、選択性あるいは安
定性とトレードオフとなるのが一般的であるが、熱電式セン
サーでは両立させることに成功した。接触燃焼式センサー
の検知下限が 500 ppm 程度であることを考えると、熱電
式センサーの検知性能は革新的である。

センサーの安定性については、応答性能の劣化を引き
起こす要因を科学的なアプローチで明らかにし、触媒の組
成および膜厚を制御する等の改良研究によって向上させる
ことができた [5]。しかし、開発した新しい原理のセンサー
が、それだけで実用化に向けた信頼性が確保できている
とは言い難い。そこで、開発したセンサーの信頼性を実証
するために、東京有明水素ステーションに実際に熱電式セ
ンサーを1 年間設置し、アラ－ムレベル 100 ppmでも十分
な応答を示すことを実証するフィールドテストを実施した[6]。
3.2　もう一つの構成的要素：センサー（製品）評価技術

それぞれの技術要素をまとめていくと、センサー素子と
いう構成された形が作られる。その“出来栄え”を分析・
評価する技術要素は、最終的な製品の構成要素に含まれ
ないように見えるが、実は不可欠な要素である。開発され
た“製品”を使うユーザーにとっては、製品の特性がどの
ように表現されているかによって、さまざまな判断を下す指

標となるためである。この研究では、図 3 に示した次の三
つの評価方法が活用された。

・ガス応答中の素子表面温度変化をIRカメラでその場観察
する試験方法

・万人が同一の方法で応答速度を評価できる試験方法
（ISO CD26142付録）

・量産技術としてガス応答性能を評価するシステム

前述のとおり、熱電式ガスセンサーは熱電変換デバイス
およびそれに載せるセラミックス触媒の二つの構成要素か
らなる。

1 番目の試験方法はセンサーとして構成するために融合
した異なる二つの要素を切り分けて評価することで、各構
成要素の間の有機的なバランスを明確に把握するために活
用した。

2 番目の試験方法は、特別な設備を用いることなくセン
サー応答性能の評価が誰でも同じ方法で実施できることを
考慮し、容積 30 リッターのチャンバー内に計測するガスを
充填させただけの簡単なものである。この方法は、2010
年に発行された国際規格（ISO）の中で応答速度評価方法
として記載された。

3 番目の試験方法は量産技術としての評価法である。ガ
スセンサー素子の製造コストは一体どのくらいであろうか？
小さな部品を一つ一つ覗いてみると、それほど費用がか
かっているようには見えない。高付加価値のセンサー素子
は商品となる前のテストにかかるコストが最も大きい。部材
や部品に対する評価装置は市販されているが、センサーの

ΔTA－B温度差
BA
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触媒技術

安定性Stability
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図2　水素センサーに求められる性能と技術要素の相関図
センサーは高感度であるべきだが、選択性または安定性とのトレードオフとなる。熱電式センサーはセンサーデバイス
の局部的な温度差を熱電変換する新しい原理により、高感度でありながら選択性と安定性を併せもつことができる。
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ような“製品”に対する評価装置は市販されておらず、量
産用の製品テスト装置は各メーカーにおいて最も重要な機
密事項である。そこで私達は、研究開発を始めた頃から、
素子の量産技術の最重要課題として高効率な評価システム
の開発に取り組んだ。
3.3　構成的方法はまずシナリオを作ること

ここまで述べた技術要素の構成による統合は社会のニー
ズに対応するためにさまざまな技術課題の解決を目的とし
た研究開発の流れそのものである。図 4 に熱電式水素セ
ンサー開発のシナリオを時系列で示す。平成 12 年度から
3 年間の研究開発で得られたシーズは、触媒燃焼と熱電変
換を融合させる“知識”の技術要素であった。そのアイデ
アは最初はとても脆いものであり、開発を開始してすぐに、
優れた原理のセンサーであっても十分な性能を引き出すに
はマイクロ化が不可欠であることが分かった。

2002 年度は動作確認ができたばかりのセンサーをマイク
ロガスセンサーデバイスまで開発を広げる、5 年間の壮大な
“開発シナリオ”を描いていた節目の時期であった。2003
～ 07 年度が構成学的な研究の一つのサイクルであった。
最初は構成要素がばらばらにあるが、これらを融合し構成
することで必要な性能を実現させる成果を出し、最後は研
究成果が収穫され次の研究がスタートする、という一つの
循環が明確であった。この循環を以下の四つのステップに
分け、ここでは主に【③構成する】に対して方法論を論じる。

①アイデア：新しい着想・発見する、またはニーズを発掘する
②知識の融合：それを具体化した実験等で定量化する
③構成：応用に必要な特性を定め（目標）、開発を進める

④仕上げ：研究成果をまとめ、次の研究に繋げる

それぞれ異なる特長の要素に対し、うまく構成をするに
は長い時間がかかる。性能向上のための新しいアイデアを
基にセンサー製造プロセスを行い、結果を確認し、次の方
法を探ることで、各要素技術を担当するメンバーに新たな
方向性を示す、いわゆるフィードバックには、数カ月から1
年の時間が必要なこともある。これはオーケストラの練習
に近いものがある。私達が熱電式センサー開発で実践した
最も機動力の高い方法論は、以下の二つである。

・最初から実用化を目指したラボ設計（自動化プロセス設
備とセンサー評価装置）

・開発シナリオ全体の共有と現場中心のディスカッション

たとえ知識の融合といえども、いかに迅速に実験による
結果の確認を行えるかが重要である。そのためには、プロ
セスツールと分析ツールの両者を充実させる必要がある。
この論文でラボ設計の詳細を述べるのは難しいが、この研
究のマイクロセンサー素子製造に対して、クリーンルーム空
間を最小限にし、半径 5 メートル以内におよそすべてのプ
ロセス設備群を集約した極めて効率の高いラボ設備でプロ
セスを行ったことが、実用化まで開発を進めることができ
たポイントである。

全自動のプロセス設備の導入が良い結果をもたらした。
通常、研究の初期段階では実験用設備を導入しがちであ
るが、私達は汎用的セミ量産装置を導入したことにより実
用化を見据えた開発ができた。このような設備は高い知識
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をもつ専門のスタッフを必要とせず、メンテナンスも容易で
あるため、開発コストの大幅な削減に繋がった。

設備を稼働して結果を出すのは同じチームのメンバーで
ある。メンバーの適材適所な配置、各自の専門に縛られな
い環境作り、担当する要素技術開発の奨励もまた構成に必
要な要素である。それぞれのメンバーの要素技術を守りな
がら一つの目標に向かわせることは簡単ではないが、【シナ
リオの共有】ができればベクトルを揃えることができる。
熱電式センサー開発では、メンバーが自分の担当技術を
しっかり持ちながら他のメンバーの技術領域も理解するこ
とで、有機的な連携を実現した。

最近ソフトウエア開発でよく使われる概念としてアジャイ
ル型がある。計画重視であるウォーターフォール型の開発
ではスタッフ間のコミュニケーションがなかなか難しいとの
反省から、現在は適応的開発であるアジャイル型の概念が
多く用いられている。私達が行った研究は、メンバー間の
意思疎通を強調した点からはアジャイル型に近いが、同じ
ではない。アジャイル型の弱点はなかなか進捗しない議論
に陥るリスクにある。私達の成果は全体のシナリオを開発
スタート時に作り上げたために得られたものである。初期
の頃にどういうものをどう作るかというイメージとシナリオ
はほとんど纏まっていた。

一例として、私達のプロジェクトでの設備導入案は 3 年
後についても当初の計画のまま進められた。プロジェクトの
リーダーは、一緒に汗をかくメンバーに対して、5 年間のシ
ナリオと 5 年後の見える成果の形を、初めから語り続ける
べきである。これはオーケストラの指揮者に近いものがあ
る。つまり、本質的な部分は、大きなビジョンと詳細な情

報の共有に尽きる。

4　どう構成すればいいのか
4.1　構成要素と構成条件

単なる組合せだけでは構成学にはならない。図 5 にそれ
ぞれの要素を構成する考え方を示す。左側には自然現象と
工学的な構成要素があり、それらの特長を定量化するツー
ルとして観察・分析を関連付けた。ここでは各要素の特長
を最大に引き出すことが重要であり、観察された各性能は
学術的または工学的な価値をもつ。しかし、それらを構成
し、新規に統合する際には、具体的で詳細な境界条件が
不可欠である。その境界条件は社会的な価値観であるさま
ざまなニーズである。

例えば、触媒と熱電変換材料を構成する場合、触媒燃
焼発電機への応用とガスセンサーへの応用とでは構成の条
件が異なる。高カロリーのガス燃料を燃焼させることにより
大きな電圧と電流を得る発電機の構成では、触媒が高温
に達するため耐熱性の触媒材料を選択する構成が必要であ
り、導入した燃料を効率よく燃焼させるための複雑なガス
流路とシステム全体の熱容量を十分に大きくするのが望まし
く、電流を多く流せる熱電デバイスの設計が必要である。

一方、数 ppm から数％までのガス濃度に対して、高い
信頼性で確実に、線形性よく検知信号を出力するセンサー
の構成では、低濃度でも確実に燃焼発熱を発生させるため
に、希薄なガスでも確実に燃焼させることができる活性の
高い触媒が必要であり、検知ガスが高速で拡散しやすいセ
ンサー構造、高速応答のためのセンサー部材の熱容量の
最小化、さらには微弱な温度変化を検知するために高い電
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図4　熱電式水素センサー素子開発を進めるシナリオ
2000年度からのNEDO産業技術助成事業で新しい動作原理のセンサーを具体化し、その後の
水素基盤技術プロジェクトにより水素センサー開発を本格化した。
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圧が発生できる熱電デバイスの設計が求められる。
私達の開発では、これらのガスセンサーの構成の条件

を、図 5 の右に示す高感度、安定性、高速応答等のユーザー
のニーズから要請される具体的な数値目標で定めることが
できた。実際にセンサー素子を試作し、さらにその性能を
評価し、目標値に対する達成度を確認するプロセスの中で
構成要素を選択し、その組み合わせと統合を行った。

構成条件から構成要素を選択する際には、過去の知識だ
けでは不十分で、実際に試作したデバイスでの評価結果が
最も重要な指針となることを認識する場面が多い。私達の
熱電式センサーの開発当初、触媒に関する論文報告等を過
信して失敗するという経験を味わった。当時、白金薄膜の
触媒をセンサーに載せていたが、過去の論文等から厚み数
ナノメートルの薄膜が高い触媒活性を示すと認識していた。
しかし、結果的には厚い膜の触媒が室温でも水素をよく燃
焼した [7]。この教訓を活かす場合がその後にあった。

マイクロデバイスに集積化した触媒は、触媒分野での常
識である数 wt％の貴金属担持量ではなく、20 ～ 40 wt％
の貴金属担持量の触媒で高い検知能力を発揮することが
分かった [8]。ガスセンサーの場合は通常の触媒の化学反
応と違って、極めて薄い可燃性ガス濃度でも確実にガスを
燃やす能力が要求される。そのガスセンサーという応用が
構成要素を刺激し、結果として全く質の違うものを作ること
ができたのである。
4.2　製品化へのシナリオ

開発予算、研究所の設備と人的資源を投入して実施し
た研究開発の結果、具体的な論文と特許の両者をいかに
収穫するかが次につながる重要課題である。さらに突き進
み、得られた技術を実用化することが研究開発が完結する
最終ゴールである。事業部を持つ組織ではないが、特許
等の知的財産を事業会社等に技術移転することで研究開
発を完結するのが産総研の本格研究だと考えられる。

私達の試作したセンサーデバイスの量産技術開発では、

幸いにも研究室での性能がそのまま量産化においても達成
できた（前述した実用化思考の結果でもある）。半導体プ
ロセスの関連設備を所有していない事業会社に対しても技
術移転が可能となるように、私達は研究室での試作品製造
だけでなく民間のファンドリ施設を利用した 4 インチおよび
6 インチのウェハプロセスを実施することで、量産化技術を
実証した。まだ国内のファンドリサービスは営業実績が少
なく、技術的な問題の他にも契約上の問題とサービスの検
収の問題を含めて、当初は想定できなかった大変難しい実
証プロセスであったが、実用化に十分な歩留まりも確認で
きたことで、実用化へ大きく前進できた。特に幸運だった
のは、熱電式センサーは熱電パターンのゼーベック係数が
最も重要なパラメータであり、この物性は比較的プロセス
に依存しないことだった。そのため、センサーデバイス性
能のバラつきを抑えた製造技術が確立できた。
4.3　成果はシナリオを超える

思いがけないセンサー性能は開発当初は想像できなかっ
た新しいニーズへの展開を進めることができる。開発され
た熱電式水素センサーの数 ppmレベルの水素漏れ検知能
力は、水素漏れ検知器としてはオーバースペックである。
しかし、それを活用し新産業分野を切り拓く挑戦的な研究
開発事業を推進している。ヘリウムに代わって水素を用い
る水素リークテスター用検知器がその一つである。真空装
置のリーク検知、または製造品の気密性検査等にヘリウム
ガスを使っているが、ヘリウム供給への不安から、この代
替ガスとして水素 5 ％窒素 95 ％のガスを利用する検査機
器が最近普及している。熱電式水素センサーもこの応用に
活用できる性能を持っている。

また、人間生活を支える医療機器として、呼気中の水素
ガスを計測するセンサーとしての応用展開を図っており [9]、
これまでのガスクロと半導体式ガスセンサーを用いる 300
万円程度の高価なシステムに代わる小型センサーシステム
の開発を進めている。このような新しい分野では ppm 以
下の水素濃度検知が要求されており、さらに一桁高い高感
度化の達成が望ましい。現在、産総研技術移転ベンチャー
としても試作品を商業化しており、今後も水素ステーション
等の水素関連施設だけでなく具体的なさまざまな分野への
応用が期待できる。

5　研究成果を活かした国際規格策定
水素エネルギー利用技術の普及と深く関係する水素セン

サーの市場がどういうものかは、実用化にとって重要な問
題である。現状は厳しく、水素ステーションでもほとんどこ
れまでのガスセンサーが採用されている状況であり、水素
漏れ検知に特化した新しい技術がユーザーに受け入れられ

Catalyst

thermoelectric

調査・活用

呼気ガス分析

リークテスター

水素漏れ検知器

構成要素の統合

微細加工

選択・集中構成 ・ 統合

構成の境界条件

国際規格

評価方法の共有

選択性

高速応答

安定性高感度

センサー性能

評価技術

観察 ・ 分析

センサー素子
開発した

熱電変換

触媒

伝熱

電子状態

ガス燃焼
化
学・物
理

　現
象

社
会
的
な
価
値・応
用

図5　センサー開発における構成学的な要素とそれを構成する
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なければ、単なる技術開発で終わってしまう。そこで私達
は、「標準化先取り研究」というキーワードで水素センサー
の規格作りを始めた。これは、製品または技術開発とそれ
に関する規格化を並行して進める、当時の経済産業省の政
策でもあった。

私達は、自ら開発した“水素選択性に優れた広い検知
濃度範囲をもつ熱電式水素センサー”の性能を基に、
2005 年 ISO/TC197（Hydrogen technologies） へ 新 規
提案（NWIP）を提出した。さらに、議長国として WG13
（Hydrogen Detectors）を推進し、2010 年 6 月に国際規
格を発行することができた。これは、技術開発の成果を活
かして国際規格を提案した一例であり、提案した規格内容
の多くを満足する最も優れた検知技術が、私達の開発した
熱電式水素センサーであった。しかし、当然のことながら
草案をそのまま会議で通すことはできず、2005 年に結論と
して得られた最終案は草案と大きく変わっていった。

規格では、以下に示すような、水素検知器に対する要求
性能の項目を決めることから始まった。

・測定範囲および濃度校正、アラーム設定点
・安定性（短期および長期）
・応答・回復時間、選択性、被毒性
・温度、圧力、湿度等の動作環境（標準的なセンサーテスト

環境）
・測定範囲以上の高濃度時の動作、電力変動、停電、過渡

電圧

最も議論された重要な点は、図 6 に示すガス検知濃度
の測定範囲に関する考え方である。すでに存在する可燃性
ガスの国際規格（IEC）では、検知器の最高検知可能濃
度のみを明記し、これを検知範囲として定義している。キャ

リブレーションの際の許容誤差の要求は、この範囲の 5%
あるいは指示値の 10 % のどちらか大きい方と規定している
ため、低濃度での許容誤差が大きくなり、実質低濃度域
の検知は想定していない。

私達は低濃度から高感度で検知することの重要性を説明
し、低濃度から高濃度まで十分な精度で水素漏れを検知
するセンサーが使われるよう規格内容を提案した。これに
は高感度のガスセンサー技術に優れた国内メーカーが歓迎
する一方、低濃度での検知を不得意にするセンサー技術を
採用している欧米諸国から猛烈に反対された。議論の結
果、ISO 規格では検知濃度の絶対値は規定しないものの、
検知濃度範囲として必ず最低検出濃度と最高検出濃度を
宣言することを求めることとし、低濃度側をどこまで信頼し
て検知できるかという点を明確にした。

6　まとめ
私達は、水素ステーション等で活用する水素漏れ検知器

として、熱電デバイス上に触媒を集積化し、可燃性ガスに
よる微弱な燃焼熱を熱電変換して検知する動作原理のセン
サーを提案し、さまざまな技術要素を統合し融合すること
で、全く新しい熱電式水素センサーを開発した。これまで
の技術の場合、ガス選択性がなく低濃度が検知できなかっ
たことに対して、優れた水素選択性をもち、水素濃度 0.5 
ppm の低濃度から 5 ％の高濃度まで、優れた直線性の応
答特性をもつ水素センサーを開発するに至った。また、技
術開発の成果を活かし、水素センサーの国際規格（ISO）
の策定を同時に進めた。

開発した熱電式水素センサーのさまざまな分野での実用
化はもとより、私達が提案した国際規格が広く普及するこ
とで、国際協力の促進と水素エネルギーの利用推進に貢
献できると期待している。

図6　測定範囲とキャリブレーション
検知範囲を規格で明記するのは困難を極める。最終案を決める際に
使われた検知濃度範囲を500 ppmから2 %までとした会議資料の日
本語版。結局は、この案での最終合意に至らず、検知濃度範囲はメー
カーの宣言によるものとした。
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要素技術の統合・融合を明確に記述するよう工夫されていると思いま
すが、“選択”はどのようになされたのでしょうか。

回答（申 ウソク）
社会ニーズという境界条件から要素技術を選択することは簡単です

が、それをより詳細に選び、さらに組み合わせるのが必要でした。その
具体的プロセスは、実際、素子を試作し、それを評価しながら行いました。

議論3　研究のオリジナリティー
質問（村山 宣光）

この研究のオリジナリティーの一つは、触媒燃焼と熱電変換との組み
合わせだと思います。このアイデアに至った経緯をお聞かせ下さい。
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この研究を始める前に開発していた熱電変換技術をガスセンサーに新

規応用する文献調査を行いました。その中で、酸化物焼結体の電極と
して白金を使ったガスセンサーの論文（1985 年）を見つけました。その
センサーの要素部材と素子構造を進化させて開発したのがこの研究の
水素センサーです。

議論4　製品化研究
質問（村山 宣光）

この研究では、当初から量産化を見越した装置を導入し、それが製
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研究開発の中には常に材料探索的な研究が必要です。この研究開

発でも触媒材料の開発プロセスは通常の化学実験室レベルのもので進
めました。【量産化を見越した装置を導入】は、実用化の壁になるプロ
セス変更を最小限にしたものです。原則、この方法論はほとんどの研究
開発で適用可能であり、スピーディーな製品開発においてますます重要
な方法論であると思います。

議論5　研究成果の広報活動
質問（村山 宣光）

当初水素ステーションの水素漏れセンサーの応用を想定していたの
が、真空容器等のリークチェック用センサーや呼気センサーという想定外
の応用に展開したことを紹介されています。このような、想定外の応用
を開拓するためには、広報活動が効果的ではないかと推測しますが、
実際にはどのようなアクションが効果的であったのでしょうか。

回答（申 ウソク）
産総研のプレス発表と研究試料提供が非常に効果的でした。そのお

かげで新しいアプリケーション開発に繋げることができました。
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1　はじめに
インターネットを中心とした通信需要の増加を背景に光

通信の低エネルギー化が緊急の課題になりつつある。すな
わち、どのようにネットワークを構成すれば通信装置群の
消費電力を抑えながら、超高精細映像のような大容量情報
を自宅で好きな時に入手 / 視聴することができるのか、と
いうことが私達の研究開発の最重点課題となっている。要
求があればすばやく光ファイバーの通信路が切り換わって
自宅と情報源とをつなぎ、あらゆるサービスが手元に現れ
る。そのような自宅と情報源が光ファイバーのみで接続され
る（光トランスペアレント）ネットワークは、エネルギーの増
大を伴わずに通信帯域がその理論的限界まで自由に使える

ため理想的であり、超高精細映像伝送を活用する教育・
福祉・医療等、それを基にした応用技術 / サービスはさま
ざまなものが考えられている。現代社会では通信技術を基
盤としたさまざまなサービスが着実に大容量化しており、高
速なデータ通信が不可欠となった。大容量データ通信を取
り扱うことができるのは光ファイバー通信技術であり、そ
れが昨今のインターネット、高度情報化社会を支えている
ことは疑いのない事実である。一方で、次章で述べるよう
に、このような高度な通信サービスの持続的発展性に付随
する大きな問題点がある。

私達は 2010 年 8 月に、産業技術総合研究所（AIST）
が中心となり情報通信企業 5 社と共同で新しく開発され

来見田 淳也＊、並木 周

現在の通信ネットワークを構成する装置群の消費電力、通信容量等の限界を超えるために、産業技術総合研究所（AIST）は、情報通
信関連企業5社と共同で、情報通信研究機構（NICT）、NHK放送技術研究所の協力のもと、高精細大容量映像時代を支える新しい
光通信ネットワークの実証実験を実施した。この実験は研究開発テストベッド等による光ファイバー線路を用いて東京の秋葉原・大手
町・小金井の3点を結び、AISTが中心に開発する「ダイナミック光パス・ネットワーク」を実際の環境下で動作させる試みである。異種間
ネットワーク接続としてNICTの光パケット・光パス統合ネットワークと協調すると共に、NHKの超高精細映像の配信も合わせて行って
いる。この論文では開発された要素技術を用いて行った実証実験について、その目的や狙いとともに、動作結果を得るまでの技術的構
成と成果について述べる。

超高精細映像送受信を支える光通信ネットワークの実証実験
−　ダイナミック光パス・ネットワーク映像配信実験　−

Junya Kurumida* and Shu NamiKi
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た光通信向けの要素技術を組み合わせて、超高精細映像
に代表される大容量情報を要求に応じて配信できるネット
ワークの実証実験を行った。これによって、現在のネットワー
クを構成する装置群の消費電力や通信容量等の限界を超
える新しいネットワーク技術の一提案ができた。この論文
では、個別要素技術を組み合わせてその動作結果を得るま
での技術的構成の検討過程について述べる。

2　光ネットワークに対する社会的要請
日本国内のインターネット上の通信トラフィックが年率 3

～ 4 割の割合で増え続けていることはよく知られている。
この傾向が仮に 20 年続くとするとトラフィックは現状の
1,000 倍程度になる。その場合にはもちろん電力効率もそ
れ相応の改善が望まれる。インターネットの国内利用者数
は 2009 年末までの集計で 9,400 万人を上回り、人口普及
率は 78 ％となっている [1]。通信機器や情報端末の高性能
化に伴いアプリケーションも充実し、インターネットに接続
されたコンピュータ上（もちろん移動端末等も含む）の 1 ク
リックが大量のデータの送受信を生成するようになったこと
が根底にある。映像情報サービスもインターネットを通して
提供されるようになっており、通信トラフィックの増加に対
し電力効率を考慮してどのようにネットワークを構成してい
くかが大変重要な課題となった。中でも大容量データ通信
を支えることのできる光ファイバー通信技術からなる光ネッ
トワークをどのように構成するかが重要視されるようになっ
た。これには社会的背景を中心とした次のような理由があ
る。これまでインターネット上の通信トラフィックの増加には
通信装置を並列に増設したり、通信速度が高速な装置に入
れ替えたりすることで対応してきた。しかし、高速電気信
号処理を中心とした従来型の通信装置の増設は通信速度
の増加に伴い消費電力も線形に増加することが問題となっ
た（電力問題）。また、光加入者回線接続技術も進歩し、
光ファイバーが自宅まで届けられるようになったものの、多
様化する広帯域サービスを効率的に通信ノード（基地局）
へ収容していくことが難しいという現状が認識されるよう
になった（通信容量とネットワーク構成問題）。これらを解
決していくためには光の通信回線をどのように真の光ネット
ワークへと発展させ構成していくか、という点が重要にな
る。

産業技術総合研究所（AIST）のネットワークフォトニク
ス研究センターでは、ユーザーとユーザーとの間を光のパス
で直接結ぶ「光パス・ネットワーク」と名付けた新しいネッ
トワークを提案し、上記の問題を解決するべく研究開発を
推進している。特に大容量情報のリクエストに対し柔軟に
光ネットワークをスイッチし、光パスを動的に確保するもの

を「ダイナミック光パス・ネットワーク」と呼んでいる。具体
的には映像送受信、シリコン光パス・スイッチや分散補償
等の技術開発を行い、各装置および装置群の適切な管理
制御を基にして広帯域サービスを実現できる光ネットワーク
へと構成していくものである。図 1 がその概念図である。
光スイッチをネットワークで活用するためには、アプリケー
ションに応じて光スイッチを制御する仕組みが必要であ
る。すなわち、高精細映像サーバーやディスプレーを相互
に接続、またビデオ会議システムを取り扱い、それらが光
パスやストレージの情報を基に適切に管理制御される仕組
みである。さらにシリコン光パス・スイッチや波長資源管理
技術も導入し、デバイスからアプリケーションまで個別に開
発される技術を集約して実現する垂直連携が欠かせない。
このような取り組みにより、高速データ通信が多数の電気
信号処理を介することなく実現され、大容量情報を低電力
で扱うネットワークを構成することが可能となる。この論文
ではこれらを構成する要素技術をどのようにシステムとして
組み上げ、実証実験を実施したかを中心に述べる。

ネットワークに顕在化している問題が段階的にでも解決
された暁には社会的・経済的にもとても大きな利点を生み
出す。自動車やロボット（遠隔手術等も含む）への情報提
供や、テレビ会議やリモートセンシング等、あらゆるサービ
スへの通信基盤となるからである。これら新しい通信基盤
はアプリケーションを中心に新しい社会的価値観を生み出
す。例えば 3 次元映像を共有しながらのテレビ会議は出張
といった人間の移動を減らすであろうし、高精細で臨場感
あふれる映像サービスは現地へ実際に出向く必要性を減ら
すであろう。高速大容量通信基盤はテレイグジスタンス（遠
隔存在感）、テレプレゼンス（遠隔臨場感、コミュニケーショ
ン）、テレイマージョン（臨場感通信）のいずれもの現実化
を支える基本技術となることができる。

3　実証実験のシナリオ
一般に通信ネットワークは電気やガス・水道と同様の社

会基盤（インフラ）であると言うことができ、既設のネット
ワークがない場所を除いて新しい光ファイバーネットワーク

図 1　ダイナミック光パス・ネットワークの概念図
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を一から街中へ引き直すという形には通常ならない。した
がって、既存の技術と新しい技術とを組み合わせながら段
階的に新しいネットワークを実現していくことになる。将来
を見据えて、超高精細映像をネットワークの中にいかに組み
入れていけばよいかを考える必要がある。そこで三つの観
点から考える。A. 超高精細映像配信を実証実験に組み入
れるために、研究開発段階にある超高精細映像配信技術
（ビットレート < 43 Gb/s）と実際の通信サービスとして市
場に立ち上がっている1 Gb/s、10 Gb/s といった通信要素
技術を共存させネットワークを構成することを考える。これ
には二つ理由がある。一つ目は超高精細映像配信技術を
中心にさまざまな通信レートを同時にネットワークで取り扱
うことができることを実際に示すためである。二つ目はそれ
らをネットワーク上で管理し、リクエストに応じたサービス
を判断し、実際のネットワークを切り換えて配信できること
を示すためである。次に、B. 実際に敷設された光ファイバー
を使って構成することを考える。これにも二つ理由がある。
敷設されている光ファイバーからくるあらゆる非線形応答を
補償し、通信が成立することを確認することと、異なる要
素で構成された別のネットワークとも相互に接続が確立する
ことを確認するためである。さらに全体としてこれらに工夫
を加え、C. 低消費電力で実現することが目的となる。

上記が実証実験へ向けたシナリオの骨格である。これを
基にしてダイナミック光パス・ネットワークを実現していく。
はたして前述の事柄を集約し、組み合わせることだけで近
未来に思い描く高速大容量通信基盤を具現化できるのかど
うかが一つのポイントとなる。前述の視点はハードウエアに
主に着目したものであり、それだけではやはり正しく構成さ
れない。ハードウエアに合わせてソフトウエア・ファームウ
エアを設計開発する必要がある。図 2 にデモ実験の構成
要素を示す。構成要素には実際に敷設された光ファイバー
を活用すること、私達が開発した通信要素技術を活用する
こと、これらにリソース管理制御を加えること、という制約
条件がある。さらにそれらにはソフトウエアとハードウエア
の 2 面性があり、デモ実験をより効果的に行うためには、
総合的な構成検討が必要となる。

要素技術については次章で詳しく述べるが、実際にデモ

を遂行するにあたっては、余分なシナリオ検討等も行った。
具体的にはデモでは使用しないが、それぞれの要素技術
にネットワークの機能拡張性（Extendability）を設け、最
悪の事態を想定した予備（Backup）を準備した。このよう
な準備はデモ実験に限ったことではなく、実際の通信シス
テムにおいても考慮される事柄である。実システムにおい
ても、問題の実態に合わせて再構成可能（Reconfigurable）
にしたり、代替機能（Alternative）をもたせたりすること
ができる機能が実装されている。以上を考慮し、ビットレー
ト混在、異種ネット相互接続、高精細映像をリクエストに
応じてサービスすることを実際に示すシナリオを組んだ。

4　要素技術
光ネットワーク実証実験の構成要素は五つに分けて考え

ることができる。ネットワーク資源管理、情報が伝送され
る媒体としての通信線路、それらの端に配置されるノード
装置およびデバイス、配信または受信先となる端末装置、
線路や装置に流れる実際の情報（コンテンツ）である。そ
れらを具体的にまとめたものを表 1 に示す。この章では構
成要素技術について表 1 に沿って述べるとともにそれらを
選択した理由を明確にする。
4.1　資源管理
4.1.1　光パス・ネットワーク（NTT/AIST）

AIST のネットワークフォトニクス研究センターでは、こ
れまで光パス・ネットワークの研究開発を推進してきてお
り、各種光スイッチによって通信路が切り替えられてもそれ
に影響を受けないよう通信路の分散量や光強度を最適化
する技術を開発している [2]。このデモにおいては主にノー
ドに PLC 型光スイッチ用語 1（表 1（e））を用い、その間を図2　デモ実験の構成

表1　実証実験構成要素

要素
技術

ハードウエア

ソフトウエア

リソースの管理制御

実際に敷設された光ファイバーを使って構成

通信要素技術を共存させネットワークを構成

デモ実験

（d） 商用光ファイバー回線（秋葉原-大手町）―

ノード装置（e） PLC型光スイッチ ― 市販

および （f） シリコンフォトニクス・スイッチ AIST

（g） 電流注入型シリコン高速光スイッチ 富士通研究所

（h） 省電力型次世代ROADM NEC

（i） 高速波長可変レーザー トリマティス

（j） 光増幅器（EDFA） ― 市販

（k） パラメトリック任意光波長変換器 古河電工／AIST

（l） 高速自律制御型光可変分散補償器 古河電工／AIST

（m）スーパーハイビジョン送受信装置 NHK

（n） コンテンツ集積サーバー ― 汎用

　　　配信サーバー ― 汎用

　　　ディスプレー（モニタ） ― 市販

（o） スーパーハイビジョン映像 NHK

（p） ハイビジョン映像 AIST

端末装置

コンテンツ

構成要素 技術名称 協働組織名 注

（a） 光パス・ネットワーク NTT / AIST

（c） 研究開発テストベッドネットワーク JGN2plus（NICT）

資源管理

通信線路

（b） 光パケット・光パス統合ネットワーク NICT

デバイス
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数十メートルの光ファイバーパッチコードでつなぎ光パス・
ネットワークを形成することとした。

光パス・ネットワークにおけるネットワークおよびストレー
ジ資源管理は NTTと AIST 情報技術研究部門との協働
により実現される。性能保証されたストレージの予約状況
を管理する資源管理装置と光パスを管理するネットワーク
資源管理装置を配置し、視聴者からの映像視聴要求に対
して最適なサーバーの選択および光パスを提供する [3]。
視聴者から予約が入り予約時刻になると光パスを開通させ
視聴者へのコンテンツ配信を開始、1 Gb/s、10 Gb/s、43 
Gb/s を含むマルチビットレート信号を扱うことができるよう
に設計されている。光パスの予約状況を示すソフトウエア
も開発され、ユーザーインターフェイスも同時に提供される
こととなった。
4.1.2　光パケット・光パス統合ネットワーク（情報通信
研究機構（NICT））への相互接続

異種ネットワークの相互乗り入れを広範囲で行えることを
実証するために、NICT の光パケット・光パス統合ネットワー
クと共同でデモを実施する運びとなった。この相互接続は
NICT の協力を得て、制御信号の受け渡しを取り決め、コ
ンテンツおよびサービス情報を接続ノードで交換することで
実現する。光パケット・光パス統合ネットワークにより遅延
やデータ損失のない高品質なサービスが提供される [4]。
4.2　通信線路

実際に敷設されている光ファイバー（フィールドファイ
バー）を使わずにネットワークを構成することも当然可能で
はあるが、それでは実証実験の意図（シナリオ）から外れ
るので、フィールドファイバーを使うことが必要であった。
ところが長距離にわたり商用光ファイバーを借りると、経済
的にも負担が大きいため研究開発テストベッドネットワーク
（JGN2plus）[5] を借用し実験系に組み入れることで、実際
に近い形の通信距離を得るに至った。このようにして実際
上起こり得る通信不安定要因、制限要因を含めて実験する
ことが可能となった。このテストベッドの地理的要件や利
便性を考慮するとJGN2plus の利用はデモ実験に適したも
のであった。その内容は次章の 5.1 節で実験会場と共に述
べる。
4.3　ノード装置およびデバイス
4.3.1　シリコンフォトニクス・スイッチ（AIST）

低電力・集積化可能な光デバイスはネットワーク機器へ
の搭載に向けた研究が注目を集めており、AIST ではシリ
コンフォトニクス技術によるクロスバスイッチ用語 2 の開発に
着手している [6]。このスイッチを実際にネットワークノード
に取り込み初めて映像データを流せるように構成した。い
くつかの通信ノードのスイッチには一般に使用されている

PLC 型光スイッチを採用しているが、このシリコンフォトニ
クス・スイッチは低電力化、高集積多ポート化が実証でき
るため組み入れられた。
4.3.2　電流注入型シリコン高速光スイッチ（（株）富士
通研究所）
（株）富士通研究所では将来のダイナミック光パス・ネット

ワークの実現にむけて、小型で電子回路との混載集積が可
能なシリコンベース光スイッチの開発が進められている。ナ
ノ細線リブ導波路横方向 p-i-n ダイオード構造を採用した、
断面積が小さいと同時に光閉じ込め効率の高い高効率動
作デバイスが実現されている。世界最小のスイッチング電力
でスイッチング速度数 ns を実現しており [7]、このスイッチも
また実際のデモ実験用ネットワークノードに組み込んだ。
4.3.3　省電力型次世代ROADM（日本電気（株）
（NEC））

光ネットワークノードに組み込む再構成可能型光分岐挿
入多重装置は ROADM（reconfigurable optical add/drop 
multiplexer）と呼ばれており、波長多重方式とパス管理の
技術を組み合わせて超高速・大容量の光伝送ネットワーク
を効率よく運用するための装置である。現在、ROADM が
採用されているネットワークのノード装置においては光パス
の設定に自由度が十分でないという問題がある。ノードに
収容されているトランスポンダ用語 3 を任意の波長、任意の
方路に切り替えすることができる装置が重要になる。NEC
ではトランスポンダアグリゲータ用語 4 を開発し光パス設定の
自由度を向上させており、これは最終的にトランスポンダの
利用効率を改善することとなる [8]。
4.3.4　高速波長可変レーザー（（株）トリマティス）

今後の光ネットワークではダイナミックに光の波長を切り
替えて運用していく必要があるため、波長切り替えの高速
性が鍵となる。トリマティスではミリ秒以下の波長切り替え
が実現できる波長可変レーザーダイオード（T-LD）を基に
した波長変換用光源装置の開発を行っている。これは単
体の T-LD を高速かつ安定に波長可変させる技術であり、
C バンド用語 5 を 5 GHz ステップで波長（周波数）可変可能
な装置が実現されている。これを NEC の ROADM 装置
の一部入力側へ搭載し、光の波長の切り替えを想定した構
成とした。
4.3.5　光増幅器

光増幅器（エルビウム添加光ファイバー増幅器：EDFA用語 6）
は光ファイバー通信線路の損失を補うために用いる必要が
あり、欠かすことができない。これをネットワークのどこに
配置するかが要点になるが、距離に対応した光ファイバー
の損失情報より配置を決める。また、光パス・ネットワーク
では波長がダイナミックに切り替えられるため、過渡応答に
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追従できる EDFA[9] である必要があり、この技術が採用さ
れているものを選択している。
4.3.6　パラメトリック任意光波長変換器（古河電気工
業（株）/AIST）

将来の光パス・ネットワークで光波長資源を有効活用す
るためには、波長変換技術は欠かすことのできない技術と
なっている。高非線形ファイバー（HNLF）を利用したコ
ヒーレントな波長変換は変換後の光の位相の状態を保持す
ることができるため、原理的にデータ変調フォーマットや変
調速度に依存しない [10]。波長変換技術には高非線形ファ
イバー以外にも半導体光増幅器を利用したもの等が存在
するが、高非線形ファイバーにおいては変調フォーマット無
依存性が将来的に有用であるため採用された。デモでは C
バンドからLバンド用語5 への波長変換が組み込まれている。
4.3.7　高速自律制御型光可変分散補償器（古河電気
工業（株）/AIST）

古河電気工業（株）と AIST では、光パラメトリック可
変分散補償（P-TDC）と呼ばれる、パラメトリック過程によ
る波長変換と波長依存の分散媒質を組み合わせた可変分
散補償方式を提案・実証している [11]。位相保持型波長変
換の原理に低分散スロープを有する高非線形光ファイバー
（HNLF）[12] の 4 光波混合（FWM）を用いることにより、
これまでの可変分散補償技術では実現困難である1 THz 
を超えるグリッドレスな広帯域動作を実現する。また、今
後の光ネットワークにおいて光パスがダイナミックに切り替え
られることを想定し、マイクロ秒オーダの高速可変応答を
実現している [13]。この技術をスーパーハイビジョン信号が
流れる 43 Gb/s、105 kmラインのフィールドファイバーに
適用し伝送実験を行うこととした。
4.4　端末装置
4.4.1　スーパーハイビジョン送受信装置（NHK）

非圧縮スーパーハイビジョンを 24 Gb/s デュアルグリーン
方式で 43 Gb/s 光信号より送受信できる装置が NHK を中
心にして開発されており [14]、これを用い105 km のフィール
ドファイバーを経由するようにネットワークを構成する。そ
のため 4.3.7 節で述べた高速自律制御型光可変分散補償
技術を用い、長距離伝送を実現することとした。
4.4.2　コンテンツ集積サーバー、配信サーバー、ディスプ
レー

コンテンツ集積サーバーは文字どおり映像コンテンツを
保存しているコンピュータであり、光パス・ネットワークのネッ
トワーク・ストレージ資源管理装置からの命令（4.1.1 節）
でこれらの集積 / 配信サーバーが作動する。ディスプレイ
はスーパーハイビジョン用モニターを除いて、一般に入手可
能である機器で構成される。

4.5　コンテンツ
コンテンツにはスーパーハイビジョン映像（NHK）とハイ

ビジョン映像を用意した。前者は 3,300 万画素 / フレーム
をもつ超高解像度映像を指しており、ハイビジョン映像を
縦横 4 倍にした画素数相当をもつ映像である。NHK の協
力により二つのスーパーハイビジョン映像が送出できるよう
にデモの実験系にセットされた。

ハイビジョン（HD）については一般の HD ビデオカメラ
を購入し自作コンテンツを準備した。映像は配信サーバー
へセットされる。

5　実証実験
通信技術の実証実験は、基本的に切り替え技術を含め

て情報を A 点から B 点へ届けることが可能なことを実際に
示すことである。それには送信端・受信端が存在する会場、
計画を基にした実験系の構築、それから実際に映像情報
を送出 / 切替を行うといったことが実験のための重要要素
となる。これらのことを考慮した結果、実証実験構成を図
3 のようにした。4 章で述べた要素技術が図中に取り込まれ
ている。この章では前章の要素技術をどのように取り込み、
実験を成立させたかを述べる。

図 3 では主に二つのネットワークが相互に接続されてい
る構成がわかる。左側の青いエリアが NICT の光パス・パ
ケット統合ネットワークであり、右側の緑のエリアが AIST
の光パス・ネットワークとなっている。その中央部には
NHK のスーパーハイビジョン送受信技術がセットされる。
これは相互接続点を協議した結果のトポロジー用語 7 であ
る。図中の青い接続線は光ファイバーを示している。また、
相互のネットワークのスイッチングのリクエスト方式はあらか
じめ定めた。同図右の黒い鎖線部のネットワークはすべて
秋葉原に置かれ、NICTの光パケット・光パス統合ネットワー
クへはその左端 NICT-EAST、NICT-WEST の装置を接
点に大手町、小金井、大手町と経由する。これによりネッ
トワークの制御環境が整い、映像配信実験（5.2 節）へ移
行する。
5.1　実験会場と実験系の構築

実証実験はどこでも可能なように思えるが、利用可能な
敷設光ファイバーを絞り込んでいくことを同時に行いながら
会場を決めた。4.2. 節で述べた研究開発テストベッドネッ
トワーク（JGN2plus）を使う必要があるので、適切な端局
を考える。JGN2plus の東端は東京都千代田区大手町にあ
り、それと産総研秋葉原事業所（東京都千代田区外神田）
までを一般商用光ファイバーで接続することで、比較的容
易にネットワークにできる結論に達した。産総研の主たる
事業所、茨城県つくば市まで接続することも不可能ではな
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かったが、この時、研究開発テストベッドネットワークのつ
くば市までの延伸がなかったことと、デモ実験とシンポジ
ウムの併設が決定されていたので、利便性の高い産総研秋
葉原事業所が選ばれた。大手町―秋葉原間は見通し 1 ～
2 kmであるが、利用した光ファイバーは 9.8 km の距離が
ある。これは利用できる敷設光ファイバーがビルの特定の
フロアに上っていたり、そこから地下の共同坑に取り込まれ
たりしているためである。大手町―秋葉原間の光ファイバー
線路が確保されたので、あとは JGN2plus 西端が NICT（小
金井）に存在することからそのまま NICT へ接続し、その
範囲を実際のネットワークに仕立てた。この間の距離は約
42.7 km あり、往復で 105 km の距離を秋葉原から利用で
きる。したがって、実験会場は NICT（小金井）と AIST
（秋葉原）の 2 ヵ所となった。この距離間隔は一つの都
市間を繋いでいるネットワークのモデルとして適度なものと
なった。大きな課題は、この実験で用いる最も高速な 43 
Gb/s 光変調信号による通信を成立させることであった。そ
のために私達が開発した高速自立制御型可変分散補償器
によって 105 km の光ファイバーから受ける波長分散による
波形劣化の影響を完全に補償することを計画した。ところ
が、光ファイバーの 0.2 dB/km 以上の伝送損失および光
コネクタ・部品による損失が事前に明らかでなかったため、

受信器に合う光S/N比に入るかどうかが不確定であった。
そのためトポロジーを簡略化し、伝送の難易度を下げるよ
うなバックアッププランを映像配信実験用に用意して臨ん
だ。

デモ実験の場所は産総研秋葉原事業所のフロアの一部
に図 4 のように設定された。ハードウエアはおおよそ要素
技術別に配置されている。図 3 との対応をとっているが、
実際はこの図4が先に設計を完了している。限られたスペー
スにおいて装置の大きさや接続の利便性が優先していった
結果、レイアウトが不都合のない形で定まった。図 4 のよ
うに実際のハードウエアが準備されたところで、機能ブロッ
クごとにデバイス・装置を接続していく。実験系の構築に
おいてはこの接続のプロセスが最も重要でミス接続や巨大
な通信線路損失は許されない。スイッチのポートテーブル
を用いて正確にかつ適正な信号レベルで行う。
5.2　映像配信実験

このデモ実験のハイライトの一つは、最も高速な光変調
信号でかつ 105 km の伝送距離のある 43 Gb/s パスの通
信が成立するかであった。図 3 中の赤線で示した通信パス
である。このパスをビットエラーレートテスタで試験すると、
光信号強度を上げてもエラー無し状態にならず、スーパー
ハイビジョン映像に乱れや瞬断が起こる懸念があった。し

図3　光ネットワーク合同接続実験概要図
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かし適切な光パワーで実際の受信装置に接続すると、その
装置の信号誤り訂正機能により通信が成立した。信号誤り
訂正機能は特別なものではないが、構築した伝送距離 105 
km の 43 Gb/s パスが誤り訂正可能範囲内に入ることは実
験によってのみしか確認できず、映像配信実験の一つの大
きなポイントとなった。

長距離・高速の通信パスが確認された後は、公開デモ
実験として見ていただくシーンをどのように作り込むかと
いったことがむしろ課題であった。この点はネットワーク・
ストレージ資源管理技術を扱うNTTと入念に話し合われ
た。これをデモシナリオと呼んだが、大規模な実証実験ネッ
トワークを組みながらすべての要素技術が実際に機能する
ようにデモシナリオを組まなければ、要素技術の存在の意
味が薄れるからである。実行したデモシナリオはストレー
ジ管理装置を含めた映像の予約とその制御、ノード装置の
映像を含めたプロテクション動作、NICT 光パケット・光
パス統合ネットワークとの協調、スーパーハイビジョンの予
約配信である。

デモ実験は2010 年 8月25日に開催された第3回「光ネッ
トワーク超低エネルギー化技術拠点」シンポジウムの中で
実施された。表 2 が当日のデモシナリオの流れである。約
30 分間ですべての要素技術が連携し網羅されるように構
成している。デモシナリオと図 3 とを合わせて見てみると、
デモ 1 によりネットワーク・ストレージ総合資源管理をベー
スに視聴者A-1、A-2 からのコンテンツリクエストに対応し、
コンテンツが保存されているサーバーと視聴者を結ぶ光パ
スとを最適化し HD 映像が送信されることが示された。デ
モ 2 では、ダイナミック波長資源管理装置を経由して視聴

者 C のリクエストであるサーバー D 中のコンテンツ D を配
信する形式に加えて、トランスポンダ故障時のプロテクショ
ン動作も行われた。デモ 3 では、視聴者 B、D からのスー
バーハイビジョン映像リクエストを想定して、長距離伝送と
シリコンフォトニクス・スイッチを含めた光パスを設定し、
高精細映像情報が異種ネットワークを問題なく通過するこ
とも確認された。図 5 に公開デモ実験の様子を示す。中央
に見える 3 台の小モニターが左から視聴者 C、A-1、A-2
と対応する。3 台の小モニターの右の大画面がネットワーク・
ストレージ総合資源管理画面である。

6　結果の評価と将来への展開
5.2 節のデモシナリオを使ってすべての要素技術が連携

することが実験で確認された。そして 3 章で述べた三つの
ポイント、A.さまざまな通信レートを同時にネットワークで
取り扱いそれらをネットワーク上で管理し、リクエストに応
じたサービスの判断によって実際のネットワークを切り換え
て配信できること、B. 実際に敷設された光ファイバーで生
じる非線形応答を補償し、通信が成立することおよび異な
る要素で構成された別のネットワークとも相互に接続が確
立すること、C. 低消費電力で実現すること、が示された。

また、動作状態において特定のネットワークノードの消費
電力計測を行い、結果を予測値と共にまとめたものが図 6
である。コアルータを使ってデモ実験で使用した機器と同
等数のスイッチポートとノードを組み上げると仮定すると、
光増幅器を含めて 13.4 kW 程度となることが予測される。
デモ実験におけるサーバー等を除いた電力は Tb/s への拡
張性を残して 1.5 kW であった。計測の電源回路から分別

図4　秋葉原会場レイアウト

表2　デモシナリオと要素技術

図5　公開デモ実験の様子
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デモ３ ： 予約によるスーパーハイビジョンの映像配信（NHK）および
異種ネット間接続、シリコン光スイッチ、可変分散補償

(b), (c), (d)NICTデモ ： 光パケット・光パス統合ネットワーク

(e), (h), (i), (j)デモ２ ： プロテクション（次世代ROADM技術）

(a), (e), (j), (n), (p)デモ１ ： ストレージ管理装置を含めた映像の予約とその制御
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することのできないオフィス機器の電力が一部含まれたた
めに装置群の定格を積み上げた値より若干大きな数値に
なったが、基本的に電力の値は大容量通信データを詰め
込んでいけばいくほど省エネルギー効果が顕著に得られる
ことがわかった。具体的にはシリコンフォトニクス光スイッ
チが実現されポート当たりの伝送レートが 100 Gb/s となれ
ば現状と比べると 1,000 倍の電力効率が得られる見通しで
ある。今後予測される高精細映像情報のような通信需要増
に対しても、電力の伸びを抑えられる点で適度な低電力化
が達成されたと考える。光パス・ネットワークにより通信ネッ
トワークの低消費電力化に貢献可能である。

光パス・ネットワーク構築をスタートさせて初めて明らか
になることが複数あった。ネットワーク接続の基本となる
OSI モデル用語 8 からみると、レイヤ間連携が複雑になった
ということが第一にあげられる。これは物理層がスイッチ
で切り換わることに始まり、ブラウザのキャッシュがある程
度の映像を貯めながら表示させるといったところにまで、
複雑に絡み合う。メディアコンバータ用語 9 を使用している回
線ではそれ自身に対向するリンク連動機能が働いて資源管
理装置からの命令と異なる動きとなる等、一つ一つの光パ
スの通信確立に時間を割いた。デモ実験においてはレイヤ
間連携に関連する問題を一つ一つ解決し動作状態とした
が、よりスムーズに光パス・ネットワークを構築しその特徴
を最大限に発揮させるには接続標準化を含めたより具体的
なデモ実験・相互接続のような機会が必要になると考えら
れる。このような知見はデバイスからアプリケーションまで
の技術を持ち寄って実施する「垂直連携」がなければ得る
ことができなかった。

今後光パス・ネットワークにおいては、レイヤ間連携や送
受信機の光の波長や性能の違いを補償してくことが必要に
なる。この点については、光パスコンディショニング技術と
して AIST ネットワークフォトニクス研究センターにて研究
開発を進めている。

7　おわりに−この実証実験の意義
産業技術総合研究所、情報通信関連企業 5 社、情報通

信研究機構、NHK 放送技術研究所の共同で高精細大容
量映像時代を支える新しい光通信ネットワークの実証実験
を成功させた。各組織をまたがる垂直連携により、現在の
ネットワークを構成する装置群の消費電力、通信容量等の
限界を超える新しいネットワークの可能性を示せたことは有
意義であった。新しく開発された光通信向けの要素技術を
取り込んで、新しい映像情報サービスの一面を現実のもの
にできたことは光通信技術進化の一つの重要なステップで
あったと信じたい。

謝辞
デモ実験を進めるにあたりNICT および NHK の両機関

には多大なる貢献をいただいており、ここに感謝の意を表
したい。各社協働企業の皆さま方のご尽力によりデモ実験
が成功に導かれたことにお礼を申し上げたい。デモ設置・
立上に関して多大なる実働をいただいた、AIST 情報技術
研究部門工藤知宏グループ長をはじめとする、各要素技術
を担当した AIST 研究者各位に感謝する。最後に、AIST
一村信吾理事および石川浩センター長の指導・支援がなけ
ればこのデモ実験が実現しなかったことを付記したい。

図6　デモ構成における通信容量と消費電力（含予想値）
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PLC（Planar Lightwave Circuit）型光スイッチ：平面
光回路型の光スイッチ。PLCは石英系平面光導波路を
指すことが多い。
クロスバスイッチ：2入力、2出力の接続ポートを考えた
時、バー状態とクロス状態の二つのスイッチングステート
をもつスイッチを指す。ディジタルスイッチングが普及する
以前に電話交換機等で利用されていた電気スイッチ方
式からきている。近年では装置内部のCPUやメモリ間で
データをやり取りする時に経路を動的に選択する内部ス
イッチ素子を指すことが多い。
トランスポンダ：クライアント信号を収容し基幹系伝送
路に適したフレームフォーマット（OTN等）に変換し、任
意の波長で通信を行う光送受信装置。
トランスポンダアグリゲータ：これまでROADMが抱えて
いた光経路設定における波長制約および方路制約を解
消し、伝送路と光送受信装置（トランスポンダ）の間にお
ける光経路の再構成自由度を提供する装置。波長選択
性のある光導波路と光マトリクススイッチにより構成さ
れ、任意のトランスポンダが任意の波長で任意の光ファ
イバー伝送路と接続する光経路設定を可能にする。
Cバンド/Lバンド：光通信で使用される光の波長帯。Cバ
ンド（Conventional-band）は1530-1565 nmの波長帯、L

用語1:

用語2:

用語3:

用語4:

用語5:

用語説明
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査読者との議論
議論1　論文の背景
コメント（小林直人：早稲田大学研究戦略センター）

この論文は、ダイナミック光パス・ネットワーク実現のための
実証実験を行ったことが主なテーマですが、そもそもダイナミッ
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ク光パス・ネットワークとは何なのか、それを行うことによって
なぜ低消費電力の光通信が実現できるのか（なぜパケット通信で
は駄目なのかも含めて）、という説明が不足していると思われま
す。これらを記述して、専門外の読者の理解をも促すことを期待
します。

回答（来見田 淳也）
重要な説明ポイントのご指摘ありがとうございます。光パス・

ネットワークを明確にするために、第 2 章第 2 段落に次の文を加
えました。「「光パス・ネットワーク」と名付けた新しいネットワー
クを提案し、これらの問題を解決するべく研究開発を推進してい
る。特に大容量情報のリクエストに対し柔軟に光ネットワークを
スイッチし、光パスを動的に確保するネットワークを「ダイナミッ
ク光パス・ネットワーク」と呼んでいる。」また、第 2 章中に「こ
のような取り組みにより、高速データ通信が多数の電気信号処理
を介することなく実現され、大容量情報を低電力で扱うネットワー
クを構成することが可能となる。」を入れ、低消費電力光通信実現
性の理由について触れました。

また、多くの読者の方々に明確になるよう、第 1 章に「一方で、
このような高度な通信サービスの持続的発展性に付随する次章で
述べるような大きな問題点がある。」という文を挿入し、問題点を
次章で説明することを述べました。

コメント（立石 裕：新エネルギー・産業技術総合開発機構）
この論文のポイントは、大容量ネットワークの全光化による省

電力化、異種光ネットワークのシームレスな相互接続技術、これ
らをベースにした超大容量コンテンツの配信実装、を一つのデモ
で実証した、ということだと理解しますが、どこにブレークスルー
ポイントがあるのか、それをどのように解決したのか読み取れま
せん。まず、研究の背景と概要を、もっと整理してわかりやすく
提示して下さい。産総研 HP の当該実験に関するプレスリリース※

の方がより明快です。そのあとで、研究開発としての視点から、
重要なポイントを記述してください。現状では何をやったかは細
かく書かれていますが、「なぜそれをやらなければならないのか」
「実際に何が問題となり、それをどのように解決したのか」はあ
まり記述されていません。第三者に理解してもらうというスタン
スでご検討ください。

回答（来見田 淳也）
重要なご指摘ありがとうございます。まず概要に「現在の通信

ネットワークを構成する装置群の消費電力、通信容量等の限界を
超える新しい光ネットワークの実証のために、」という文章を加
え、1. はじめにの文頭に「インターネットを中心とした通信需要
の増加を背景に光通信の低エネルギー化が緊急の課題になりつつ
ある。」という文を付加し、研究の背景と概要を明確にいたしまし
た。

また、研究開発からの視点を充実させるべく、5.2 映像配信実験
の節にこのデモ実験のハイライトの一つである、最も高速な光変
調信号でかつ 105 km の伝送距離のある 43 Gb/s パスの通信を成
立させる、という内容を追記するとともに、第 3 章で触れました、
三つのシナリオの観点を A. B. C. とし、第 6 章と対応付けること
で整理しました。
※http ://www.aist .go . jp/aist_j/press_release/pr2010/
pr20100824_2/pr20100824_2.html

議論2　実証実験システムとその意義
コメント（小林 直人）

要素技術はよく書かれていると思いますが、実証実験システム
実現の部分とその成功によるこの研究の意義についての表現が弱
く、せっかくの大きな仕事の意義が読者によく伝わらない可能性
があります。そこで、

（1）第 3 章に示されたシナリオが、実際の実証実験でどう実現さ
れたのか、を第3章に示された内容、「（1）1 Gb/s、10 Gb/sといっ
た通信要素技術を共存させたネットワークを構成すること、

（2）実際に敷設された光ファイバーを使って構成すること、（3）
さらに全体としてはこれらに工夫をし、低消費電力で実現す
ること」の結果として明瞭に示すのがよいと思います。

（2）要素技術を統合して一つのシステムに組み上げたことは極め
て意義深いことなので、そこでの統合の困難さ、それを克服
できた理由等をもう少し詳しく記述するとよいと思います。

コメント（立石 裕）
5.1 節で、中間の光ファイバーの距離が細かく記述されていま

すが、それが実験にとってどのような意味があるのか説明がない
ので、どのように理解すればよいのか分かりません。実用的には
このくらいの距離で実装できれば十分ということを言いたいので
しょうか、それとも単に結果的にそうなってしまったのであって
技術的には特段の意味がないのでしょうか？いずれにせよ具体的
な数字を見ると、読者としてはその意味が気になります。

回答（来見田 淳也）
論文をよりよくできるポイントのご指摘ありがとうございます。

（1） 第 3 章で触れた、三つの視点を「そこで三つの観点から考
える。」という前置きの文とともに、A. B. C. として明確にし、第
6 章と対応付けを行いました。
（2） 5.1 節に光ファイバー線路の具体的な距離を説明しましたの

で、距離に対する高速通信の難しさに関連するストーリーを次の
ように加えました。「この距離間隔は一つの都市間を繋いでいる
ネットワークのモデルとして適度なものとなった。大きな課題は、
この実験で用いる最も高速な 43 Gb/s 光変調信号による通信を成
立させることであった。そのために私達が開発した高速自立制御
型可変分散補償器によって 105 km の光ファイバーから受ける波
長分散による波形劣化の影響を完全に補償することを計画した。
ところが、光ファイバーの 0.2 dB/km 以上の伝送損失および光コ
ネクタ・部品による損失が事前に明らかでなかったため、受信器
に合う光 S/N 比に入るかどうかが不確定であった。そのためトポ
ロジーを簡略化し、伝送の難易度を下げるようなバックアッププ
ランを映像配信実験用に用意して臨んだ。」

また、上記に対応すべく、このデモ実験で克服できた重要なポ
イントを 5.2 節に次のように明記いたしました。「このデモ実験の
ハイライトの一つは、最も高速な光変調信号でかつ 105 km の伝
送距離がある 43 Gb/s パスの通信が成立するかであった。図 3 中
の赤線で示した通信パスである。このパスをビットエラーレート
テスタで試験すると、光信号強度を上げてもエラー無し状態にな
らず、スーパーハイビジョン映像に乱れや瞬断が起こる懸念があっ
た。しかし適切な光パワーで実際の受信装置に接続すると、その
装置の信号誤り訂正機能により通信が成立した。信号誤り訂正機
能は特別なものではないが、構築した伝送距離 105 km の 43 Gb/s
パスが誤り訂正可能範囲内に入ることは実験によってのみしか確
認できず、映像配信実験の一つの大きなポイントとなった。」

議論3　垂直連携とその概念
コメント（小林 直人）
「垂直連携」はこの仕事の最も価値のある点の一つだと思います

ので、図とともに簡単な説明を入れた方がよいと思います。

回答（来見田 淳也）
ご指摘ありがとうございます。図 1 を挿入してそれに対する説

明を次のように加えました。「図 1 がその概念図である。光スイッ
チをネットワークで活用するためには、アプリケーションに応じ
て光スイッチを制御するしくみが必要である。すなわち、高精細
映像サーバーやディスプレイを相互に接続、またビデオ会議シス
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テムを取り扱い、それらが光パスやストレージの情報を基に適切
に管理制御される仕組みである。さらにシリコン光パス・スイッ
チや波長資源管理技術も導入し、デバイスからアプリケーション
まで個別に開発される技術を集約し実現する垂直連携が欠かせな
い。」

議論4　結果の評価
コメント（立石 裕）

第 6 章ですが、シンセシオロジーとしては重要なポイントであ
るにもかかわらず、記述が不十分です。実験で発生した具体的な
課題の意味とそれをどのように解決したのか、さらにはそれが今
後の展開においてどのような意義を持つのか等々。現状では、「実
験してみたらいろいろと想定していなかった問題が発生したが、
すべてその場で解決でき問題はなかった。」という、読者にとって
は何の情報もない、単なる結果報告になっています。

また、「消費電力 1.5 kW」の評価がありません。図 6 を見れば電
気信号処理に比べて大幅に削減可能なことは理解できますが、「ど
こまで減らせば実用上問題ないのか」「それに対して今回の結果は
十分なのか、それとも不十分なのか」等々の記述が必要でしょう。

回答（来見田 淳也）
5.2 節の映像配信実験の最初に、実験で発生した具体的な問題と

その解決のプロセスに関する文章を追加いたしました。このデモ
実験において最も高速な光変調信号でかつ 105 km の伝送距離が
ある 43 Gb/s パスの通信が成立する過程を記しました。

また第 2 章のはじめに、通信トラフィックと電力について次の
ように詳しく触れました。「この傾向が仮に 20 年続くとするとト
ラフィックは現状の 1,000 倍程度になる。その場合にはもちろん
電力効率もそれ相応の改善が望まれる。」これを軸にして、第 6
章で消費電力の評価を行うために次の文章を追加いたしました。
「コアルータを使ってデモ実験で使用した機器と同等数のスイッ
チポートとノードを組み上げると仮定すると、光増幅器を含めて
13.4 kW 程度となることが予測される。デモ実験におけるサーバ
等を除いた電力は Tb/s への拡張性を残して 1.5 kW であった。」、
「具体的にはシリコンフォトニクス光スイッチが実現されポート
当たりの伝送レートが 100 Gb/s となれば現状と比べると 1,000 倍
の電力効率が得られる見通しである。今後予測される高精細映像
情報のような通信需要増に対しても、電力の伸びを抑えられる点
で適度な低電力化が達成されたと考える。」
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Paper supplement:

【正誤表】
1．160頁右2.1(2)
原文；炭素繊維の端緒は1956年に米国のレーヨンを原料
として開発されたものである。
訂正；アメリカのW.F.アボットは1956年にレーヨンを原料
として炭素繊維を開発し、最初の特許申請を行った[1][14]。

2．162頁右2.4(1)
原文；東レ㈱が炭素繊維について本格的に生産を開始し
たのは1968年頃であり、
訂正；東レ㈱は1970年に事業化を決定し、進藤博士の特
許ライセンスを受け、1971年に炭素繊維の生産・販売活
動を開始した[15][16]。

この訂正に伴い、図1および図3をそれぞれ図1訂正および
図3訂正に訂正する。

 
3．163頁左2.5(1)
原文；・・少なからずあったようで、大工試への感謝が
「社史」などの形で表現されていることで一端を知るこ
とができる。
訂正；・・少なからずあったようで、それらが「社史」な
どの形で表現されていることで一端を知ることができる。

4．165頁左3.3
原文；「公には内緒で」技術指導を受けに来ていた。
訂正；技術情報収集活動の一環として来ていた。
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高松亨: 技術と文明, 12 (1), 2, 日本産業技術誌会誌 
(2000).
（160頁右2.1(2) 上記正誤表1）
http://www.fujimura-lab.mot.titech.ac.jp/class/
CASE05-03TORAY(1).pdf
青島矢一, 河西壮夫 (一橋大学イノベーション研究セ
ンター), 経済産業省「技術経営人材育成プログラム
導入促進事業」“東レ炭素繊維複合材料「トレカ」の
技術開発”3頁 (2005).
（162頁右2.4(1) 上記正誤表2）
東レ50年史, 199, 308 (1977).
（162頁右2.4(1) 上記正誤表2）
松井醇一: 講座: 炭素繊維の話その3 PAN系炭素繊維
の誕生−進藤とワットたちの研究, 強化プラスチッ

[14] 

[15]

 
[16] 

[17] 

[18]

[19]

[20] 

クス, 43 (8), 298 (1997).
（165頁左3.3 英国の炭素研究者は・・・PAN系炭
素繊維の研究を開始している[17]-[19]。）
進藤昭男: 特集; 日本イノベーション物語−軽く強
く伸びにくい「PAN系炭素繊維」−, 化学, 65, (1), 22-
25 (2010).
（[17]と同じ）
D. Swinbanks: Graphitic carbon copies, Nature , 
349, 97 (1991).
（[17]と同じ）
松井醇一: 講座: 炭素繊維の話その6炭素繊維の工業
化−東レ社の場 (1968年〜1979年), 強化プラスチッ
クス, 44 (1), 31 (1998).
（165頁右3.3 実際の製品が世に出る）
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【追加的解説】
この論文は、「概要」および「はじめに」に記述したとお

り、公的機関の研究成果が社会に認知され、産業界へ移
転されて産業変革につながっていった中で、イノベーション
誘発の初期過程を、旧大阪工業技術試験所のマネジメント
および研究者の内面的動機や行動を中心に、可能な限りの
文献と当事者（この論文の謝辞に記載）へのインタビュー
に基づいて検証し、構造化を図ったものである。したがっ
て、PAN 系炭素繊維の開発の全過程に関する技術史では
ない。

1　大工試における「戦略的」な研究推進についての解説
160頁右2.1(2)原文；戦略的に発表されたと容易に考えら
れる。
「戦略的に発表」と記述したのは、“発表された”とい

う事実の裏には、行き当たりばったりではない戦略性が
あったと、当事者インタビュー等をもとに分析・推論し
ているものであり、発表という事実に関する著者の見解
である。

研究そのものについては、「個人の興味、関心に基づ
いてテーマが設定される」と随所に明確に記述してあ
る。これは、当時の上司（進藤研究者の場合、仙石）
の研究指導の一部であり、「人によって研究テーマの選
択や研究の進め方についての自由度は大きく異なって
いた」ことに由来する。また、進藤；「炭素繊維の開発
も新聞記事を見たことによる偶発的なものである」、と
いうこともこの論文で明確に記述してある。このように
テーマ設定や新たな発見等はむしろ研究者個人の自律性
や新聞報道等による偶発性に依存するものであり、「研
究開発は戦略的・計画的になされる」との近年一般的に
言われているMOT的論評とは明確に一線を画している。

この論文で取り上げたモデルにおける「戦略」とは、
研究開発の初期段階における個人またはグループの自発
的な行為を包含し、その行動や成果の普及を組織が阻害
せず、逆に激励・発展させる諸施策（知財確保の奨励
等）がなされることを言っている。つまり、研究という
個人の自発的行為と組織の戦略性とは二律背反ではな
く、両立しうるもの、さらに言えば両立させてこそイノ
ベーションが加速されるということがこの論文の主張で
ある。

研究成果をあげるためのマネジメントの背景の例とし
て、161 頁左 2.2「大工試がインフラ整備、人心の鼓舞
を図っていた。」との記述は、「大阪工業技術試験所 50
年史」[11] の記述を基に、関係者へのインタビューによ
り確認したものである。上記文献には、同所の研究発表

や特許出願数の急増、放射化学実験室の建設、技術相談
所の開設、大仁（大阪）から池田への集中化構想等の事
実が記されており、これを根拠としている。さらに、
161 頁左 2.2「組織的な取り組みを企図していることが
うかがえる」との記述は、昭和 34 年（1959 年）度「大
阪工業技術試験所年報」[9] の記述にあるとおり、「炭素
材料研究」の中に「繊維状黒鉛の研究」が、組織（大工
試）として設定されていることを根拠としている。

また、特許出願に関しても学会発表の前に申請すると
いう原則は守られている。国研や大学で特許の重要性が
認識され始めたのはいわゆる日本版バイドール法と呼ば
れる「産業活力再生特別措置法（第 30 条）」が施行され
た 1999 年以降である。これによって、公的機関による知
財実施が活発化され、知財の重要性が飛躍的に高まった。
戦後間もない1950年代および60年代で“パテント・ファー
スト”の原則が実行されていることは特筆に値する。著
者はそこに着目しており、それを組織的戦略と個人の自
発性とが両立する一つの証左と分析するものである。

2　イノベーションへの迅速展開に向けた行動について
の解説
163頁左2.5(1)
原文；企業研究者にとって日常の会話から得た技術情報を
自分自身の思考展開で眼前にある課題解決または新規提案
にこぎつけてある程度の成果が得られた場合、往々にして
当該成果に繋がった種は大工試にあることを言わないで社
内説明展開を行ったようだと著者の一人は聞く。

この論文の表現においては、「大工試側から日常の会
話を通して得た情報に基づいて企業研究者が独自努力を
して得た成果」に限定された文脈になっていること、ま
た、それを問題にしているものではなく、得た情報をヒ
ントにセレンディピティー的発想があった場合にその成
果の背景には大工試情報（貢献）があるということを必
ずしも社内で明示してくれていないのではないか、とい
う当時の大工試側の一般的な認識を述べている。何らか
の原情報をもとにイノベーションに繋がる発想や研究展
開があった場合、結論だけの報告ではなくその場の議論
の展開において、発想に至った原情報や思考展開プロセ
スも併せて紹介したほうが意見交換の幅が広がり、上乗
せの展開の可能性が期待できるからである。

3　イノベーションにおける「死の谷」の軽減について
の解説
163頁右2.5(2)
原文；先発グループと第2グループ
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これは著者が整理のため便宜的に分類したものであ
り、読者が理解しやすいようにしたものである。特に材
料研究にありがちであるが、先行している材料より良い
ものを探したけれども結果的には見つからなかった、と
いう新材料開発における裏を取る作業の必要性を述べて
いる。（進藤博士ほか関係者へのインタビューで得られ
た情報に基づく。）

新しい材料が発見され、社会に認知 ･ 賞賛されるよう
になったあと、性能的にもコスト的にも、信頼性や耐久
性においても、発表された材料が他材料に比べ競争力
において真にベストなものかどうかを確かめる必要があ
る。もちろん、発表側でそのような調査は済ませている
はずであるが、その材料の製造プロセスや用途適用等を
考えると、さらなる検討が要求される。発想の異なる同
業他社、異業種社等が商機を窺い研究に参入する。材料
に対する規格が定まっていない場合、その可能性を求め
てさらに多くの企業が関心を寄せる。こういう状況は、
広い意味で「死の谷」の概念に含まれる。この論文にお
いては、先発グループと第 2 グループという用語は、こ
の段階を説明するために導入したものである。「製品」
を定め、世に出しつつある企業を「先発グループ」、関
心を持ち商機を別途見つけようとする企業を「第 2 グ
ループ」とした。「第 2 グループ」は当該分野の層を厚
くするために必要であるが、意図した結果がでなかった
という実績が残ることも多々ある。これらのネガティブ
情報は世に出ることなく死蔵の一途をたどる。一般に、
一研究者、一企業のカバーできる範囲はいつの世でも限
定された範囲に留まることは否めない。そこで、イノベー
ションの達成を目指して、困難性の高い注文と思われる
が、たとえば国としてこの「死の谷」を効率よく越える
仕組みづくりが期待される。

これに対する試み、または見直しとして、その効果は
部分的であるが、164 頁右 3.2(2) に記載のとおり国立研
究所として「研究の進展に応じて成果の社会への出し方
（特許、論文、報告会等）と産業界へのコンタクトを考
えていた。さらに、成果にはずみをつけるため、成長に
併せて研究費の規模をコントロールする方法もうまく
使っている」ということに著者らは注目した。大工試は、
進藤研究室を誕生させ、新たな研究者を参画させたこと
も、その裏づけと言える。これは大工試内での組織的研
究マネジメントであり、企業も含めた組織的な（システ
マティックな）研究を実施したということを記述してい
るわけではない。

昨今言うところのイノベーション ･ ハブに似せた「企
業との日常的交流」（164 頁右 3.2(2)）も上記の目的に役

立つ可能性がある。当時の状況は、このようなことを意
図していたかどうかははなはだ疑問ではあるが、現在の
研究機関において企業研究者が自発的に国立研究所に出
入りし、ダイナミックな議論がより多く交わされるよう
なことがあれば「死の谷」を乗り越えるための時間が多
少なりとも短縮されることが期待される。

4　PAN系炭素繊維の開発者についての解説
165頁左3.3
原文；英国の炭素研究者は1963年の米国炭素会議におけ
る進藤博士の発表によってPAN繊維を炭素繊維原料に
することの有用性を認識してPAN系炭素繊維の研究を
開始している。

以下の参考文献を追加し、この記述の根拠とする。
文献 [17] に、「進藤の研究成果は 1963 年 6 月に開催さ

れた米国炭素会議で発表され、これが契機となって欧米
における PAN 系炭素繊維の研究が進められた」との記
述があり、さらにその下部の文章には、「英国 RAE が
PAN 系に着手した理由は、進藤の発表に触発されたと
しか考えられない」の記述がある。

文献 [18] の 24 頁左にも同様な記述がある。文献 [19]
においても次の記述がある。「W. Watt et al. , Nature 
213, 690-691 (1967) and Nature 220, 835 (1968); referenced 
Shindo’s earlier work, and PAN carbon fibres were first 
made by Shindo and・・」

5　最初の発明からイノベーションに至る年月について
の解説
165頁右3.3
原文；実際の製品が世に出る10年以上前から技術移転が
行われている。

ここでいう実際の製品が世に出た時期とは、文献 [20]
に「炭素繊維強化プラスチックを使った釣竿やブラッ
クシャフト（著者注 ; 実際の製品）は 1972 年頃から世
に知られるようになった。」と記述されているように、
1972 年を想定している。一方、進藤らが日本カーボン
㈱と松下電器産業㈱に対して行った ｢黒鉛繊維の製造方
法｣ という名称の「技術指導」は 1960 年であり、時間
関係は原文のとおりである。

この論文の趣旨は、最初の発明（1959）から、真に役
に立つもの（製品）に到達するまでには、一研究者の努
力だけでなく、多種・多大な研究と労力および長い年月
が必要である、というイノベーションの困難さを表現す
るものであり、技術史の年表のような厳密さで 10 年を
表現しているものでない。
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赤松　科学的発見という基礎研究の成果を発表する通常
の学術論文誌とは異なり、シンセシオロジーでは「研究のシ
ナリオを書いてください」とお願いしています。そういうこれま
でとは異なる視点で論文を書く中で、あらためて気づいたこと
や得られたものがあるのではないかと思い、発刊 3 周年を記
念して著者の皆さんと吉川最高顧問においでいただきました。

最初に、自著論文の概要と執筆時の感想をお話しいただ
けますか。

自著論文で表現したかったこと
駒井　私の論文は「土壌・地下水汚染のリサイクル技術」

という、環境・エネルギーと地質の二つのの領域にまたがる
研究です。大気や地表水のリスク評価に比べて土壌や地
下水のリスク評価の方法論は世界でも確立していなかったの
で、それらの汚染が人の健康に与えるリスク評価技術を開発
したというものです。

実は、普通の論文とどこが違うのかというのを自分でもあま
りわからないまま、時系列的に書き上げて、最終的にはそれ
を構成的に非常にスマートにまとめたつもりでいたのですが、
小野副理事長と富樫評価役に査読いただいた結果が散々で
して「これではわからない」（笑）。時系列、やめました。書
きたかったのは「こういうメンバーがいて、こういう構成があ
れば製品化できる」、その 1 点だけです。これまでの論文誌
は、そういうものを全部はぎ取って論理だけを書いていますの
で、一般読者がよくわからないと思うのです。学術論文ももち

ろん重要ですが、こういう構成を中心としたスタイルもこれか
ら重要になってくるのではないかと思います。

諏訪　私のテーマは「循環発展的なプロジェクト構造のバ
イオインフォマティクス戦略」という、2001 年からのデータベー
ス作りとそれを使った共同研究の話です。2001 年にヒトゲノ
ムが解読されるというエポックメーキングな事件があったので
すが、そのゲノム配列の中から、ヒトの細胞膜内で、外から
受けた刺激の情報を細胞内部に伝える創薬の重要な標的タ
ンパク質の遺伝子、GPCRを網羅的に探し出し、その機能
解析を行うための計算パイプラインを作りました。そしてその
応用結果を機能解析総合データベース（SEVENS）として
練り上げました。研究のはじめからデータベース公開というい
わゆる製品化までは 2 年でしたが、この成果がその次の要
素技術になって、そこから大きな共同研究が循環的に次々に
広がって行ったという内容を書きました。バイオインフォマティク
スという分野は、結果が出るまでが比較的短期間でして、し
かも何を対象として選んでもいい分野なので、機動的に動くこ
とができて、いろいろな共同研究者と次々に話を発展できたと
思っています。

論文を書くに当たって一番困ったのは「研究シナリオを示
す」というところです。私はこの研究の中で、自分でシナリオ
を描いた記憶は一切ない（笑）。描いたとすれば最初の 1
～ 2 年で、そこから先は自然発展的に物事が進んできて、
それにのっかってきたという感じなのです。ただ、結果的には

今年でシンセシオロジー創刊から 3 年が経ち、今回も著者による座談会を開催いたしました。執筆により得られたもの、
またシンセシオロジーの特徴の一つでもある査読者との議論への感想もお聞きしております。

吉川 弘之

赤松 幹之
駒井 武
諏訪 牧子
木下 佳樹
渡利 広司

中村 安宏
脇田 浩二

編集委員、科学技術振興機構
研究開発戦略センター、産総研
編集幹事、産総研
地圏資源環境研究部門
生命情報工学研究センター
組込みシステム技術連携研究体
イノベーション推進本部
イノベーション推進企画部
企画本部
地質調査情報センター

座談会出席者

シンセシオロジー編集委員会
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化人類学者の川喜田二郎さんが提唱されていた言葉です。
「帰納法、演繹のほかにアブダクションが大事」ということ
で、本格研究を進める上でアブダクションのプロセスも大事な
のではないかということをこの論文に記しました。

渡利　「セラミックス製造の省エネプロセスの確立」とい
う非常にシンプルなタイトルで論文を投稿させていただきまし
た。企業で稼働しているセラミックスの製造プロセスを対象と
した研究開発についてまとめたものです。研究のポイントはバ
インダー技術で、バインダーとセラミックス製造のエネルギー消
費の関係性を理解し、新しいバインダー技術で製造の省エネ
化を図りました。

論文を書くに当たって、民間企業との成果を果たして書い
ていいのかという、自分自身の戦いがありました。ただ、書き
進んでいくうちに、どういうふうに自分たちが考えてシナリオを
作ったのか、どういう要素技術によってどんなものを抽出して
できたのかという、ストーリー性が非常に大事だということが分
かり、どうにかまとまったという感じです。

そして、難しい研究課題や社会のニーズでも、課題と構成
要素を明確化することによってほとんど解決できるのではない
か、ということがわかりました。企業との共同研究をして、こう
いうふうな形でシンセシオロジーにまとめられたというのは、私
にとって非常に名誉だったと思っています。どうもありがとうご
ざいました。

中村　私の論文は「ものづくり産業の国際競争を支援す
る電気標準」です。例えば、「ものの寸法」は、物差しを
作っている企業が責任を持ってその精度を保証するわけです
が、その企業は定期的に、社内の標準器を校正機関に持ち
込んで社内基準がずれていないかを確認します。その校正
機関はもっと上位の機関に、自らの標準器を校正してもらうと
いうことで、最終的には国の標準へ繋がっています。このよう
にいろいろな物理量には、それぞれに必ず「国の計量標準」
があるのですが、現在、およそすべての計量標準は産総研
が実現し、維持管理と産業界への供給を行っています。で
すから、私たちの使命は、国家計量標準を実現し、産業界

非常に最短コースを歩んでこられたと思っています。
通常の論文は、すべて終わった後で、一番きれいに見せ

るために最適化したものを書くわけです。駒井さんは「時系
列をやめて構成し直した」とおっしゃられましたが、私の場合
は時系列そのものが新たな発展を生んでいったので、その時
系列が重要だと思っていました。それと、普通の論文に書け
ないことは失敗談と思うのです。「失敗しました」と言ったら、
あと通らなくなる。この論文誌では、失敗したからこそ、次の
展開につながるのだという議論ができるところが面白いと思い
ました。

あともう一つ、困ったことといえば、異分野の方にわかりや
すく説明しなければいけないということでした。赤松さんに査
読をいただいたのですが、「こんなのでは全くわからない」と
（笑）。すべての分野の人にわかるような用語を使うこと、
これは苦労しました。

木下　タイトルは「臨床情報学のための野外科学的方法
－技術移転の方法論に向けて－」です。重厚なキーワード
を並べましたが、昨年 3 月までの 6 年間、システム検証研究
センターで活動してきた技術移転活動について記したもので
す。システム検証というのはソフトウエアシステムのバグ、つま
り障害を見つけたり、修復したりする技術です。私どもは産
総研に改組される以前の電総研ではプログラミングの意味論
に関する理論研究をやってきたのですが、産総研になって、
そういうアカデミックな研究をしているものが、どのようにして社
会に貢献するために、やるべきことはシステム検証である、と
考えました。しかし、意味論研究から産業でのシステム検証
活動への貢献までを、ウォーターフォール式に順にたどってい
たのでは日が暮れてしまう。そこで、アカデミックな研究と技術
移転を並行して行っていく、という活動を試みました。大学の
先生も、教育と研究の両方をやっておられて、研究内容がそ
のまま教育に結びついているわけではないけれども、そのお
かげでうまくいっていることもたくさんある。私達も研究と技術
移転・産学連携を並行してやってみようと考えました。“臨床”
という言葉は、システム検証とお医者さんの診断の類推をし
て医学から借りてきた言葉です。また、“野外科学”は、文

木下 佳樹 氏 中村 安宏 氏
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において計量の正しい値を保証し、これを通して我が国のも
のづくり産業の国際市場での展開を側面支援することです。
コンデンサ（キャパシタ）は我が国の主要産業の一つですが、
最近、大容量のコンデンサが蓄電池用として期待されていま
す。また、キャパシタンス標準の精度に対する要求レベルも高
くなっています。キャパシタンスの国家標準は昔からあったの
ですが、今のニーズに合ったキャパシタンス標準を新たに開
発し、それを校正事業者を通して世の中に供給したことを書
きました。

「シナリオを書け」と言われると、どうやってここまで来たの
かを振り返らなければいけない訳ですが、そもそも国家標準
は最高精度の標準になりますので、どこまでも高い精度が良
いわけです。何となく世界のトップを目指すという感じでやって
きたのですが、産業ニーズや、世界の他の国々の標準と見
比べ、最短時間で、しかもリーズナブルなコストで実現できる
スペックがどんなものかということが、論文を書いていて自分
の中に整理できました。

もう一つは、供給した標準が産業の現場の方にうまく届い
ているのかということです。産業現場では時間とコストの問題
がより厳しくなってくるので、「国家標準レベルの精度は産業
現場では要らない、精度は多少悪くても、もっと簡便に、もっ
と安く、もっと早く供給して欲しい」という話が出てくる。そこで、
シナリオをもう一度見直して、次に必要な研究開発をしたとい
う、実際を追う形でストーリーを書きました。

脇田　「シームレスな 20 万分の 1 の日本地質図」というタ
イトルですが、シームレスとは継ぎ目がない状態を指します。
産総研地質情報総合センターの前身である地質調査所で
は、明治の頃は富国強兵の、第二次世界大戦後は復興の
鉱物資源探査開発のために地質図を作ってきました。その
後、地質情報もその利用目的があいまいになってきたという面
が若干あって、地質学も、例えば日本列島はどうしてできた
のか、この岩石や鉱物はどうしてできたのだろうというような、
産総研で言えば第 1 種基礎研究に集中していく形になりまし
た。私も入所以来、日本列島がどうしてできたかということを
真剣に考えて、ひたすらそのことの結果として地質図を出して

いた時期が長くありました。その結果、日本中の地質図がそ
れぞれの研究者のアイデアでバラバラにできてしまった。そこ
で、産総研発足後、ユーザーの利便性を考えた地質図のあ
り方を考えて、最新情報を用いて統一規格で作り直すこと、
境界を最新の知見でデジタル化してつなげるようにしようと、
シームレス地質図のプロジェクトを立ち上げました。地質図が
完成して数年たった段階も利活用が進んでいますが、その
基本理念と作るプロセス、波及効果と反響等について書いて
います。データベースをどうやって作ったかとか、社会にどう
やって役立ったかというような論文はどこにも載せるところがな
いので、いいチャンスだったと思います。昔、実学だったもの
がピュアなサイエンスになって、また実学に戻りつつあるという
時期に、こういう活動をして、それを論文で発表させていた
だいたということで大変ありがたく思っています。

論文執筆によって得られたもの
赤松　自分であらためて見直して、ストーリーなり、シナリ

オが実はあったのだということに気がつくということが共通に
起きているのではないかと思います。それがどういうふうに次
に生かされているだろうかということに私は関心があるのです
が、いかがですか。

中村　標準の場合、開発し供給することに視点がいきが
ちなのですが、研究室の人には、「標準が供給された後、
どう波及していくのかというところまで最初にシナリオとして考え
る」ということを言えるようになりました。

赤松　実際に普及させるプロセスが研究者の間で今まで
あまり共有されていなかったということですね。地質にも同じよ
うな印象を私は持っているのですが、いかがですか。

脇田　第 3 期に向けて次世代シームレスというプロジェク
トが立ち上りましたし、JIS や国際標準化との連携や GEO 
Grid のシステムの中での活用の広がりが出てきました。多く
の若手研究者を含めて、情報技術分野と連携して地質情報
をどのように利活用すべきかというユーザー志向が明確になっ

脇田 浩二 氏 赤松 幹之 氏
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たという上で、波及効果は大きかったと思います。

駒井　最終的には国家で標準となる方法論を開発して、
できれば法制度や社会システムの中に組み込んでほしいとい
う思いがスタートラインです。社会にいかに普及させるか、省
庁に働きかけて、お金をかけずに汚染問題を解決したい、こ
れはリスクマネジメントの鉄則です。

ただ、今、ものすごく苦労しています。製品化ができて、
社会的システムも回っている。問題は、そこから先の「コスト
とリスク」の関係でちょっと停滞気味です。第 3 期は経済モ
デルをやるのですが、「死の谷」の 2 回目を迎えているような
感じがします。

木下　アカデミックな研究と技術移転を並行仕様とした結
果、現場の研究員に非常に大きな負担がかかった場合もあり
ます。技術移転だけ、あるいはアカデミックな研究だけではな
くて、「両方必要だ」と主張したわけですが、個別の研究員
に対して過度の負担がかかった場合もあるようです。

赤松　木下さんがやられた現場のことを解決するための社
会学的な方法論に対して、あまり価値のないことではないかと
サイエンティストが思っている可能性があるのですね。それは
自然科学とは違う理論があって、学問の営みの一部だと理解
できることによって、気持ちが良くなるというか、つらさがなくな
るのではないかという気がするのです。

木下　社会学的、自然科学的の対照の他に、クオリタティ
ブ（質的）な議論とクオンティタティブ（量的）な議論がある
と思うのです。量的な議論ができればそっちのほうが精密な
議論ができるのでいいに決まっているわけです。しかし、どん
な量を測ればいいのかが明らかだとは限りません。そこをい
いかげんに決めて、その上に精密な量的議論を展開しても、
砂上の楼閣というものです。計算機科学では、異なる価値
の体系をいくつも相手にしなければなりませんので、量的な議
論に入る前に、どんな量を問題にするべきかという議論をする
必要のある場合が多いのです。そのような議論は必然的に

質的議論になります。質的な議論でもある程度精密なことは
言える場合もありますので、そういったことをもうちょっと強調し
たいと思っています。

駒井　今、私も一番悩ましいところは「社会的なアプロー
チ」です。リスク評価技術は科学的なアプローチなのですが、
一般の人にそのリスク評価の結果を受容していただけるかど
うかです。自治体や企業と話しているのは社会的な受容性
の部分なので、そういった分野にも産総研がこれから進出す
るのが私はいいと思っています。社会系の人をどれくらい採
用できるかという問題はあるのですが（笑）。

吉川　私も同じことを長年考えてきて、それで「設計学」
というのを作るわけですが、これまで、「設計は学問ではない」
と言われて、個別の設計者が作りっ放しだった。ですから、
蓄積もないし、物理学のように日進月歩にならないわけですか
ら、量的に表現できない、科学ではないと差別意識みたいな
ものを持って見られているわけです。それは広い意味でいう
と、理学部が偉くて、工学部は偉くないという構造になってい
るわけですね。結局、私は「クオリタティブな問題を科学に
する」方法を考えようとしたわけです。多くの問題が定性的
にしかできないということは、その問題は科学の対象として大
きな問題を抱えていて、それをやっている人は尊敬されるべき
なのですね。

木下　私は、物理学ではないものの、理学部出身なので
すけれど、私達の分野では定性的な議論をしようとするのは
むしろ理学部の人に多くて、工学部の人は計算機のパフォー
マンス等で定量的な議論をしがちです。定量的な議論が偉く
て、差別されるのは理学部のほうだったりします（笑）。

赤松　諏訪さんの場合は、量的に 1 個でゴールが決まる
のではなく、質的なものが入って循環的になっている。ある種
のスパイラルを起こさないと次に行かないという気がしたので
すが。

駒井 武 氏 吉川 弘之 氏
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諏訪　おっしゃるとおりです。質的なものは明確には説明で
きないのですが、確かに入っていて、その質のレベルが途中
で変わっていきます。ある時点で学問的なニーズがあって、
さらに世の中の時世の流れみたいなものがそこに混ざってくる
と、ある種のベクトルができます。そのベクトルに対してどうす
るかをそのつど考える。循環的に、もう1 回基礎に戻る、と
いうことが繰り返されるというイメージが強いです。

赤松　渡利さんは、ストーリー性が大事だと強調されてお
られましたね。

渡利　私は 2 年前からイノベーション推進室でいろいろな
プロジェクトを担当していますが、構成学の考え方はプロジェ
クトの立ち上げや、テーマを理解するのに非常に勉強になりま
した。最近、もう一つの活動として、企業との共同研究を進
めています。最近の傾向として、産総研職員と企業の人との
間で、共同研究テーマの提案がうまくできないのです。なぜ
かというと、お互いに持っている課題をもとに、それをうまくブ
レークダウンしていくような構成学を持たないからです。要素
技術のどれを選択するのか、どれを基礎研究のターゲットとし
て進めれば花開くかを考えます。相手のニーズを把握し、充
分にコミュニケーションを取りながらシナリオを作る等、一連の
構成学の考え方は技術を社会に出すためには必要と思いま
す。今の産総研にとっては構成学をつくるという学問が一番
大事なのかと感じました。

木下　企業の方と共同研究の相談をするとき、言葉が通
じないというか、半年ほどたったら実は全然通じていなかった
というような経験をもっています。

渡利　ターゲットをどれだけ絞り込んだ議論ができるかとい
う前準備の段階だと思うのですけど、産総研内でも語彙が難
しいですね。

赤松　シンセシオロジーに他の分野の研究者がわかるよう
に書くというのは、訓練になりますね。

渡利　普通は、他分野の研究論文を読んでもわけがわか
らないですが、シンセシオロジーを読むと流れがわかる。質
問を先に読むと、皆さんがどういう問題意識をお持ちで、どこ
がポイントかわかる。科学の知識を持っていたら、すべての
学問に対応できるというのがシンセシオロジーの論文のいいと
ころだと思います。

査読者との議論を通じて
赤松　査読者との議論が一つの特徴でもあるのですが、

査読者との議論の質はどうお感じになりましたか。

駒井　すごく勉強になりました。2 回ほどやりとりして、シナ
リオを作ったら明解になったので非常にありがたい経験だった
と思います。私のところは企業とのお付き合いがものすごくあ
るのですが、企業の人はものづくりとか製品化に対して真剣
です。産総研の研究開発は、製品化の最後のところまでい
くシナリオを書いていない嫌いがあると思っています。シナリオ
を書くことで研究プロジェクトや最短での製品化提案ができる
のではないかと思います。

諏訪　最初は、産総研の本格研究の枠組みの中で自分
の研究をどう説明するかを書かなければいけないと思ってい
たのですね。無理やりそれに合わせたら、ねじれがあって自
分もつらかったのですが、「設計したものを自由に披露してほ
しい」と言われて、気が楽になって書けました。私自身、自
分の研究を振り返ることが出来て勉強になりましたし、非常に
いい論文にさせていただきました。ただ、このような議論は産
総研の職員に対してだからできる話だと思うのです。今後、
産総研外の人へも論文投稿依頼を広げていかれると思いま
すが、普通の論文は査読でそんなにやりとりはしませんので、
それだけの時間的コストをかけてくださる産総研以外の方が
いらっしゃるのか、ということは気になりますね。

赤松　吉川先生、皆さんのお話を聞かれていかがでしょう
か。

諏訪 牧子 氏渡利 広司 氏
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吉川　駒井さんは、土壌・地下水汚染の新しいリスク評
価技術のみならず科学技術政策論まで踏み込み、システム
設計をやっておられる。渡利さんはセラミックス製造の省エネ
プロセスという大目的を実現するためにあらゆる分野の話が出
てきます。これを私は「超領域の設計」と言っているのです
が、一つ一つの研究が総合されて「構成」ができるのだろう。
諏訪さんは、生命科学と情報通信、ICT の合体したバイオイ
ンフォマティクスの中で幅広い研究が統合されている。木下さ
んの臨床情報学は、ある意味では構成学の設計そのもの、
構成の本質問題を議論している。中村さんは、グローバリゼー
ションも含めて標準の重要性が高まってきた背景もあり、広い
範囲の研究をされている。脇田さんのシームレスな日本地質
図は、これまで、知識ベースは研究論文にならなかったので
すが、その背後にある大きな問題を抽出したということ。

このように、シンセシオロジーで扱う科学には、多様な問題
の背後に、ある種の抽象的ではあるが、普遍的な構造があ
るのではなかろうかと思っているのです。第 1 種基礎研究の
方法論とは違う、それに匹敵するような、これが第 2 種基礎
研究だと言えるようなものが蓄積された論文群から抽出できる
のではないか。それが私の楽しみですね。

シンセシオロジーへの期待
赤松　最後に、シンセシオロジーというジャーナルへの期待

をお願いします。

木下　安全や信頼性を論じるときにはリスク評価が必ずあ
ること、それからディペンダブルな信頼性の高いソフトウエアは
こう作るべきである、という筋書きでやってきました。それ以上
の抽象的なレベルで考えたことはなかったのですが、今、吉
川先生がおっしゃった共通の構造が自分の目の前にあるよう
な気がしてきまして、この辺も追求してみたいと思いますし、
そういう方向をシェアしてくれるような著者が現れるといいなと
思っています。

諏訪　サイエンスという以上、再現性がなくてはいけませ
ん。こういうやり方をしたら何％成功したとか、失敗したとか、
結果と結びつけた上で研究の構造の分類をすると面白いと思
います。それと、世の中の流れや外部の環境とのインタラクショ
ンを考えて、その年代における研究集団の成果と、その後
の時系列変化に伴う再現性の変化を見られるといいですね。

赤松　社会状況の変化によって同じ方法で失敗するかもし
れないということですね。失敗を書いてほしいという話もときど
き聞くのですが、勇気が要りますね（笑）。

脇田　私達の分野で言えば、最近、「地質多様性」とい
うことを提案しているわけですが、そういうものを融合した形
で構成学として新しい学問を提案していく。それをやった結
果、また新たな失敗例、成功例の論文を出していくという道
もつくっていただければいいなと思います。

中村　標準は構成学においても共通インフラ的なところが
あるのかなと思いまして、自分でも感心しているところですが、
“標準”というキーワードで、他の分野との連携・融合が進
められると思います。

渡利　最近、産総研の中で「分野融合が重要だ」と言っ
ているのですが、社会の大きな問題はすべて融合化されて
います。せっかくの機会ですから、シンセシオロジーを書いた
人に実学をやってもらいたいです。ブレークダウンしていくと、
こんな研究要素があって、こういうプロジェクトができますよと
いうふうに実学に落とすことが次の課題かなと思います。

赤松　書いて偉そうなことを言っているだけではなくて、やっ
てみろということですね（笑）。

駒井　若手の研究者にこういった意識を持ってほしいで
す。連携講座で社会系の学生に講義をしているのですが、
去年から構成学の話を取り入れたら、すごく興味を持ってい
ます。全体の俯瞰や、構成をしっかりすることは社会科学と
しても、これから企業に行く人にとっても重要な部分ですの
で、若い人たちに普及することが大切だと思います。また、
イノベーションスクールで今年モデレーターをしたのですが、
ポスドククラスの特にシステム科学やバイオ系の人が興味を
持っています。

吉川　戦略プロジェクトは、明らかにシンセシオロジーの思
想に基づいてつくっているのだと思うのですが、それをもう少
し分析的にして、産総研の外にもアピールできるようになると
いいと思います。第 4 期科学技術基本計画では、課題解決
型イノベーションと言っているんだけれども、その方法論がな
いのですね。それを「ここにあり」ということをぜひ実証して
いただきたいと思いますね。

赤松　実践したことを基にして論文に書くだけではなくて、
その論文を書く中で得られたことを活かして再び実践しながら
実証していくことを目指していきたいと思います。きょうはありが
とうございました。
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編集方針
シンセシオロジー編集委員会

本ジャーナルの目的
本ジャーナルは、個別要素的な技術や科学的知見をいか
に統合して、研究開発の成果を社会で使われる形にしてい
くか、という科学的知の統合に関する論文を掲載すること
を目的とする。この論文の執筆者としては、科学技術系の
研究者や技術者を想定しており、研究成果の社会導入を目
指した研究プロセスと成果を、科学技術の言葉で記述した
ものを論文とする。従来の学術ジャーナルにおいては、科
学的な知見や技術的な成果を事実（すなわち事実的知識）
として記載したものが学術論文であったが、このジャーナ
ルにおいては研究開発の成果を社会に活かすために何を行
なえば良いかについての知見（すなわち当為的知識）を記
載したものを論文とする。これをジャーナルの上で蓄積する
ことによって、研究開発を社会に活かすための方法論を確
立し、そしてその一般原理を明らかにすることを目指す。さ
らに、このジャーナルの読者が自分たちの研究開発を社会
に活かすための方法や指針を獲得することを期待する。

研究論文の記載内容について
研究論文の内容としては、社会に活かすことを目的として
進めて来た研究開発の成果とプロセスを記載するものとす
る。研究開発の目標が何であるか、そしてその目標が社会
的にどのような価値があるかを記述する（次ページに記載
した執筆要件の項目1および 2）。そして、目標を達成する
ために必要となる要素技術をどのように選定し、統合しよ
うと考えたか、またある社会問題を解決するためには、ど
のような新しい要素技術が必要であり、それをどのように
選定・統合しようとしたか、そのプロセス（これをシナリオ
と呼ぶ）を詳述する（項目3）。このとき、実際の研究に携
わったものでなければ分からない内容であることを期待す
る。すなわち、結果としての要素技術の組合せの記載をす
るのではなく、どのような理由によって要素技術を選定した
のか、どのような理由で新しい方法を導入したのか、につ
いて論理的に記述されているものとする（項目4）。例えば、
社会導入のためには実験室的製造方法では対応できない
ため、社会の要請は精度向上よりも適用範囲の広さにある
ため、また現状の社会制度上の制約があるため、などの
理由を記載する。この時、個別の要素技術の内容の学術
的詳細は既に発表済みの論文を引用する形として、重要な
ポイントを記載するだけで良いものとする。そして、これら
の要素技術は互いにどのような関係にあり、それらを統合

するプロセスにおいて解決すべき問題は何であったか、そ
してどのようにそれを解決していったか、などを記載する（項
目5）。さらに、これらの研究開発の結果として得られた成
果により目標にどれだけ近づけたか、またやり残したこと
は何であるかを記載するものとする（項目6）。

対象とする研究開発について
本ジャーナルでは研究開発の成果を社会に活かすための
方法論の獲得を目指すことから、特定の分野の研究開発
に限定することはしない。むしろ幅広い分野の科学技術の
論文の集積をすることによって、分野に関わらない一般原
理を導き出すことを狙いとしている。したがって、専門外の
研究者にも内容が理解できるように記述することが必要で
あるとともに、その専門分野の研究者に対しても学術論文
としての価値を示す内容でなければならない。
論文となる研究開発としては、その成果が既に社会に導
入されたものに限定することなく、社会に活かすことを念頭
において実施している研究開発も対象とする。また、既に
社会に導入されているものの場合、ビジネス的に成功して
いるものである必要はないが、単に製品化した過程を記述
するのではなく、社会への導入を考慮してどのように技術を
統合していったのか、その研究プロセスを記載するものと
する。

査読について
本ジャーナルにおいても、これまでの学術ジャーナルと
同様に査読プロセスを設ける。しかし、本ジャーナルの査
読はこれまでの学術雑誌の査読方法とは異なる。これまで
の学術ジャーナルでは事実の正しさや結果の再現性など記
載内容の事実性についての観点が重要視されているのに対
して、本ジャーナルでは要素技術の組合せの論理性や、要
素技術の選択における基準の明確さ、またその有効性や
妥当性を重要視する（次ページに査読基準を記載）。
一般に学術ジャーナルに掲載されている論文の質は査読
の項目や採録基準によって決まる。本ジャーナルの査読に
おいては、研究開発の成果を社会に活かすために必要な
プロセスや考え方が過不足なく書かれているかを評価する。
換言すれば、研究開発の成果を社会に活かすためのプロ
セスを知るために必要なことが書かれているかを見るのが
査読者の役割であり、論文の読者の代弁者として読者の知
りたいことの記載の有無を判定するものとする。
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通常の学術ジャーナルでは、公平性を保証するという理
由により、査読者は匿名であり、また査読プロセスは秘匿
される。確立された学術ジャーナルにおいては、その質を
維持するために公平性は重要であると考えられているから
である。しかし、科学者集団によって確立されてきた事実
的知識を記載する論文形式に対して、なすべきことは何で
あるかという当為的知識を記載する論文のあり方について
は、論文に記載すべき内容、書き方、またその基準などを
模索していかなければならない。そのためには査読プロセ
スを秘匿するのではなく、公開していく方法をとる。すなわ
ち、査読者とのやり取り中で、論文の内容に関して重要な
議論については、そのやり取りを掲載することにする。さ
らには、論文の本文には記載できなかった著者の考えなど
も、査読者とのやり取りを通して公開する。このように査読
プロセスに透明性を持たせ、どのような査読プロセスを経
て掲載に至ったかを開示することで、ジャーナルの質を担
保する。また同時に、査読プロセスを開示することによって、
投稿者がこのジャーナルの論文を執筆するときの注意点を
理解する助けとする。なお、本ジャーナルのように新しい
論文形式を確立するためには、著者と査読者との共同作業
によって論文を完成さていく必要があり、掲載された論文
は著者と査読者の共同作業の結果ともいえることから、査
読者氏名も公表する。

参考文献について

前述したように、本ジャーナルの論文においては、個別
の要素技術については他の学術ジャーナルで公表済みの論
文を引用するものとする。また、統合的な組合せを行う要
素技術について、それぞれの要素技術の利点欠点につい
て記載されている論文なども参考文献となる。さらに、本
ジャーナルの発行が蓄積されてきたのちには、本ジャーナ
ルの掲載論文の中から、要素技術の選択の考え方や問題
点の捉え方が類似していると思われる論文を引用すること
を推奨する。これによって、方法論の一般原理の構築に寄
与することになる。

掲載記事の種類について
巻頭言などの総論、研究論文、そして論説などから本
ジャーナルは構成される。巻頭言などの総論については原
則的には編集委員会からの依頼とする。研究論文は、研
究実施者自身が行った社会に活かすための研究開発の内
容とプロセスを記載したもので、上記の査読プロセスを経
て掲載とする。論説は、科学技術の研究開発のなかで社
会に活かすことを目指したものを概説するなど、内容を限
定することなく研究開発の成果を社会に活かすために有益
な知識となる内容であれば良い。総論や論説は編集委員
会が、内容が本ジャーナルに適しているか確認した上で掲
載の可否を判断し、査読は行わない。研究論文および論
説は、国内外からの投稿を受け付ける。なお、原稿につい
ては日本語、英語いずれも可とする。

執筆要件と査読基準

1

6

5

4

3

2

研究目標
研究目標（「製品」、あるいは研究者の夢）を設定し、記述
する。

研究目標が明確に記述されていること。

研究目標と社会との
つながり

研究目標と社会との関係、すなわち社会的価値を記述する。
研究目標と社会との関係が合理的に記述さ
れていること。

要素の選択

研究目標を実現するために選択した要素技術（群）を記述
する。
また、それらの要素技術（群）を選択した理由を記述する。

道筋（シナリオ・仮説）が合理的に記述さ
れていること。シナリオ

研究目標を実現するための道筋（シナリオ・仮説）を科学
技術の言葉で記述する。

要素技術（群）が明確に記述されていること。
要素技術（群）の選択の理由が合理的に記
述されていること。

結果の評価と将来の
展開

研究目標の達成の度合いを自己評価する。
本研究をベースとして将来の研究展開を示唆する。

研究目標の達成の度合いと将来の研究展開
が客観的、合理的に記述されていること。

要素間の関係と統合
選択した要素が相互にどう関係しているか、またそれらの
要素をどのように構成・統合して研究目標を実現していっ
たかを科学技術の言葉で記述する。

要素間の関係と統合が科学技術の言葉で合
理的に記述されていること。

7 オリジナリティ 既刊の他研究論文と同じ内容の記述をしない。
既刊の他研究論文と同じ内容の記述がない
こと。

執筆要件 査読基準項目
（2008.01）
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　シンセシオロジー　投稿規定

1　投稿記事
原則として、研究論文または論説の投稿、および読者

フォーラムへの原稿を受け付ける。なお、原稿の受付後、
編集委員会の判断により査読者と著者とで、査読票の交換
とは別に、直接面談（電話を含む）で意見交換を行う場
合がある。
2　投稿資格

投稿原稿の著者は、本ジャーナルの編集方針にかなう内
容が記載されていれば、所属機関による制限並びに科学
技術の特定分野による制限も行わない。ただし、オーサー
シップについて記載があること（著者全員が、本論文につ
いてそれぞれ本質的な寄与をしていることを明記している
こと）。
3　原稿の書き方
3.1　一般事項
3.1.1 投稿原稿は日本語あるいは英語で受け付ける。査
読により掲載可となった論文または記事はSynthesiology
（ISSN1882-6229）に掲載されるとともに、このオリジナル
版の約4ヶ月後に発行される予定の英語版のSynthesiology 
- English edition（ISSN1883-0978）にも掲載される。この
とき、原稿が英語の場合にはオリジナル版と同一のものを
英語版に掲載するが、日本語で書かれている場合には、著
者はオリジナル版の発行後2ヶ月以内に英語翻訳原稿を提
出すること。
3.1.2 研究論文については、下記の研究論文の構成および
書式にしたがうものとし、論説については、構成・書式は
研究論文に準拠するものとするが、サブタイトルおよび要約
はなくても良い。読者フォーラムへの原稿は、シンセシオロ
ジーに掲載された記事に対する意見や感想また読者への有
益な情報提供などとし、1,200文字以内で自由書式とする。
論説および読者フォーラムへの原稿については、編集委員
会で内容を検討の上で掲載を決定する。
3.1.3 研究論文は、原著（新たな著作）に限る。
3.1.4 研究倫理に関わる各種ガイドラインを遵守すること。
3.2　原稿の構成
3.2.1 タイトル（含サブタイトル）、要旨、著者名、所属・連絡
先、本文、キーワード（5つ程度）とする。
3.2.2 タイトル、要旨、著者名、キーワード、所属・連絡先に
ついては日本語および英語で記載する。
3.2.3 原稿等はワープロ等を用いて作成し、A4判縦長の用
紙に印字する。図・表・写真を含め、原則として刷り上り6頁
程度とする。

3.2.4 研究論文または論説の場合には表紙を付け、表紙に
は記事の種類（研究論文か論説）を明記する。
3.2.5 タイトルは和文で10～20文字（英文では5～10ワー
ド）前後とし、広い読者層に理解可能なものとする。研究
論文には和文で15～25文字（英文では7～15ワード）前後
のサブタイトルを付け、専門家の理解を助けるものとする。
3.2.6 要約には、社会への導入のためのシナリオ、構成した
技術要素とそれを選択した理由などの構成方法の考え方も
記載する。
3.2.7 和文要約は300文字以内とし、英文要約（125ワード
程度）は和文要約の内容とする。英語論文の場合には、和
文要約は省略することができる。
3.2.8 本文は、和文の場合は9,000文字程度とし、英文の場
合は刷上りで同程度（3,400ワード程度）とする。
3.2.9 掲載記事には著者全員の執筆者履歴（各自200文字
程度。英文の場合は75ワード程度。）及びその後に、本質的
な寄与が何であったかを記載する。なお、その際本質的な
寄与をした他の人が抜けていないかも確認のこと。
3.2.10 研究論文における査読者との議論は査読者名を公開し
て行い、査読プロセスで行われた主な論点について3,000文
字程度（2ページ以内）で編集委員会が編集して掲載する。
3.2.11 原稿中に他から転載している図表等や、他の論文等
からの引用がある場合には、執筆者が予め使用許可をとっ
たうえで転載許可等の明示や、参考文献リスト中へ引用元
の記載等、適切な措置を行う。なお、使用許可書のコピーを
1部事務局まで提出すること。また、直接的な引用の場合に
は引用部分を本文中に記載する。
3.3　書式
3.3.1見出しは、大見出しである「章」が1、2、3、･･･、中見出
しである「節」が1.1、1.2、1.3･･･、小見出しである「項」が
1.1.1、1.1.2、1.1.3･･･とする。
3.3.2 和文原稿の場合には以下のようにする。本文は「で
ある調」で記述し、章の表題に通し番号をつける。段落の
書き出しは1字あけ、句読点は「。」および「、」を使う。アル
ファベット・数字・記号は半角とする。また年号は西暦で表
記する。
3.3.3 図・表・写真についてはそれぞれ通し番号をつけ、適
切な表題・説明文（20～40文字程度。英文の場合は10～20
ワード程度。）を記載のうえ、本文中における挿入位置を記
入する。
3.3.4 図についてはそのまま印刷できる鮮明な原図、または
画像ファイル（掲載サイズで350 dpi以上）を提出する。原則

投稿規定
シンセシオロジー編集委員会

制定　2007 年 12 月 26 日
改正　2008 年  6 月18 日
改正　2008 年 10 月24 日
改正　2009 年  3 月 23 日
改正　2010 年  8 月 5 日
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は刷り上りで左右15 cm以下、白黒印刷とする。
3.3.5 写真については鮮明なプリント版（カラー可）または
画像ファイル（掲載サイズで350 dpi以上）で提出する。ファ
イルタイプ（tiff,jpeg,pdfなど）を明記する。原則は左右7.2 
cmの白黒印刷とする。 
3.3.6 参考文献リストは論文中の参照順に記載する。
雑誌：［番号］著者名：表題，雑誌名（イタリック），巻（号），
開始ページ−終了ページ（発行年）．
書籍（単著または共著）：［番号］著者名：書名（イタリック），
開始ページ−終了ページ，発行所，出版地（発行年）．
4　原稿の提出

原稿の提出は紙媒体で 1 部および原稿提出チェックシー
トも含め電子媒体も下記宛に提出する。
〒305-8568
茨城県つくば市梅園1-1-1　つくば中央第2
産業技術総合研究所　広報部広報制作室内

　シンセシオロジー編集委員会事務局
なお、投稿原稿は原則として返却しない。

5　著者校正
著者校正は 1 回行うこととする。この際、印刷上の誤り

以外の修正・訂正は原則として認められない。
6　内容の責任

掲載記事の内容の責任は著者にあるものとする。
7　著作権

本ジャーナルに掲載された全ての記事の著作権は産業
技術総合研究所に帰属する。
問い合わせ先：
産業技術総合研究所　広報部広報制作室内

シンセシオロジー編集委員会事務局
電話：029-862-6217、ファックス：029-862-6212
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MESSAGES FROM THE EDITORIAL BOARD

There has been a wide gap between science and society.  The last three hundred years of 
the history of modern science indicates to us that many research results disappeared or 
took a long time to become useful to society. Due to the difficulties of bridging this gap, 
it has been recently called the valley of death or the nightmare stage (Note 1).  Rather than 
passively waiting, therefore, researchers and engineers who understand the potential of the 
research should be active.

To bridge the gap, technology integration (i.e. Type 2 Basic Research − Note 2) of scientific findings for 
utilizing them in society, in addition to analytical research, has been one of the wheels 
of progress (i.e. Full Research − Note 3).  Traditional journals, have been collecting much analytical 
type knowledge that is factual knowledge and establishing many scientific disciplines (i.e. 

Type 1 Basic Research − Note 4).  Technology integration research activities, on the other hand, have 
been kept as personal know-how.  They have not been formalized as universal knowledge 
of what ought to be done. 

As there must be common theories, principles, and practices in the methodologies of tech-
nology integration, we regard it as basic research.  This is the reason why we have decided 
to publish “Synthesiology”, a new academic journal.  Synthesiology is a coined word com-
bining “synthesis” and “ology”.  Synthesis which has its origin in Greek means integra-
tion.  Ology is a suffix attached to scientific disciplines.

Each paper in this journal will present scenarios selected for their societal value, identify 
elemental knowledge and/or technologies to be integrated, and describe the procedures 
and processes to achieve this goal.  Through the publishing of papers in this journal, re-
searchers and engineers can enhance the transformation of scientific outputs into the soci-
etal prosperity and make technical contributions to sustainable development.  Efforts such 
as this will serve to increase the significance of research activities to society.

We look forward to your active contributions of papers on technology integration to the 
journal.

“Synthesiology” Editorial Board 
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The period was named “nightmare stage” by Hiroyuki Yoshikawa, President of AIST, and historical 
scientist Joseph Hatvany.  The “valley of death” was by Vernon Ehlers in 1998 when he was Vice 
Chairman of US Congress, Science and Technology Committee.  Lewis Branscomb, Professor emeritus of 
Harvard University, called this gap as “Darwinian sea” where natural selection takes place.

Type 2 Basic Research 
This is a research type where various known and new knowledge is combined and integrated in order to 
achieve the specific goal that has social value. It also includes research activities that develop common 
theories or principles in technology integration.

Full Research  
This is a research type where the theme is placed within the scenario toward the future society, and where 
framework is developed in which researchers from wide range of research fields can participate in studying 
actual issues.  This research is done continuously and concurrently from Type 1 Basic Research (Note 4) to 
Product Realization Research (Note 5), centered by Type 2 Basic Research (Note 2).

Type 1 Basic Research
This is an analytical research type where unknown phenomena are analyzed, by observation, 
experimentation, and theoretical calculation, to establish universal principles and theories. 

Product Realization Research
This is a research where the results and knowledge from Type 1 Basic Research and Type 2 Basic Research 
are applied to embody use of a new technology in the society.

Note 1 

Note 2

Note 3

Note 4

Note 5

Edited by Synthesiology Editorial Board
Published by National Institute of Advanced Industrial Science and Technology (AIST)
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Synthesiology　Editorial Policy

Editorial Policy

Synthesiology Editorial Board 

Objective of the journal

The objective of Synthesiology is to publish papers that 
address the integration of scientific knowledge or how to 
combine individual elemental technologies and scientific 
findings to enable the utilization in society of research 
and development efforts. The authors of the papers are 
researchers and engineers, and the papers are documents 
that describe, using “scientific words”, the process and the 
product of research which tries to introduce the results of 
research to society. In conventional academic journals, 
papers describe scientific findings and technological results 
as facts (i.e. factual knowledge), but in Synthesiology, papers 
are the description of “the knowledge of what ought to be 
done” to make use of the findings and results for society. 
Our aim is to establish methodology for utilizing scientific 
research result and to seek general principles for this activity 
by accumulating this knowledge in a journal form. Also, we 
hope that the readers of Synthesiology will obtain ways and 
directions to transfer their research results to society.

Content of paper

The content of the research paper should be the description of 
the result and the process of research and development aimed 
to be delivered to society. The paper should state the goal 
of research, and what values the goal will create for society 
(Items 1 and 2, described in the Table). Then, the process 
(the scenario) of how to select the elemental technologies, 
necessary to achieve the goal, how to integrate them, should 
be described. There should also be a description of what 
new elemental technologies are required to solve a certain 
social issue, and how these technologies are selected and 
integrated (Item 3). We expect that the contents will reveal 
specific knowledge only available to researchers actually 
involved in the research. That is, rather than describing the 
combination of elemental technologies as consequences, the 
description should include the reasons why the elemental 
technologies are selected, and the reasons why new methods 
are introduced (Item 4). For example, the reasons may be: 
because the manufacturing method in the laboratory was 
insufficient for industrial application; applicability was not 
broad enough to stimulate sufficient user demand rather than 
improved accuracy; or because there are limits due to current 
regulations. The academic details of the individual elemental 
technology should be provided by citing published papers, 
and only the important points can be described. There 
should be description of how these elemental technologies 

are related to each other, what are the problems that must 
be resolved in the integration process, and how they are 
solved (Item 5). Finally, there should be descriptions of how 
closely the goals are achieved by the products and the results 
obtained in research and development, and what subjects are 
left to be accomplished in the future (Item 6).

Subject of research and development

Since the journal aims to seek methodology for utilizing 
the products of research and development, there are no 
limitations on the field of research and development. Rather, 
the aim is to discover general principles regardless of field, 
by gathering papers on wide-ranging fields of science and 
technology. Therefore, it is necessary for authors to offer 
description that can be understood by researchers who are 
not specialists, but the content should be of sufficient quality 
that is acceptable to fellow researchers.

Research and development are not limited to those areas 
for which the products have already been introduced into 
society, but research and development conducted for the 
purpose of future delivery to society should also be included. 

For innovations that have been introduced to society, 
commercial success is not a requirement. Notwithstanding 
there should be descriptions of the process of how the 
technologies are integrated taking into account the 
introduction to society, rather than describing merely the 
practical realization process.

Peer review

There shall be a peer review process for Synthesiology, as in 
other conventional academic journals. However, peer review 
process of Synthesiology is different from other journals. 
While conventional academic journals emphasize evidential 
matters such as correctness of proof or the reproducibility of 
results, this journal emphasizes the rationality of integration 
of elemental technologies, the clarity of criteria for selecting 
elemental technologies, and overall efficacy and adequacy 
(peer review criteria is described in the Table).

In general, the quality of papers published in academic 
journals is determined by a peer review process. The peer 
review of this journal evaluates whether the process and 
rationale necessary for introducing the product of research 
and development to society are described sufficiently well . 
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Required items and peer review criteria (January 2008)

Item Requirement Peer Review Criteria

Research goal Describe research goal (“product” or researcher's vision). Research goal is described clearly.

Relationship of research 
goal and the society

Describe relationship of research goal and the society, or its value 
for the society.

Relationship of research goal and the society 
is rationally described.

Selection of elemental 
technology(ies)

Describe the elemental technology(ies) selected to achieve the 
research goal. Also describe why the particular elemental 
technology(ies) was/were selected.

Scenario or hypothesis is rationally described.Scenario Describe the scenario or hypothesis to achieve research goal with 
“scientific words” .

Elemental technology(ies) is/are clearly 
described. Reason for selecting the elemental 
technology(ies) is rationally described.

Evaluation of result and 
future development

Provide self-evaluation on the degree of achievement of research 
goal. Indicate future research development based on the presented 
research.

Degree of achievement of research goal and 
future research direction are objectively and 
rationally described.

Relationship and 
integration of elemental 
technologies

Describe how the selected elemental technologies are related to 
each other, and how the research goal was achieved by composing 
and integrating the elements, with “scientific words” .

Mutual relationship and integration of 
elemental technologies are rationally 
described with “scientific words” .

Originality Do not describe the same content published previously in other 
research papers.

There is no description of the same content 
published in other research papers.7

1

2

3

4

5

6

In other words, the role of the peer reviewers is to see whether 
the facts necessary to be known to understand the process of 
introducing the research finding to society are written out; 
peer reviewers will judge the adequacy of the description of 
what readers want to know as reader representatives.

In ordinary academic journals, peer reviewers are anonymous 
for reasons of fairness and the process is kept secret. That 
is because fairness is considered important in maintaining 
the quality in established academic journals that describe 
factual  knowledge. On the other hand, the format, content, 
manner of text, and criteria have not been established for 
papers that describe the knowledge of “what ought to be 
done.” Therefore, the peer review process for this journal will 
not be kept secret but will be open. Important discussions 
pertaining to the content of a paper, may arise in the process 
of exchanges with the peer reviewers and they will also be 
published. Moreover, the vision or desires of the author that 
cannot be included in the main text will be presented in the 
exchanges. The quality of the journal will be guaranteed by 
making the peer review process transparent and by disclosing 
the review process that leads to publication. 

Disclosure of the peer review process is expected to indicate 
what points authors should focus upon when they contribute 
to this journal. The names of peer reviewers will be 
published since the papers are completed by the joint effort 
of the authors and reviewers in the establishment of the new 
paper format for Synthesiology.

References

As mentioned before, the description of individual elemental 
technology should be presented as citation of papers 
published in other academic journals. Also, for elemental 
technologies that are comprehensively combined, papers that 
describe advantages and disadvantages of each elemental 
technology can be used as references. After many papers are 
accumulated through this journal, authors are recommended 
to cite papers published in this journal that present similar 
procedure about the selection of elemental technologies 
and the introduction to society. This will contribute in 
establishing a general principle of methodology.

Types of articles published

Synthesiology should be composed of general overviews 
such as opening statements, research papers, and editorials. 
The Editorial Board, in principle, should commission 
overviews. Research papers are description of content and 
the process of research and development conducted by the 
researchers themselves, and will be published after the peer 
review process is complete. Editorials are expository articles 
for science and technology that aim to increase utilization by 
society, and can be any content that will be useful to readers 
of Synthesiology. Overviews and editorials will be examined 
by the Editorial Board as to whether their content is suitable 
for the journal. Entries of research papers and editorials 
are accepted from Japan and overseas. Manuscripts may be 
written in Japanese or English.
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Instructions for Authors
“Synthesiology” Editorial Board
Established December 26, 2007

Revised June 18, 2008
Revised October 24, 2008

Revised March 23, 2009
Revised August 5, 2010

1 Types of contributions
Research papers or editorials and manuscripts to 
the “Readers’ Forum” should be submitted to the 
Editorial Board. After receiving the manuscript, if 
the editorial board judges it necessary, the reviewers 
may give an interview to the author(s) in person or by 
phone to clarify points in addition to the exchange of 
the reviewers’reports.

2 Qualification of contributors
There are no limitations regarding author affiliation 
or discipline as long as the content of the submitted 
article meets the editorial policy of Synthesiology, 
except authorship should be clearly stated.  (It should 
be clearly stated that all authors have made essential 
contributions to the paper.)

3 Manuscripts
3.1 General
3.1.1 Articles may be submitted in Japanese or 
English.
Accepted articles will be published in Synthesiology 
(ISSN 1882-6229) in the language they were 
submitted.  All articles will also be published in 
Synthesiology - English edition (ISSN 1883-0978). 
The English edition will be distributed throughout 
the world approximately four months after the 
original Synthesiology issue is published. Articles 
written in English will be published in English 
in both the original Synthesiology as well as the 
English edition. Authors who write articles for 
Synthesiology in Japanese will be asked to provide 
English translations for the English edition of the 
journal within 2 months after the original edition is 
published.
3.1.2 Research papers should comply with the 
structure and format stated below, and editorials 
should also comply with the same structure and 
format except subtitles and abstracts are unnecessary.  
Manuscripts for “Readers’ Forum” shall be comments 
on or impressions of articles in Synthesiology, or 
beneficial information for the readers, and should be 
written in a free style of no more than 1,200 words.  
Editorials and manuscripts for “Readers’ Forum” 

will be reviewed by the Editorial Board prior to being 
approved for publication.
3.1.3 Research papers should only be original papers 
(new literary work).
3.1.4 Research papers should comply with various 
guidelines of research ethics.
3.2 Structure
3.2.1 The manuscript should include a title (including 
subtitle), abstract, the name(s) of author(s), institution/
contact, main text, and keywords (about 5 words).
3.2.2 Title, abstract, name of author(s), keywords, and 
institution/contact shall be provided in Japanese and 
English.
3.2.3 The manuscript shall be prepared using word 
processors or similar devices, and printed on A4-size 
portrait (vertical) sheets of paper. The length of the 
manuscript shall be, about 6 printed pages including 
figures, tables, and photographs.
3.2.4 Research papers and editorials shall have front 
covers and the category of the articles (research 
paper or editorial) shall be stated clearly on the cover 
sheets.
3.2.5 The title should be about 10-20 Japanese 
characters (5-10 English words), and readily 
understandable for a diverse readership background. 
Research papers shall have subtitles of about 15-
25 Japanese characters (7-15 English words) to help 
recognition by specialists.
3.2.6 The abstract should include the thoughts behind 
the integration of technological elements and the 
reason for their selection as well as the scenario for 
utilizing the research results in society.
3.2.7 The abstract should be 300 Japanese characters 
or less (125 English words). The Japanese abstract 
may be omitted in the English edition.
3.2.8 The main text should be about 9,000 Japanese 
characters (3,400 English words).
3.2.9 The article submitted should be accompanied 
by profiles of all authors, of about 200 Japanese 
characters (75 English words) for each author. The 
essential contribution of each author to the paper 
should also be included.  Confirm that all persons 
who have made essential contributions to the paper 
are included.
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of journal (italic), Volume(Issue), Starting page-
Ending page (Year of publication).
Book – [No.] Author(s): Title of book (italic), 
Starting page-Ending page, Publisher, Place of 
Publication (Year of publication).

4 Submission
One printed copy or electronic file of manuscript 
with a checklist attached should be submitted to the 
following address:

Synthesiology Editorial Board
c/o Website and Publication Office, Public Relations 
Department, National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST)
Tsukuba Central 2 , 1-1-1 Umezono, Tsukuba 
305-8568
E-mail: synthesiology@m.aist.go.jp

The submitted article will not be returned.

5 Proofreading
Proofreading by author(s) of articles after typesetting 
is complete will be done once. In principle, only  
correction of printing errors are allowed in the 
proofreading stage.

6 Responsibility
The author(s) will be solely responsible for the 
content of the contributed article.

7 Copyright
T he copy r ig ht  of  t he  a r t icle s  publ i shed  i n 
“Synthesiology” and “Synthesiology English edition” 
shall belong to the National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST).
 
Inquiries:

Synthesiology Editorial Board
c/o Website and Publication Office, Public Relations 
Department, National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST)
Tel: +81-29-862-6217  Fax: +81-29-862-6212
E-mail: 

3.2.10 Discussion with reviewers regarding the 
research paper content shall be done openly with 
names of reviewers disclosed, and the Editorial Board 
will edit the highlights of the review process to about 
3,000 Japanese characters (1,200 English words) or a 
maximum of 2 pages. The edited discussion will be 
attached to the main body of the paper as 
part of the article.
3.2.11 If there are reprinted f igures, graphs or 
citations from other papers, prior permission for 
citation must be obtained and should be clearly stated 
in the paper, and the sources should be listed in 
the reference list.  A copy of the permission should 
be sent to the Publishing Secretariat. All verbatim 
quotations should be placed in quotation marks or 
marked clearly within the paper. 
3.3 Format
3.3.1 The headings for chapters should be 1, 2, 3…, 
for subchapters, 1.1, 1.2, 1.3…, for sections, 1.1.1, 
1.1.2, 1.1.3.
3.3.2 The text should be in formal style. The chapters, 
subchapters, and sections should be enumerated. 
There should be one l ine space before each 
paragraph.
3.3.3 Figures, tables, and photographs should be 
enumerated. They should each have a title and an 
explanation (about 20-40 Japanese characters or 10-
20 English words), and their positions in the text 
should be clearly indicated.
3.3.4 For figures, clear originals that can be used for 
printing or image files (resolution 350 dpi or higher) 
should be submitted. In principle, the final print will 
be 15 cm x 15 cm or smaller, in black and white.
3.3.5 For photographs, clear prints (color accepted) 
or image files should be submitted. Image files 
should specify file types: tiff, jpeg, pdf, etc. explicitly 
(resolution 350 dpi or higher) . In principle, the final 
print will be 7.2 cm x 7.2 cm or smaller, in black and 
white.
3.3.6 References should be listed in order of citation 
in the main text.

Journal – [No.] Author(s): Title of article, Title 
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編集後記

シンセシオロジー 4巻2号では、研究論文4編と補遺1編を
お届けします。主題は、情報、ロボット、センサー、フォトニク
ス、材料と多彩な分野にわたりますが、どの論文も、専門が異
なる他の分野の方や一般の読者からも十分理解できるように記
述されています。読者から毎号いただくアンケートへの回答でも、
他分野の研究がよくわかることがシンセシオロジー論文の特徴
であるとの指摘をよく受けます。

今回は、いままでシンセシオロジーに研究論文を執筆したこ
とのある著者6名に集まっていただき、産総研前理事長の吉川
弘之先生と座談会を行いました。シンセシオロジーの研究論文
は、これまでの学術誌とは異なった、新しい記述形式をとって
いますので、執筆に当たって苦労した点や、工夫した点、有益だっ
た点等、自由に語っていただきました。

シンセシオロジーの研究論文を執筆したことで、自分が行っ
てきた一連の研究に明確なシナリオがあり、改めてそれに気が
付いて、自身の研究を再構成できたという発言が多くの著者か
らありました。シンセシオロジーの編集者として、シンセシオロ

ジーの特徴と意義を改めて確認した次第です。またプロジェク
トを立案したり、評価したりするときにも、要素を明らかにし、
それらを構成していくアプローチが役に立つという指摘にも同感
します。

シンセシオロジーでは査読者と著者との間で丁寧に議論を行
いますが、これも著者にとって良い刺激になっていることがうか
がわれます。議論の内容を論文本文の後ろに掲載していますが、
議論は読者に対して論点を浮き彫りにし、読者の理解を助けて
いることも指摘されました。

読者各位には引き続きシンセシオロジーをご愛読いただけれ
ばありがたく、同時に、機会がありましたらこの新しい記述形
式でご自身の研究を表現していただくことで、自分の研究のシ
ナリオを改めて見つめ、さらに新たな視点を加えることも可能と
思います。シンセシオロジーへの広い分野の方々からの積極的
な投稿をお待ちしています。

（編集委員長 小野 晃）
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